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未来実装力



株主・投資家顧客

社員 社会全体

Change 1 「人間中心経営」

Change 2 「事業成長加速」

Change 3 「利益性トップクラス」

Change 4 「データインサイト マネジメント」

Change 5 「ESG経営基盤強化」

パートナー

誰かが願った未来を、漫画や映画が描いた夢を、

人はほ ぼ現実にしてきた。

未来を夢見たからじゃない。見続けたから。

そして、それをカタチにする方法をみつけたから。

インフラを通じて培ってきた私たちのエンジニアリング技術、

それは未来を実装する力だ。

その力をいま、もっと社会とその未来のために役立てよう。　

通信、防災、教育、まちづくり…  、

複数の領域にわたって実装することで、

これまで以上にダイナミックに、社会の変革に貢献しよう。

くらしやビジネスのあらゆるシーンで、

実装できるからこそ描ける、新たな未来を構想しよう。

実装力を持った私たちが構想しはじめることで、未来はもっと動き出す。

Purpose

技術と挑戦で「ワクワクするみらい」を共創する

Purpose/Mission/Vision

Mission
意識するステークホルダー

お客様の期待にお応えし、
豊かな社会の実現に貢献する

多様な社員がいきいきと働く
「魅力的な企業グループ」であり続ける

サステナブルとコンプライアンスを重視し、
社会の信頼に応える

常に技術とビジネスモデルを磨き、
高い付加価値を創造する

パートナー会社と協力し合い 
「みらいのインフラ」を創り守り続ける

環境にやさしい
社会をつくる、まもる

安心・安全で豊かな
社会をつくる、まもる

多様な人財を尊重し、
高めあう文化をつくる、まもる

公正・透明な企業グループを
つくる、まもる

環境
（E）

社会
（S）

ガバナンス
（G）

事業活動を
通した

脱炭素社会の実現

環境にやさしく
強靭な街づくり・

里づくりへの貢献
安全と

品質の向上
パートナーとの

協働による
社会価値の共創

人財育成と
働き方改革、

健康経営の推進

人権尊重と
ダイバーシティ＆
インクルージョン

の推進

コーポレート・
ガバナンス

の強化
コンプライアンス

の徹底
リスク

マネジメントの
徹底
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MIRAIT ONE Group Vision 2030

新・成長戦略：5つの事業変革（5Changes）

マテリアリティ



編集方針
本報告書では、事業構造改革と社会への貢献、持続的な成長と企業
価値向上に邁進するミライト・ワン グループの、短期・中期・長期を
見据えた価値創造への取り組みとその成果、目指す姿をお伝えする
べく、「MIRAIT ONE Group Vision 2030」、2022年度からの第5次中
期経営計画、マテリアリティへの取り組みを軸に、報告書全体を「Our 
Focus」「企業価値向上戦略」「データ」の3つのパートで構成しています。
特に、2030年度をターゲットとする「5Changes」による事業変革の成
果と課題、今後の「掛け算の連結経営」の考え方をお伝えするとともに、
特集「人・技術・組織間シナジーの拡大により、更なる企業価値向上へ」
を新たに掲載することで、投資家をはじめとするステークホルダーの皆
様との対話を深めていくための内容も強化しました。

報告対象組織
本報告書では、基本的にミライト・ワン グループ全体を報告対象として
います。ただし、数値情報や一部の報告情報については、現時点で把
握できている範囲で掲載しており、文中の記載ないし注記で範囲を示
しています。

対象期間
2025年度（2025年4月1日～2026年3月31日）
※編集方針にかなう範囲で、上記期間前後の情報も掲載しています。

参考にしたガイドライン
IFRS財団「国際統合報告フレームワーク」
SSBJ「サステナビリティ開示テーマ別基準」第1号、第2号
GRI「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」
SASB Standards
経済産業省「価値協創のための統合的開示・対話
ガイダンス2.0」

発行時期
2026年9月

将来見通し等に関する注意事項
本報告書に掲載されているミライト・ワン グループの業績や財政状態、
その他の経営活動全般に関する予想や目標、計画等の将来に関する
内容は、編集時点で当社が入手していた情報に基づく計画や見通しに
よるものです。諸条件の変化により、実際の業績等は、本報告書に記
載された予想等とは大きく異なる可能性があります。従いまして、本報
告書における予想等が将来にわたって正確であることを保証するもの
ではないことをご承知おきください。

お問い合わせ先
株式会社ミライト・ワン 経営企画本部 広報部
〒105-0001 東京都港区虎ノ門2-2-3
TEL：03-6807-3120

Webサイト上の関連情報
■ 企業情報
https://www.mirait-one.com/corporate/
■ サービス・ソリューション
https://www.mirait-one.com/solution/
■ IR情報
https://ir.mirait-one.com
■ ESG情報
https://www.mirait-one.com/esg/
※過去の報告書も掲載
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Pt.1 Our Focus

1940年代から日本の通信インフラの発展に貢献してきたミライト・ワン グループは、通信建設事業を通じて培った“キャリ
アグレード”の「技術力」や質の高い「現場力」を強みとします。現在もこれらを発揮し続けるとともに、「超・通建※1」への事
業構造改革も進め、「フルバリュー型モデル※2」による事業ポートフォリオの強化によって売上成長を持続しています。

Who We Are

※1 超・通建：従来の通信インフラ事業（通建）を超え、これまで培ってき
た技術力と経験を踏まえ、非通信分野でも社会に大きく貢献すること

※3 みらいドメイン：街づくり・里づくり／企業DX・GX、グリーンエネルギー
事業、ソフトウェア事業、グローバル事業

※2 フルバリュー型モデル：「通信」をはじめ「電気」「ICT」「土木」「建築」
等幅広い社会インフラ領域で、企画から設計・施工・運用までトータ
ルに提供するビジネスモデル

（株）ミライト・
ホールディングス

（2010年）
（株）ミライト・ワン

（2022年）

国内通信建設市場の変化を念頭に、事業構造改革も着実に進行
1970年代序盤までの日本の高度経済成長を背景とする固定電話の普及を追い風に確

固たる地位を築いた3社は、それ以降も携帯電話/スマートフォンへの対応を中心に安定
成長を続けた一方、国内通信インフラ全体の成熟化に伴う通信建設市場の変化を踏まえ、
事業構造改革もスタート。これを加速するべく、2010年の3社統合によって（株）ミライト・ホー
ルディングスを発足、2022年に（株）ミライト・ワンとして経営統合しました。

中長期視点での事業構造改革にも注力

既存事業と新規事業を両立させ、持続的な売上成長を実現
2018年に３グループに再編された日本の通信建設業界において当社の売上高規模は3番手ですが、「超・通建」への事業ポート

フォリオ変革の一環として「非通信分野」での成長投資にも国内外で注力してきた結果、「地方創生」「グローバル事業」といった分
野、とりわけ「データセンター事業」への需要が拡大している「ICT分野」など、新たな強みを構築しています。これらは前述の通り
通信建設事業で培った強みをルーツとするほか、成長分野を「みらいドメイン※3」と定義し経営資源を重点配分することで、長期持
続的な売上成長を実現しています。また、近年のAI普及により通信インフラ事業への需要が復調・上昇していることから、新たに
成長した分野に加えて、従来の通信建設事業にも注力しています。

ポジションと強み／事業ポートフォリオの進化

日本の高度経済成長をNTTとともに支えることで、強い技術力と現場力、地域ネットワークを構築
多くの合併、再編によって規模を拡大してきた当社グループの源流は、1946年に創業した大明電話工業（株）、

同年に創業した東洋電機通信工業（株）、1960年に創業した近畿通信建設（株）の3社です。3社はいずれも、
戦後復興や高度経済成長期における電話需要の拡大のなか、1952年に発足した日本電信電話公社（現NTT

（株））との取引を中心に成長することで、高い品質と信頼性を備えた“キャリアグレード”の「技術力」、人財育
成を通じた「現場力」、全国津々浦々の「地域ネットワーク」という確固たる強みを構築してきました。

強みのルーツと市場特性

エンジニア育成に向けた実
習作業と訓練（1960年代）

強みや経営資源の全てを活用し、更なる成長と高付加価値化を目指す
今後も当社グループは、通信、非通信の両分野で培ってきた

全ての経営資源や強みを進化させ続けることで企業価値向上
を目指します。具体的には、通信建設分野で培った技術やノウ
ハウを発展させることでグリーンエネルギー事業やデータセンター
事業を拡大、進化させているほか、多くの地方創生案件を新た
に連結化した西武建設（株）と国際航業（株）との「三位一体アプ
ローチ」「フルバリュー型モデル」で展開することで、事業の更な
る成長と高付加価値化に注力しています。

持続的な成長と企業価値向上に向けて

三位一体
アプローチ

実装力・運用力

総合力・施工力

西武建設

企画力・コンサル力



企業価値向上に向けて

「不易流行」「自考自走」のもと、B/S面から見た
成長戦略を継続

本年7月に単独CEOに就任した私は、（株）ミライト・ワンが
培ってきた企業文化や価値観をしっかりと継承していきます。
2025年度に過去最高の売上高・営業利益・EBITDAを更新し
た（株）ミライト・ワンを築き上げてきたのは、多くの人財一人
ひとりが力を尽くし、その積み重ねによって今日の当社グルー
プがあります。だからこそ、現場に根差したカルチャーや価値
観を深く理解し、大切に受け継ぎながら、更に成長・発展させ
ていくことも私の使命です。

そうしたなか、私が特に大事にしたいキーワードが「不易流行」
です。当社がこれまで大切にしてきた本質は守りながらも、時
代の変化に合わせ、変えるべきものは変えていく。この考え方は、
今後も非常に重要であると考えています。また、私は中山会
長が掲げてきた「自考自走」という考え方にも強く共感しており、
社員一人ひとりが自ら考え、自ら行動する姿勢を更に強化し

ていきます。そして、パーパス「技術と挑戦で『ワクワクするみ
らい』を共創する」が示す通り、当社グループにはもともと、「挑
戦」を続けるカルチャーが根付いています。この強みもしっか
りと継承しつつ、更に発展させていく考えです。

そして、中山会長の時代に大きく進化したB/S面を重視した
経営は、P/LだけでなくB/Sを意識するもので、第5次中期経
営計画（2022-2026）（以下「現中計」）の完遂および企業価
値向上の観点からも極めて重要です。2025年より過去最高
値圏で推移している当社の株価を更に高めていくためにも、
B/S面から見た成長戦略を継続していきます。

利益率が着実に改善
2022年度 にスタートした「MIRAIT ONE Group Vision 

2030」および現中計の4年目であった2025年度は、前述の
通り過去最高の営業利益とEBITDAを更新することができま
した。その最も大きな要因が、利益率の改善です。特に、「超・
通建」への事業構造改革に向けた成長ドライバーとして位置
づけている環境・社会イノベーション事業とICTソリューショ

ン事業の利益率が、近年の不採算案件撲滅の取り組みや案
件の大型化・良質化・高付加価値化によって着実に改善しま
した。また、祖業である通信基盤ドメインの利益率が、後述す
るChange 3「利益性トップクラス」への取り組みによって着
実に高まったことが、全社利益率の上昇に効いています。加え
て、販管費率についても低減に注力してまいりました。これら
一連の取り組みを今後も強化し続けることで、現中計目標の
達成と更なる企業価値向上に邁進します。

事業環境認識と打ち手
現中計の完遂に向けてもうひとつ重要なファクターとなるトッ

プラインの拡大については、引き続きM&A等も視野に入れつ
つも、対象市場の動向に柔軟に対応しながら、事業機会を最
大限に取り込んでいきます。

まず「みらいドメイン」（街づくり・里づくり／企業DX・GX、グ
リーンエネルギー事業、ソフトウェア事業、グローバル事業）
を中心とする環境・社会イノベーション事業とICTソリューショ
ン事業（企業/環境社会基盤ドメイン）については、引き続き
旺盛な需要と良好な市場環境が続いていることから、リソー
スを最大限に確保・投入することで、更なるトップラインの成
長につなげます。特に足元で旺盛な顧客需要と顕著な業績
拡大が続いているデータセンター事業については、2026年度
に1,000億円の受注を獲得すべく、本年4月にデータセンター
事業本部を設置し、営業から施工・保守・運用までのリソース
を結集のうえワンストップで提供できる体制を構築することで、
顧客ニーズに応じた商材の拡充に注力しています。そして今
後は、大型データセンターやデータセンター内ケーブリングだ
けでなく、コンテナ型データセンターを含む充実した商品展
開や、多様な顧客ニーズに柔軟かつ的確に応える強みを発揮
することで、当社グループの次なる成長の柱へと進化させて
いく考えです。また、街づくり・里づくり・GXなど当社ならでは
の価値創造についても、ミライト・ワン グループとして、西武
建設（株）、国際航業（株）との「三位一体アプローチ」を駆使
することで高付加価値なインフラ関連事業を着実に拡充し、
顧客基盤と収益の拡大につなげていきます。

加えて、NTT事業を中心とする通信基盤ドメインについては、
近年のAI革命を背景とするデータ通信量の増大を背景に需
要が再拡大しており、足元では、5Gの品質改善投資や光ア
クセスサービスの開通等の案件を拡大することで、当社グルー
プの収益成長に大きく貢献しています。また、今後はNTTグ
ループが進めるメタル回線（固定電話網）から光回線・モバイ
ルネットワークへの移行に伴う設備更新やシステム刷新等の

ニーズが高まり、しばらく続くと見込んでおります。そのため、
通信基盤ドメインは、2022年に現中計を策定した当時の事
業環境見通しは通信建設市場は縮小すると想定していまし
たが、これが大きく変わっていると認識しています。ソーシャ
ルメディアの進展やAI革命を背景に通信建設市場はむしろ
拡大傾向に転じています。今後は、「通信建設市場を礎に事
業構造を改革する」ことで、更なる成長と企業価値向上を目
指します。

また、足元で高まっている地政学リスクについては、当社グルー
プのバリューチェーンにおける影響を定期的にモニタリングし
ております。現時点では事業全体に大きな影響は生じていな
いものの、一部では石油系資材の不足といったリスクが顕在
化していることから、引き続き状況を注視しつつ、リスク影響
の最小化に向けた対応策をスピーディに講じていきます。

新たな重点戦略

「掛け算の連結経営」の推進により、
ミライト・ワン グループならではのシナジー創出を加速

上記一連の取り組みによって当社グループは、現中計の完
遂を目指す一方、次期中期経営計画および「MIRAIT ONE 
Group Vision 2030」の各種目標の達成に向けた新たな重
点戦略にも注力していきます。具体的には、2030年度に向け
た5つの変革テーマ「5Changes」の一部施策をブラッシュアッ
プしながら継続するとともに、これまで構築してきた「フルバ
リュー型モデル」「三位一体アプロ―チ」といったグループシ
ナジー最大化への取り組みを更に加速するための新たな戦
略にも注力していきます。

そのひとつが、「お客様の軸」「技術の軸」「人財・制度の軸」
の3軸から成る「掛け算の連結経営」の推進です。2025年度に
スタートした同戦略では、まず「お客様の軸」の強化に向けて
CMO職（Chief Marketing Officer）を新設し、お客様目線で
のフロント機能の強化と長期目線でのアプローチによる顧客
提供価値の最大化に注力することで、シナジーを追求しています。

次に「技術の軸」では、AI革命がもたらす価値を当社グルー
プとしても最大限に取り込むべく、各種業務でAIを積極的に
活用しています（→P50  Change 4「データインサイト マネジ
メント」参照）。そして2026年7月には、当社グループの10年
先の持続的な成長を見据え、新たな技術やビジネス、DXに取
り組むための「イノベーションセンター」を創設しました。今
後は同センターを核として先端技術の開発と新ビジネスの創
出、AIの活用と自社DXの推進による現場力の強化と生産性

CEOメッセージ

コミュニケーションに根差した
「掛け算の連結経営」により、
更なる企業価値向上に
邁進します

代表取締役社長 CEO
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向上に取り組む方針です。
最後に「人財・制度の軸」では、専門人財を確保する人事制

度改革とグループ連携を支え、エンゲージメントを高める管
理会計を整備しています。

（株）ミライト・ワン・システムズの吸収合併により、
AI時代における当社グループならではの強みを追求

こうした連結経営の強化を加速するとともに、AI時代なら
ではの顧客ニーズの変化など急激な事業環境の変化に柔軟
に対応し、現場力とソリューション力を強化するべく、グルー
プ会社の（株）ミライト・ワン・システムズを吸収合併し、当社
と同社の力を融合することで、現場力とソリューション力の強
靭化を進めていくことを決定しました。吸収合併が完了する
2026年10月からはデジタル活用による現場プロセスの高度

「5Changes」進化への取り組み

  Change 1    「人間中心経営」を企業価値向上につなげる
現中計における「成長分野への人財流動」をはじめとする

主要施策の進捗率がいずれも80％以上と非常に高いことを
評価するとともに、足元では、「人財」の定義を当社グループ
の持続的な成長に欠かせないパートナー企業の人財にも広
げる取り組みを強化しています。その一環として、企業内大
学「みらいカレッジ」のグループ内利用率がほぼ100％であ
ることを踏まえ、パートナー企業利用率の更なる向上に注力
しています。その他の人的資本投資についても引き続き強化
することで、個々の人財のパフォーマンスやエンゲージメント
の向上を図り、収益拡大や企業価値向上、更には当社グルー
プのサステナビリティ向上へとつなげていきます。また、DEI

（Diversity、Equity、 Inclusion）への取り組みも一層強化し、
多様な意見やアイデアを生み出すことで、より高度なトレード
オフの解決やイノベーションの創出を通じた企業価値向上を
目指していきます。

  Change 2    案件大型化とグループシナジーの最大化に
よって「事業成長加速」をペースアップ

を挙げて「利益性トップクラス」を追求し、更なる企業価値向
上を目指します。

  Change 4     AI時代の「データインサイト マネジメント」
を加速

DXリーダー人財の育成は現中計策定時には想定していな
かったAIの急速な進展を取り込んだ業務効率化が各現場で
加速しており、AIアクティブユーザー数や活用事例の共有が
増加しています。「データインサイト マネジメント」においても、
不採算プロジェクトの撲滅に向けた経営力強化の一環として、
従来のリスク抽出AIに受注後モニタリングとAI分析機能を追
加するなど、プロジェクト全工程でのガバナンス高度化と収
益性向上に向けたAI活用が進展しています。また、AI利用範
囲や人による最終確認プロセスの明確化、安全性・信頼性・
情報セキュリティを前提とした活用などAIガバナンスへの取
り組みを継続するとともに、今後はこれらの明文化も進めて
いく考えです。

  Change 5    企業価値向上に向けた
「ESG経営基盤強化」

当社グループは従来より、マテリアリティと成長戦略を密
接に連動させることで持続的な成長と企業価値向上に注力
してきたほか、ESG経営基盤の強化によって中長期的な成
長阻害要因を軽減し、資本コスト低減による企業価値向上
にもつなげてきました。そして2025年７月には、これら一連
の取り組みを更に進化させ、社会課題の解決と事業成長を
両立し、更なる持続的成長を目指すことを目的に「ESG経営
推進委員会」を「サステナビリティ委員会」に変更したほか、
2026年度からは取締役のスキルマトリックス
に「サステナビリティ」を追加することで、サス
テナビリティ・ガバナンスの更なる強化に注力
しています。また、数年来注力している「資本
コストや株価を意識した経営」についても、社
外取締役を含む幹部合宿を毎年開催し、専門
的かつ外からの視点を入れて議論を深めてき
たことが、2025年以降 の 当社株価 の 上昇と
PBR1倍超につながりました。引き続き新コー
ポレートガバナンス・コードへの取り組みにお
いてもこうした姿勢を一層強化し、持続的な企
業価値向上を実現していく所存です。

株主・投資家をはじめとする
ステークホルダーの皆様へ　

2025年度、私は共同CEOとして1年間活動し、多くの株主・
投資家の皆様と対話を重ねてきました。そのなかで強く感じ
たのは、当社へのご期待の大きさです。数多くのご期待の声
をいただき、大きな励みになりました。株主・投資家の皆様が
特に注目されているのは、西武建設（株）や国際航業（株）を
はじめとするグループ各社とのシナジーです。当社が展開す
る多様な事業をどのように掛け合わせ、新たな価値を創出し
ていくのかへのご期待は非常に大きいと感じています。一方
で、「株主・投資家とのコミュニケーションを更に深めることで、
より良い会社になる」とのご示唆もいただきました。こうした
対話を通じてコミュニケーションの重要性を改めて認識する
とともに、株主・投資家の皆様との情報の非対称性を縮減す
ることが、企業価値向上につながることを確信しています。　

お客様やパートナーの皆様からも同様のご期待をいただい
ています。当社グループの事業領域が拡大し、社会やお客様
に提供できる価値が広がるなか、「様々な分野で一緒に取り
組みたい」とのお声をいただく機会が確実に増えています。

一方でグループ内においては、シナジー最大化に向けた機
運が着実に高まっている一方、相互理解を更に深める余地は
まだ大きく、ここでもコミュニケーションを一層充実させるこ
とが重要であると認識しています。そのためには連携を支え
る仕組みづくりも必要であり、その中核となるのが「掛け算の
連結経営」です。コミュニケーションを土台としたこの戦略を
通じて、更なる企業価値の向上を目指していきます。

ミライト・ワン グループの「コミュニケーション」による企業
価値向上に、是非ご期待ください。

化や技能継承を進め、グループ全体の生産性を抜本的に向上
させていく構えです。また、2025年10月に買収した（株）Y2S
を梃子にフィジカルとデジタル、ハードとソフト、オンサイトと
クラウドを掛け合わせたフルバリュー型モデルを実践すること
で、より高付加価値なサービスを展開していきます。更に中長
期的には、オンサイト、ハード、クラウド、ソフトの融合にとど
まらず、マネージド型やリカーリング型のソリューションも拡
充していきます。これにより顧客と長期的な関係を築き、継続
的に価値を提供することで、当社グループならではの新たな
強みを構築するほか、環境、エネルギーなどインフラ全般へそ
の強みを展開していく考えです。そして、上記一連の短期・中期・
長期の価値創造を確実に企業価値向上へと結実させるべく、
2030年に向けて「5Changes」への取り組みを以下のように
進化させていきます。

事業成長の更なる加速に向けては、前述の通り通信基盤ド
メインを礎とする事業構造改革を、みらいドメイン各分野での
事業成長によって加速していきます。足元では特に街づくり・
里づくり/企業DX・GXやグリーンエネルギー領域において案
件の大型化により長納期化が進んでいるものの、受注は着実
に積み上がっていることから、これらを着実に完工することで
現中計目標の達成を目指します。

  Change 3    通信基盤ドメインだけでなく全領域で
「利益性トップクラス」を追求

2022年に実施した（株）ミライト・ホールディングス、（株）ミ
ライト、（株）ミライト・テクノロジーズの3社統合の効果を着実
に積み上げてきましたが、現中計目標に向けて、経費削減施
策の継続やBPO子会社の活用促進により、更なるコスト削減
に注力します。一方で、通信基盤ドメインの売上総利益率の改
善についてはバリューチェーン改革や子会社再編による効率
化が奏功し、現中計目標を1年前倒しで達成するなど順調に
推移しています。加えて、エリア運営体制の最適化や地域マネ
ジメント改革が顧客ニーズへの柔軟な対応にもつながるなど
事業競争力も高まっていることから、今後はこれらの取り組み
を企業/環境社会基盤ドメインでも強化することで、グループ

株主・投資家の皆様との情報の非対称性を縮減し、
企業価値向上につなげます

CEOメッセージ
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成長を止めないためのサクセッション

2025年6月、私は代表取締役社長から代表取締役会長に
就任し、菅原社長との共同CEO体制をスタートさせました。
順調に成長を続けるミライト・ワン グループにとって、経営トッ
プの交代は単なる人事ではありません。企業価値を高め続け
るための重要な経営課題です。

私は以前から、指名・報酬委員会で「サクセッションプラン
の最大の目的は、成長路線を過

あやま

たず、次の経営へ確実にバト
ンを渡すことだ」と伝えてきました。経営環境が大きく変化す
る中でも、成長を持続させることが何より重要です。そのため
には、新たな経営体制へのスムーズな移行も、企業価値向上
に向けた最重要戦略のひとつだと考えていました。共同CEO
体制を選択したのも、その考えに基づくものです。菅原社長には、
この1年間、私と行動をともにしながら、経営判断のプロセス
を間近で見てもらいました。重要な会議や投資判断、不採算
案件への対応など、様々な局面で私が何を考え、どのような
視点で意思決定を下しているかを共有し、経営者としての判
断軸を体得してもらいたかったのです。

もちろん、同じ場面に立ったとしても、私とまったく同じ判断
をする必要はありません。私の考え方をベンチマークとして受
け止めた上で、菅原社長自らの意思で判断し、新たな経営を

築いてほしい。それが、この1年間、私が並走した真の狙いでした。　
菅原社長には、折に触れて「不易流行」という言葉を伝え

てきました。創業以来、私たちが大切にしてきた社会インフラ
を「創り・守る」という使命は、決して変えてはならない価値で
す。一方で、社会や市場、お客様の期待は絶えず変化してい
ます。新たな事業領域への挑戦や多様な人財の活躍など、変
えるべきものは果敢に変えていかなければなりません。経営
とは、変えてはならないものと、変えるべきものを見極め続け
る営みであり、その判断こそが企業の持続的な成長と企業価
値向上を左右すると考えています。

もうひとつ、大切に伝えてきたのが「自考自走」です。当社
の最大の財産は、人です。設備や仕組みだけでは、新たな価
値は生まれません。一人ひとりが自ら考え、自ら行動すること
で初めて、付加価値が創出されます。これは社長だけに求め
られる姿勢ではなく、役員も社員も含め、グループ全体に根
付かせたい企業文化です。

この1年間は、サクセッションという意味でも、極めて密度
の濃い時間となりました。様々な経営課題に向き合う中、菅
原社長は着実に経験を積み、経営者として成長してきたと感
じています。だからこそ、私は共同CEOという役割を終え、本
年7月からは会長として一歩引いた立場から、その挑戦を支
えています。

攻めと守りのガバナンスで、
企業価値を高める

持続的な成長と企業価値向上を実現するには、実効性の
高いガバナンスが不可欠です。私は取締役会議長として、こ
れまでは主に「守り」のガバナンス強化に力を注いできました。

（株）ミライト・ワン発足当初を振り返ると、コンプライアン
ス上の課題や大型不採算案件など、経営として真摯に向き
合うべき問題がありました。こうした経験を踏まえ、執行側
のリスク管理体制を見直すとともに、取締役会としても監
督機能を強化し、ビジネスリスク管理体制の整備などを進
めてきました。その結果、不採算案件やコンプライアンス上
の課題は着実に減少し、「守り」のガバナンスは大きく前進
したと考えています。

一方で、企業価値を更に高めていくためには、「守り」だ
けでは十分ではありません。今後は「攻め」のガバナンスを
一層強化し、経営戦略そのものについて、取締役会でより深
く議論をしていく必要があります。

私は社長として経営に携わる中で、執行の最前線に立つ
からこそ見えにくくなる景色があることを実感してきました。
日々の意思決定に追われる中では、進む方向が本当に正し
いのか、新たな成長機会を見落としていないかを客観的に
捉えることは容易ではありません。だからこそ、取締役会には、
一歩引いた視点から経営を俯瞰し、戦略の方向性や成長投
資、事業ポートフォリオのあり方などについて建設的な議論
を重ねていく役割があります。社外取締役をはじめ、多様な
経験や視点を持つ取締役との対話を通じて、経営陣だけで
は気づきにくい課題や可能性を引き出し、企業価値向上に
つながる意思決定を後押ししていきます。

事業環境の不確実性が高まるなか、受注前のリスク評価
やプロジェクト管理の精度向上、コンプライアンスの徹底な
ど、グループ全体のガバナンスを更に高い水準へ引き上げ
ていくことも重要です。今後は、主要グループ会社だけでなく、
多くの連結子会社を含めたガバナンスの底上げが課題にな
ると考えています。各社の規模や事業特性に応じた支援・監
督体制を充実させ、グループ全体で健全な経営基盤を築い
ていくことが、持続的な成長と企業価値向上につながります。

私は執行を担う経営陣が挑戦しやすい環境を整え、取締
役会議長として、攻めと守りの両面からガバナンスを進化さ
せていきたいと思います。

独自の価値創造により、
企業価値向上の次なるステージへ

私が社長に就任して以来、資本市場からの評価向上は重
要な経営課題でした。長らくPBR1倍を下回る状況が続いて
いましたが、事業基盤の強化や収益力の向上、経営改革を積
み重ねてきた結果、2025年度は売上高、EBITDA、営業利益
のいずれも過去最高を更新し、PBRも1倍を上回る水準で安
定的に推移するなど、市場からも一定のご評価いただけるよ
うになりました。

しかし、これはゴールではありません。私たちはようやく次
の成長ステージへのスタートラインに立ったにすぎないと考
えています。ここから目指すのは、通信建設業界のみで勝つこ
とではなく、各事業が持つ技術や知見を掛け合わせ、ミライト・
ワン グループならではのユニークな価値を生み出すこと。そ
れこそが、私たちの最大の強みです。

これまでは、新たなグループ会社を迎え入れながら事業基
盤を拡充し、それぞれの強みを活かせる体制づくりに力を注
いできました。そして今、その強みを有機的につなぎ、新たな
シナジーを生み出すことで、社会課題の解決につながる価値
を提供する段階へと歩みを進めています。

私たちが目指すのは、事業の成長だけではありません。社
会インフラを「創り・守る」という使命を礎とし、街づくりや里
づくり、更には持続可能な社会の実現へと価値創造領域を広
げていくことです。私は、こうした社会価値の創出こそが、中
長期的な企業価値の向上につながると確信しています。

サステナビリティは事業活動とは別に存在するものではなく、
経営そのものです。これからは、自分たちがどのような価値を
社会へ提供し、その価値が社会の持続的な発展にどのように
つながっていくのかを、社員一人ひとりが「自考自走」し、ステー
クホルダーの皆様と共有していくことが一層重要になるでしょう。

私はこれまで、先人たちが築いてきた土台の上に、新たな
事業の柱を立て、それぞれをつなぐ梁を架けることに力を注
いできました。今後は、その家に壁や屋根を備え、社員一人ひ
とりがイキイキと活躍できる、より魅力ある家へと育てていく
ことが、新たな経営体制の役割です。

私は会長として、その挑戦を支えながら、新たな経営体制
のもとでミライト・ワン グループが持続的な成長を遂げ、新た
な価値を創造し続けていくことを期待しています。

ミライト・ワン グループの次なる企業価値向上ステージに、
是非ご期待ください。

会長メッセージ

企業価値を高め続ける、
次代への承継

代表取締役会長
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2011年度
実績

2025年度
実績

2026年度
中期経営計画目標

売上高

2,360億円

営業利益（率）

52億円
（2.2％）

売上高

5,786億円

営業利益（率）

280億円
（4.8％）

売上高

6,024億円
EBITDA率

8.1％
営業利益率

5.7%

売上高

7,200億円＋

EBITDA率
8.5％＋
営業利益率
6.5％＋

MIRAIT ONE 
Group 

Vision 2030

27%

44%※

41%※

60%

61%

第1次～4次中期経営計画 第5次中期経営計画 第5次中期経営計画と「MIRAIT ONE Group Vision 2030」の詳細については、P19-20「中期経営計画と長期ビジョン」をご参照ください。

※みらいドメイン比率には、現在注力しているデータセンター事業に関する空調・電気工事等も含めております。

45%＋

70%＋

みらいドメイン比率

非通信比率
2010年（株）ミライト・ホールディングス設立

みらいドメイン比率

非通信比率

2022年（株）ミライト・ワン設立

2010～2021年度：
「総合エンジニアリング＆サービス会社」を目指した事業領域拡大と経営基盤の強化

■ モバイル通信市場の成長を取り込み、ICTソリューション事業や環境・社会イノベーション事業も積極的に拡大
■ 国内外のM&Aによる地域事業／ソフトウェア事業／海外事業の拡大
■ 10年間で売上高は約2倍、営業利益率は4.8ポイント改善　■ マテリアリティを策定

2022年度～：
「超・通建」を目指し、「フルバリュー型モデル」への事業構造改革を本格化

■「通信」「電気」「ICT」「土木」「建築」等のいずれの分野でも確固たる強みを有し、
 企画から設計・施工・運用までトータルで推進する未来実装企業への変革

2023年度～：
「成長分野への事業シフト」を加速

■ 既存事業のDX推進
■ 2025年度まで、9期連続で過去最高の売上高を更新
■  「人財成長による事業成長」を加速
 ● 中期的な人財流動計画により、2026年度までに
  1,000名規模を成長分野へシフト
 ● 「人財版 ミライト・ワン流の価値創造モデル」を策定
 ● 社員目線での働き方改革と戦略的な人財育成

2026年度～：
「みらいドメイン」とキャリア事業の双方の利益成長へ

■ 街づくり・里づくり／企業DX・GX、グリーンエネルギー事業の拡大
■  （株）ミライト・ワン、西武建設（株）、国際航業（株）の三位一体の
 事業シナジーの追求とフルバリュー型モデルの拡充
  （ゼロカーボンシティ事業／公益インフラマネジメント事業）
■ みらいドメイン事業の収益性強化
 （データセンター等先端分野の強化、各事業の高付加価値化等）
■ 更なる成長のための「掛け算連結経営」の推進
■ 「イノベーションセンター」開設
■ データセンター事業本部を設置

過去／現在

未来

2024年度
実績
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Pt.1 Our Focus

ミライト・ワン グループは、事業構造改革と成長戦略のもと、今後も社会インフラを「創り・守る」責務を果たし続けます。そして、
これまで以上に社会課題の解決に貢献する「超・通建」を目指し、人財一人ひとりの変化・成長のもとで果敢なチャレンジを
続け、実績を積み上げることで持続的成長を目指します。

ビジョン実現に向けたロードマップ
Transformation on Track 



2025年度
売上高占有率

32.8%

2025年度
売上高占有率

6.2%

2025年度
売上高占有率

32.1%

2025年度
売上高占有率

28.9%
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企業/環境社会基盤ドメイン 通信基盤ドメイン

ミライト・ワン グループは、第5次中期経営計画の達成に向けて、ソリューション事業を中心とする「企業／環境社会基盤
ドメイン」と、国内通信建設事業を中心とする「通信基盤ドメイン」に事業分野を区分し、以下の4事業を展開しています。そ
のうえで、成長分野を「みらいドメイン」として定義し、2022年、2023年にそれぞれ連結化した西武建設（株）、国際航業（株）
を含む経営リソースを結集することで、新たな成長ステージへの移行を加速させています。事業ポートフォリオ変革は売上高ベー
スでは順調に進捗しており、更なる利益成長に向けた取り組みに注力しています。

■NTT事業■環境・社会イノベーション事業 ■マルチキャリア事業■ICTソリューション事業

主要サービス
● NTTグループ向け固定・移

動通信設備の建設・保守を
全国で展開

主要サービス
● NCC向 け 固定・移動通信

設備の建設・保守を全国で
展開

● CATV工事、放送波（テレビ
受信対策）工事等も展開

主要サービス
● 再生可能エネルギー
● 企画・コンサル
● 電気・空調
● 社会インフラ （土木 ·上下

水道）
● 建築・リノベーション
上記一連の総合的なソリュー
ションを提供

主要サービス
● クラウド・オフィスソリュー

ション・Wi-FiなどICTインフ
ラの構築

● ソフトウェア・グローバル・
物販事業

過去4年売上高＆内訳 過去4年売上高＆内訳過去4年売上高＆内訳 過去4年売上高＆内訳

主要顧客
● NTT東日本（株）
● NTT西日本（株）
●  （株）NTTドコモ
ほか

主要顧客
● KDDI（株）
● ソフトバンク（株）
● 楽天モバイル（株）
ほか

主要顧客
● 自治体
● 民間企業
ほか

主要顧客
● 民間企業
● 自治体
ほか

20232022 2024 2025
（年度）

1,818
億円

1,905
億円

1,843
億円

1,979
億円

2022 202520242023
（年度）

496
億円

599
億円

410
億円 373

億円
1,120
億円

20232022 2024 2025

1,438
億円

2,038
億円

1,933
億円

（年度）

1,431
億円1,278

億円

1,433
億円

2023 202520242022

1,739
億円

（年度）

2026年度における目標売上高7,200億円のうち、

みらいドメイン比率45%以上を目指す

●事業成長を目指す分野を「みらいドメイン」として定義

●「みらいドメイン」として主に、街づくり・里づくり／企業DX・GX、
　グリーンエネルギー事業、ソフトウェア事業、グローバル事業の4分野に
　注力し、これらの事業を「フルバリュー型」で推進・拡大しています。

■モバイル ■固定■企画・コンサル  ■建築・リノベーション 
■土木・水道  ■電気・空調 
■再生可能エネルギー等

■物販・その他 ■ソフト ■グローバル 
■LAN等 ■DC・クラウド ■ストック

41%

45%
以上

2025年度
みらいドメイン比率実績

2026年度
みらいドメイン比率
目標

事業概要
At a Glance  



成長を支える経営資源（6つの資本）
Management Resources for Growth Driver
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Pt.1 Our Focus

成長領域での強み・特長
● 街づくり・里づくり、企業DX・GXの専門

人財の増加と顧客からの信頼
● 顧客との関係を円滑化する営業人財の

増加
● M&Aにより獲得した幅広い技術基盤（高

度専門技術者数（技術士等）834名）、マ
ルチエンジニアリングの豊富な実績

● 西武建設（株）、国際航業（株）、光陽エン
ジニアリング（株）、（株）Y2Sなどとの順
調な人財融合

● 問題解決能力の高いエンジニア／熟練工
／信頼される工事長／ソフトウェア多能工 

成長領域での更なる強化策
● 成長領域であるデータセンター事業等へ

メンバーを重点的に配置し、計画の推進に
向けて取り組みを加速

● 内部人財の強化（マルチスキル化、データ
インサイト活用スキル、DXスキル等の強化）

● 外部人財の積極的登用（JOB型等の新人
事制度、M＆A等を通じた人財獲得）

● 計画的・戦略的な研修、面談によるキャ
リアアップ支援

● 資格取得を促進し、みらいドメインの拡大
を更に加速（資格取得への報奨金制度）

● 多様な業務や組織文化の経験を促す人
事交流

● 専門人財を確保する人事制度改革
● 「見て、触れて、失敗から学ぶ」リアルキャ

ンパス研修設備を拡充し、成長3分野の
基礎人財育成を強化

KPIまたは定量目標など
● 成長分野への人財流動：1,000名以上

（2026年度）
● エンゲージメントサーベイレーティング

スコア：52以上の維持（2026年度）
● ソフトウェア多能工受講人数：600名

（2026年度）
● 詳細は「人財版 ミライト・ワン流の価値

創造モデル」（→P25参照）

成長領域での強み・特長
● 顧客数だけでなく、顧客の先のエンドユー

ザーを含む社会・関係資本が成長分野
で拡大中

● 西武建設（株）や国際航業（株）のグルー
プ化および両社との「三位一体アプローチ」

「シナジー創出」による顧客基盤とその
先のエンドユーザーが増加し、それぞれ
のパートナー会社が成長分野で増加中

● 国際航業（株）のグループ化により、全国
の3分の2の自治体・行政とのタッチポイ
ントを獲得

● （株）Y2Sのグループ化により、クラウド技
術と運用・監視のスキルを獲得

● パートナー会社との共創のための「ミラ
イト・ワン パートナー会」

● 「パートナーシップ構築宣言」に沿った取
り組みの実践

成長領域での更なる強化策
● 新たなM&Aの実行による顧客基盤とエン

ドユーザー、パートナー数の更なる拡大
● マテリアリティ「パートナーとの協働によ

る社会価値の共創」への取り組み
● パートナー会社と連携し、新技術への対

応力の強化やマルチスキル化を促進
● 品質基準の明確化と各業務品質の確

認・検証の継続
● 災害時の復旧対応、地域貢献活動／地

域とのコミュニケーション活動の継続に
よる社会的価値の拡大

● フロント機能強化によるクロスセルの推進

KPIまたは定量目標など
● みらいカレッジ利用者数：
 パートナー会社人財を含む2.3万人以上

（2026年度）
● パートナー企業利用率：70％以上（2026

年度）

成長領域での強み・特長
● データセンター／蓄電所／スマートグリッ

ド／スマートシティ分野など、街づくり・
里づくり、企業DX・GXにおける豊富な
スキル

● ICT分野での経営資源や技術的知見に
おける優位性

● バリューエンジニアリングのプロセス・
手法

● 品質管理、労働安全衛生、環境保全等の
ノウハウ

成長領域での更なる強化策
● イノベーションセンターの創設により研

究開発を促進し、競争優位に資する技
術・ビジネス開発に注力

● 生産性向上に向けたAI/DXの実装をま
ずはグループ内で拡充のうえ、顧客向け
サービスとして展開

● ベンチャー企業への投資拡充による新
たな技術知見とノウハウ、アイデアの
獲得

● みらいドメインにおける新技術の導入や
オープンイノベーション

● AI/DX推進人財の更なる育成・活用、生
成AIによる内製開発の推進

● AI利活用の定着、AI重点施策の業務プ
ロセスへの活用

KPIまたは定量目標など
● AI/DX人財育成：
 コア人財 2,000名規模、エキスパート人財 

250名規模（2026年度）
● みらいカレッジ講座数：650講座以上

（2026年度）

成長領域での強み・特長
● EBITDA率をKPIに加えキャッシュフロー

経営を推進
● B/S面から見た成長戦略を支える安定的

な財務基盤
● 財務規律遵守と財務レバレッジ効果の

両立による企業価値向上
● 信用格付： 日本格付研究所（JCR）A+、

格付投資情報センター（R&I）A

成長領域での更なる強化策
● グループシナジーの最大化、みらいドメ

インの高付加価値化とリスクマネジメン
ト強化等を支える財務資本戦略の推進

● 成長投資と株主還元（安定的な配当成
長と機動的な自己株式取得）を連動させ
たキャッシュアロケーションの継続

● 事業収益や負債の有効活用などによる
キャッシュ・イン成長投資に振り向け更
なる企業価値向上を企図

 （ 第5次中期経営計画期間中に人財／
DX／ 成長事業 に500億円以上、M&A
に1,000億円以上を計画）

● グループ連携を推進する管理会計整備
● 市場、金利環境を踏まえた最適資本構

成の追求

KPIまたは定量目標など
● 2026年度計画 ROE9%、EPS年成長率

11%
● 総還元性向のターゲットレンジ50％～

70％
● 利用目的のない自己株式の積極的な

消却
● PBR1倍超の定着

成長領域での強み・特長
● 国内外の広範な国・地域にまたがる事業

拠点とグループ企業ネットワーク
● ICTサービスインフラや基幹システムの

絶えざる更新
● エッジAIやロボティクスの導入への取り

組み
● 成長分野での技術ノウハウを見える化＆

標準化し、チームとしてエンジニアリン
グ力を共有

成長領域での更なる強化策
● 「イノベーションセンター」による新規事

業創出
● 攻めのDX（ナレッジベースのデータ環境

整備、営業アプローチの更なる最適化）
● 守りのDX（バリューチェーン改革の更な

る促進とスマート施工、BPO／RPA・ロ
ボティクスの更なる活用）

● 生成AIの更なる活用（AIアプリケーショ
ン開発・展開）

● SD-WAN（ネットワークのソフトウェア化）
● データセンター事業本部の設置により、

営業から施工、保守運用までをワンストッ
プで提供する体制を構築

● データインサイト経営実現のための成功
モデル創出施策に着手

● 文書データインサイトに向けた共通基盤
の利用推進

KPIまたは定量目標など
● DX改革によるキャリア事業利益率向上：

2022年度比3ポイント以上（2026年度）
● AI活用アクティブユーザー数：12,000名

（2026年度）
● AI活用事例共有：2,000件（2026年度）
● データインサイト経営の実践

成長領域での強み・特長
● マテリアリティ「事業活動を通した脱炭

素社会の実現」「環境にやさしく強靭な
街づくり・里づくりへの貢献」への取り組
みによる、温室効果ガス削減への貢献

● 2030年 度の温 室 効 果 ガス排 出 量 削
減目標について、SBTi （Science Based 
Targets initiative）より認定

● CDP「気候変動」A-評価を取得
● 自然関連財務情報開示タスクフォース

（TNFD）提言 への賛同を表明し、開示
情報の更なる拡充を実施

成長領域での更なる強化策
● 自社の環境負荷低減ノウハウを、GXソ

リューション等のビジネスに活かす
● 2026年度のみらいドメインの「グリーン

エネルギー事業」における売上高として、
グループ間連携の推進や協業プレイヤー
との連携強化、新規取引先開拓などによ
り、2025年度比57%増の売上高300億
円を目指す

● 3社※のシナジーでTNFDを高度化し、蓄
積したノウハウとコンサル力でお客様の
TNFD対応を支援する

※（株）ミライト・ワン、西武建設（株）、国際航業（株）

KPIまたは定量目標など
● GHG削減率目標（国際航業（株）を除く

ミライト・ワン グループ）
 ・Scope1＋2
  2030年度：2020年度比42％削減
 ・Scope3
  2030年度：2020年度比25％削減
● GHG削減率目標（国際航業（株））
 ・ Scope1+2（GHG排出量の絶対量）
  2030年度：2019年度比70%削減
　 2050年度：2019年度比90%削減
 ・ Scope3（GHG排出量の絶対量）
　 2030年度：2019年度比50%削減
　 2050年度：2019年度比90%削減
● 一般車両EV/HV化：50％以上（2026年度）
● 産 業 廃 棄 物 最 終 処 分 率：1.5%以 下

（2030年度）

「超・通建」へ更なる成長に向けて、各社・各カンパニーの事業間でのシナジーを生み出すために「掛け算の連結経営」を
加速し、非財務資本を含む6資本の「強みと特長」を磨き続けるとともに、AI等の技術革新やお客様需要の伸長など、急速
な事業環境の変化へ柔軟に対応することで、資本効率やPBRの改善、持続的な企業価値向上へとつなげていきます。

未来を変える人財集団形成の
実現を目指し、人財戦略を強化

更なるM&A・PMIにより
顧客基盤とパートナーシップを拡大

企業DX・GXの現場で培った
高い技術力と豊富な知見

キャッシュフロー経営とB/S面から
見た成長戦略の更なる加速

フルバリュー型モデルを支える
マルチエンジニアリング

GX事業拡大により環境負荷を
低減し、企業価値向上に寄与

 人的資本  知的資本  エンジニアリング資本 社会・関係資本 財務資本 自然資本



主な経営資本 ビジネスモデル「フルバリュー型モデル」

人的資本
● 従業員数（連結）： 17,709名
● 国内：16,044名  海外：1,665名

知的資本
● マルチ資格取得者率（単体）：55.6％

社会・関係資本
● パートナー会社との共創のための
 「ミライト・ワン パートナー会」
 加入会社数：約595社＊

財務資本
● 総資産：5,734億円
● 純資産：2,884億円
● 有利子負債：1,349億円

自然資本
● 2025年度エネルギー使用量：
 247,768MWh
 うち再生可能エネルギー使用量：　
 26,345MWh

ビジネス活動 持続的な企業価値向上

Purpose

技術と挑戦で
「ワクワクするみらい」を

共創する

強靭でサステナブルな地域/
企業の未来への貢献

目指す姿

■環境・社会イノベーション事業
● 再生可能エネルギー
● 企画・コンサル
● 電気・空調
● 社会インフラ
● 建築・リノベーション　ほか

企業活動

連結売上高

6,024億円
2025年度実績

みらいドメイン比率

41%

財務資本戦略
● PBR向上への取り組み
● 成長投資
● 株主還元

環境・社会への影響
（ポジティブな側面）
● 生物多様性を意識した地域貢献活動
● 重大設備事故：ゼロ
● 多様性：女性管理職比率：4.3％（（株）ミライト・ワン単体）
（ネガティブな側面）
● 重大人身事故：1件 
● GHG排出量＊：
 Scope1： 47,936（t-CO2e） 
 Scope2： 7,986（t-CO2e） 
 Scope3： 1,850,367（t-CO2e）

■ICTソリューション事業
● ICTインフラの構築
● ソフトウェア事業
● グローバル事業
● 物販　ほか

■NTT事業
● NTTグループ向け固定・
 移動通信設備の建設・保守　ほか

■マルチキャリア事業
● NCC向け固定・
 移動通信設備の建設・保守/
 CATV工事/テレビ受信対策　ほか

みらいドメイン

企画

提案

設計

施工

保守

9つのマテリアリティ ➡P21-22

コーポレート・ガバナンス

中長期の機会とリスク ➡P21-22

縦の統合
企画提案から運用保守まで

横の統合
マルチエンジニアリング

ＤＸ・ＧＸ街づくり・
里づくり

ニーズの複合化/
総合化に対応

エンジニアリング資本
● 事業拠点：海外14ヵ国・地域および
 日本全国にまたがるネットワーク
● グループ企業数：

　国内62社＊　海外21社＊＊

＊（株）ミライト・ワン含む
＊＊国際航業（株）の非公開子会社1社除く

ソフト 土木 建築カメラ/
センサ

Wi-Fi/
IoT/
5Ｇ

PBX
サーバ 

NW
モバイル/
アクセス

電気/
電設

照明/
空調

太陽光
再エネ
EMS

運用＊2026年4月1日現在

街づくり・里づくり
/企業DX・GX

グリーン
エネルギー事業

ソフトウェア事業

グローバル事業

＊ミライト・ワン グループ（国際航業（株）を除く）

して確立しつつあります。
今後もマテリアリティを踏まえた中長期の機会とリスク認識のもと（→P21-22参照）、創業以来培い、今後も強化し続け

る経営資源を駆使することで「みらいドメイン」を拡大し、「強靭でサステナブルな地域/企業の未来への貢献」とPurpose（存
在意義）の実現を、持続的な企業価値向上へつなげていきます。

※個別注記がない数値は、2025年度または2026年3月31日現在
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Pt.1 Our Focus

地球環境や人類のサステナビリティへの取り組みが喫緊の社会課題となるなか、「街づくり・里づくり」「DX・GX」といっ
た複合化・総合化した顧客ニーズが拡大しています。ミライト・ワン グループは、通信・電気・ICT・土木・建築等の様々な
技術分野を複合的に組み合わせる「横の統合」と、企画提案から保守運用まで一気通貫で行う「縦の統合」を同時並行で
推進する独自の「フルバリュー型モデル」を展開することでそうしたニーズを最大限に取り込み、新たな成長ドライバーと

価値創造プロセス
Value Creation Model
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Pt.1 Our Focus

「MIRAIT ONE Group Vision 2030」では、ミライト・ワン グループが「超・通建」を目指すための成長戦略として、5つの
事業変革「5Changes」に注力しています。2021年度までの第4次中期経営計画で培ってきた総合エンジニアリング＆サー
ビス力を更に発展させ、フルバリュー型の事業モデルを展開することにより、次の10年の成長を目指しています。

　基本的な考え方　

■ お客様である通信キャリアのビジネスモデルの変化、5Gを活用した新サービスの提供への期待、本格的IoT時代の到来に向けた新たな
ソリューション需要の高まり、2020年に向けた社会インフラの再構築の加速など、事業環境が大きく変化するなか、経営統合により拡大
した経営資源を最大限に活用

■「総合エンジニアリング＆サービス」を基軸に事業構造の転換を加速し、経営統合シナジーを最大化し更なる成長を目指す

　重点施策　
■ 新たな事業機会の創出
 ・ 経営統合により深化した地域カバレッジを活用したソリューション

ビジネスの展開
 ・ 従来の事業分野や技術の枠組みを超えた新たな事業機会へのチャ

レンジ
■ 事業構造の転換を加速
 ・キャリア事業からソリューション事業への転換を加速
 ・ソリューション事業の質の転換（利益重視）の促進
■ 生産性の向上と事業運営コストの効率化
 ・ パートナー会社との連携強化による工事稼働の確保
 ・ システムの共有化と共通業務の集約

■ 人財基盤の強化
 ・ 働き方改革による生産性向上と人財確保
 ・ 新事業分野の拡大や事業変革を支える人財の強化・活性化
■ ESG経営の推進、安全・品質
 ・ ESG強化の観点から、事業をリスクと機会の両面から捉え的確に

対応
 ・「安全・品質の向上」で、お客様からの安心と信頼に応えるミライト

グループブランドの確立
■ 資本政策
 ・ 健全な財務体質の維持
 ・資本コストを意識した経営
 ・ ROE8.0%以上の実現に向けた自己株式の取得

■ 株主還元を一層強化
 ・ 総還元性向50％から70％をターゲットレンジに実施
　 － 安定的な配当成長と、機動的な自己株式取得
 ・ 利用目的のない自己株式は積極的に消却を実施

■ 成長投資の充実
 ・ 株主還元後のフリー・キャッシュ・フローは、成長投資へ重点的

に配分
 ・ 外部格付【A格】維持を前提に負債も活用

■ 環境（Environment）
 ・  「ミライト・ワン グループ 生物多様性・

自然資本に関する行動指針」制定・公表
（2025年3月）

 ・ 自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）
提言への賛同を表明（2024年10月）

 ・ CDP「気候変動」A-評価を獲得

　目標　
■売上高：4,500億円　■営業利益：270億円　■営業利益率：6.0%　■ROE：8.0%以上

　業績推移　

2019年度 2020年度 2021年度 目標との差異

売上高 4,411億円 4,637億円 4,703億円 +203億円
営業利益 219億円 301億円 328億円 +58億円
営業利益率 5.0% 6.5% 7.0% +1.0P
ROE 7.4% 11.0% 10.7% +2.7P

　財務目標　

2022年度実績 2023年度実績 2024年度実績 2025年度実績 2026年度目標
売上高 4,840億円 5,184億円 5,786億円 6,024億円 7,200億円以上
みらいドメイン比率※ 29% 35% 44% 41% 45％以上
営業利益（率） 218億円（4.5％） 178億円（3.4％） 280億円（4.8％） 343億円（5.7％） 営業利益率 6.5％以上
EBITDA（率） 312億円（6.4%） 280億円（5.4%） 417億円（7.2%） 485億円（8.1%） EBITDA率 8.5%以上
ROE 6.0% 5.0% 6.7% 8.6% 10％以上
EPS 151.20円 133.34円 189.40円 261.74円 年成長率 10％以上

※売上高に占めるみらいドメインの比率。2024年度および2025年度実績は、現在注力しているデータセンター事業に関する空調・電気工事等も含めております。

　非財務目標　

環境（Environment）

脱炭素 温室効果ガス排出量削減率
Scope1・2 2020年度比 ▲42％（2030年度）
Scope3 2020年度比 ▲25％（2030年度）

資源循環 産業廃棄物最終処分率 1.5％以下 （2030年度）
社会（Social）

安全品質 重大人身事故件数/重大設備事故件数 ゼロを目指す
人財育成 マルチ資格取得者率 50％以上（2026年度）

Change 2

事業成長加速
Change 3

Change 4

利益性トップクラス

データインサイト マネジメント

ESG 経営基盤強化Change 5

Change 1

人間中心経営

MIRAIT ONE Group Vision 2030

中期経営計画と長期ビジョン
Mid-term Management Plans and Long-term Vision

「MIRAIT ONE Group Vision 2030」では、ミライト・ワン グループが「超・通建」を目指すための成長戦略として、5つの
事業変革「5Changes」に注力しています。2021年度までの第4次中期経営計画で培ってきた総合エンジニアリング＆サー
ビス力を更に発展させ、フルバリュー型の事業モデルを展開することにより、次の10年の成長を目指しています。

第4次中期経営計画（2019-2021） 第5次中期経営計画（2022-2026）

　基本的な考え方　

当社グループは、Purpose（存在意義）、Mission（社会的使命）のもと、これまで以上に幅広い社会インフラ領域における様々な社会課題
の解決に貢献し続ける企業グループへと進化することを目指しています。未来の社会インフラを「創り・守る」、信頼ある企業グループであり
続けるため、2030年に向けた事業ビジョンとして、「MIRAIT ONE Group Vision 2030」および2026年度を最終年度とする5ヵ年の「第5
次中期経営計画」に取り組んでいます。

企業価値向上戦略： 5つの事業変革「5Changes」
　Change 1  人間中心経営　
■  「みらいカレッジ」における戦略的な学びとリスキリング（「学び」と「つ

ながり」を提供する“事業構造改革の原動力”）
■ 社員にとって働きやすい職場づくりと心身の健康を守る「健康経営」
■ 社員目線での働き方改革
　Change 2  事業成長加速　
■ 成長分野を「みらいドメイン」として明確に定義し経営リソースを

投入（フルバリュー型モデルへの事業構造改革の推進）
 ― 街づくり・里づくり事業（地方創生事業）や、企業のDXとグリーン

化推進事業の加速
 ― 脱炭素化に貢献するグリーンエネルギー事業の強化
 ― 顧客のDXに貢献するソフトウェア事業の強化
 ― 海外のデータセンター関連事業やインフラシェア事業を推進する

グローバル事業の強化
■ 既存事業の顧客基盤を強化（顧客の拡大、顧客の成長への対応）

　Change 3  利益性トップクラス　
■ 3社統合による徹底した集約・効率化による経営基盤の強化
■ 業務運営の抜本見直しとデータインサイトの活用による効率化
■ グループ連携の推進による既存オペレーションとコストの見直し
　Change 4  データインサイト マネジメント　
■ ナレッジベースのデータ環境整備、営業アプローチの最適化
   （攻めのDX）
■ バリューチェーン改革、スマート施工、BPO／RPA・生成AI・ロボティ

クス活用（守りのDX）
■ エキスパートおよびコア人財の育成、全社リテラシーの向上
  （DX人財の育成）
　Change 5  ESG経営基盤強化　
■ 温室効果ガス削減目標（SBT）の達成に向けた取り組み
■ ミライト・ワン パートナー会による社会価値の共創
■ 監査体制充実と三線ディフェンスによる監査機能強化
■ 新たなグループマネジメント体制によるコーポレート・ガバナンス強化

※表示の金額は切り捨てて記載しています

MIRAIT ONE Group Vision 2030

■ 社会（Social）
 ・ ミライト・ワン グル ープ 健康経営宣言

（2025年10月更新）
 ・ 「健康経営優良法人 2026（大規模法人部

門）」に認定
 ・ 「日経サステナブル総合調査 スマートワー

ク経営編」3星、同調査「SDGs経営編」3.5
星に認定

 ・ 「PRIDE指標2025」シルバー、「くるみん」
認定取得

 ・ 「FTSE Blossom Japan Sector Relative 
Index」の構成銘柄に3年連続で選定

 ・ 「第5回 日経統合報告書アワード」優秀賞
受賞

　新・成長戦略：5つの事業変革（5Changes）　



マテリアリティ（重要課題）と成長戦略
Material Issues and Growth Strategies
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Pt.1 Our Focus

マテリアリティ 中長期の機会とリスク
■■ 機会　〇〇 リスク

中期経営計画において
推進中の非財務目標

2025年度の
実績

2026年度の
取り組み／目標 貢献するSDGs

環境にやさしい
社会をつくる、まもる

環境 
（E）

事業活動を通した
脱炭素社会の実現

■■ 脱炭素化にまつわる各種ビジネスチャンスの拡大
〇〇 自然災害等の激甚化（移行リスク／物理的リスク）

■ 温室効果ガス排出量の削減：
2030年度までに

 2020年度比42％削減
 （Scope1＋2）
 2020年度比25%削減
（Scope3）

■ グリーン製品調達の推進
■ 産業廃棄物最終処分率の低減：

2030年度までに1.5％以下に

■ CDP「気候変動」A-評価を取得
■ 自社ビルRE電力：100%切替※1

■ 一般車両EV/HV：44%更改
■ 産業廃棄物処分率：3.27%※2

■ グリーン調達率：83.4%
■ TNFD情報開示開始

■ 温室効果ガス排出量の継続的な削減
 2020年対比 累積25.2%削減
（Scope1＋2）

 2020年対比 累積15.0%削減
（Scope3）

■ 一般車両EV/HV：50%以上更改
■ TNFD情報開示内容の充実

   

 環境にやさしく強靭な
街づくり・里づくりへの貢献

■■ 地方創生／スマートシティ化ニーズの高まり
〇〇 フルバリュー型モデル「横の統合」「縦の統合」の遅れ

安心・安全で豊かな
社会をつくる、まもる

社会 
（S）

安全と品質の向上
■■ 安全品質の追求による人財確保とブランド力の向上
〇〇 事故発生による信頼低下と事業機会の減少

■ 重大人身事故／重大設備事故
の撲滅：ゼロを目指す

■ 重大設備事故：ゼロ
■ 重大人身事故：1件
■ 「ミライト・ワン グループ 安全・コンプライア

ンス憲章」更新
■ 各種データや新技術をフル活用した抜本対策

の検討・展開

■ 中期目標「重大事故ゼロ（常時）」
への取り組みの更なる強化

■ 「サプライチェーンサステナビリティ
推進ガイドライン」の浸透

   

パートナーとの協働による
社会価値の共創

■■ 共創パートナーの増加によるエコシステムの
 形成・拡大
〇〇 パートナーシップの長期固定化による変化対応力の低下

多様な人財を
尊重し、高めあう
文化をつくる、まもる

人財育成と働き方改革、
健康経営の推進

■■ 人間中心経営による社会課題解決
〇〇 人的資本の減衰・毀損による成長ポテンシャルの低下

■  成長分野への人財流動：
 1,000名以上
■  エンゲージメントサーベイ
 レーティングの向上：
 スコア52以上
■  みらいカレッジ講座数：
 500講座以上を目指す

■ 成長分野への人財創出数：900名以上※3

■ エンゲージメントサーベイレーティング：BB
（スコア53.2、前年度比2.8ポイント向上）※3

■ マルチ資格取得者率：55.6％※3

■ みらいカレッジ講座数：606講座
■ 健康経営優良法人認定の拡大
 （偏差値60.0、前年度比0.8ポイント向上）
■「ミライト・ワン グループ健康経営宣言」更新
■「ミライト・ワン グループ人権基本方針」更新
■「DEI宣言」制定

■ エンゲージメントサーベイ：スコア52
以上の維持

■ 「みらいカレッジ」講座数：650講座
以上

■ 健康経営優良法人：ホワイト500取得
■ 「人財版 ミライト・ワン流の価値創造
 モデル」の実践（→P25参照）

   

  人権尊重とダイバーシティ＆ 
インクルージョンの推進

■■ 発想やアイデアの多様化による価値創造力の増大
〇〇 人権リスクの顕在化によるバリューチェーンの機能不全

公正・透明な
企業グループを
つくる、まもる

ガバナンス
（G）

コーポレート・ガバナンス
の強化

■■ 経営の健全性と透明性の向上による事業機会の増加・企業価
値向上

〇〇 牽制機能の低下によるガバナンス不全・信頼低下
■ 監査等委員会設置会社制度によ

るコーポレート・ガバナンスの
 強化
■ 重大な法令違反：ゼロを目指す

■ 大型不採算案件の再発防止に向けて2024年
度に設置したビジネスリスク管理室等の取り
組みが奏功し、2025年度も非キャリア事業の
売上総利益率は上昇傾向

■ 重大な法令違反：0件
■ 「ミライト・ワン グループ 安全・コンプライアン

ス憲章」の改定 
■ 「コンプライアンス・リスク管理等に関するアン

ケート」の実施

■ コーポレート・ガバナンスの推進
■ 安全・コンプライアンス憲章の更なる

浸透
■ ビジネスリスク管理室やコンプライア

ンス・リスク管理・人権委員会による
モニタリングを実施

■ 研修・情報提供の充実によるコンプラ
イアンス意識の更なる向上

  コンプライアンスの徹底
■■ 法令遵守徹底への取り組みを通じたビジネスプロセスの強化
〇〇 コンプライアンス違反による信頼低下・事業機会減少

リスクマネジメントの徹底
■■ 中長期的な成長阻害要因の軽減による資本コスト低減と企業

価値向上
〇〇 リスク顕在化による業績悪化・企業価値低下

中長期かつ持続的な成長と企業価値向上の実現にあたっては、世界的な脱炭素社会への取り組みの加速など豊富な事
業機会を取り込むと同時に、人的資本や気候変動にまつわる各種リスクを見据え、対応策を講じることが必要です。こうし
た機会とリスク認識のもとで策定したマテリアリティへの取り組みにおいては、当社グループが注力すべき社会的課題等を
明らかにし、また、マテリアリティごとの機会とリスクも特定のうえ、中期経営計画の重点施策として推進しています。

※1 RE電力調達不可エリア等の（株）ミライト・ワン子会社所有ビル（3ビル）を除く　 ※2 2025年度は、2024年度と比較すると、産業廃棄物の総量
が約27%減ったものの、建物解体工事等の実施により、石綿含有廃棄物等のリサイクル困難な廃棄物が3.6倍に増加  ※3 （株）ミライト・ワン単体

　マテリアリティ特定プロセス　

社会課題の抽出、
カテゴライズ
GRIスタンダード、ISO26000
等組織 の 社会的責任 に 関する
代表的な国際的ガイドライン、
SDGs、ESG評価機関 の 評価
項目等をもとに課題を抽出

優先順位付け
抽出課題をステークホルダー
からの期待およびミライト・ワ
ン グループの社会貢献度等の
観点で、評価・優先順位づけ

妥当性確認・特定
重点課題項目の妥当性につ
いてミライト・ワン グループの
経営課題 との 整合 を確認/事
業 へ のリスクと将来の価値創
造 に向 けた 機会 を委員会で
協議、取締役会等の審議を
経て特定

レビュー
活動評価を行い統合報告書
等に開示/外部有識者、国際的
目標・ガイドライン、評価機関の
評価等を踏まえレビュー /マテリ
アリティや目標の見直し、事業
への反映、開示内容の改善に
活用

マテリアリティにおける具体的取り組みを

第5次中期経営計画（2022-2026）の非財務目標、重点施策として推進

これまで以上に幅広い社会インフラ領域における
様々な社会課題の解決に貢献し続ける企業グループへ進化することで、

MIRAIT ONE Group Vision 2030 を実現

中長期・持続的な企業価値向上へ

社
会
／
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

に
と
っ
て
の
重
要
性

ミライト・ワン グループの事業にとっての重要性

重要課題（マテリアリティ）
● 環境にやさしい社会をつくる、まもる
 事業活動を通した脱炭素社会の実現
 環境にやさしく強靭な街づくり・里づくりへの貢献
● 安心・安全で豊かな社会をつくる、まもる
 安全と品質の向上
 パートナーとの協働による社会価値の共創
● 公正・透明な企業グループをつくる、まもる
 コーポレート・ガバナンスの強化
 コンプライアンスの徹底
 リスクマネジメントの徹底

● 多様な人財を尊重し、高めあう文化をつくる、まもる
 人財育成と働き方改革、健康経営の推進
 人権尊重とダイバーシティ＆インクルージョンの推進

E

S

G

●社会課題群　 ●E 　●S　 ●G



サステナビリティを経営の本流へ
私がESGエグゼクティブアドバイザーに就任してから1年余りが

経過しました。この間、グループ会社やカンパニーの経営層をはじめ、
多くの社員の皆さんと対話を重ねる中で感じているのは、ミライト・
ワンのサステナビリティ経営が着実に進化しているということです。

これまで当社は、ESG情報開示の充実やガバナンスの強化な
ど、上場企業として求められる取り組みに真摯に向き合い、高い
外部評価も獲得してきました。一方で、サステナビリティへの取り
組みが、事業や企業価値とどのようにつながるのか、社員一人ひ
とりが十分に実感できているとは言えない面もありました。

そこで私は、この1年を通じて経営陣との対話を重ね、「サステ
ナビリティは事業の外側にある活動ではなく、経営そのものに組
み込むべきもの」という考え方を共有してきました。事業戦略と
サステナビリティを別々に考えるのではなく、社会課題への視点
を事業戦略の出発点に据え、新たな価値を創造していくことこそ、
これからの経営に求められる姿です。

現在は、サステナビリティやマテリアリティを事業戦略と更に融
合させるとともに、この考え方を現場へ浸透させる取り組みを加
速しています。そして次期中期経営計画では、サステナビリティを
事業戦略のコアとして位置付け、企業価値向上の原動力へと進
化させていきたいと考えています。

社会課題は、新たな価値創造の起点
社会課題は、企業にとって向き合うべきテーマであると同時に、

新たな価値創造の起点でもあります。社会課題をどう捉え、どう
事業へ結び付けていくか。こうした発想が、これからの企業価値
を左右すると考えています。

世界では、気候変動による自然災害の激甚化、エネルギー転換、
人口減少、AIの急速な進化に伴うデータセンター需要の拡大など、
大きな変化が起きています。企業に求められるのは、変化に対応
することだけではありません。社会やお客さまの新たなニーズを
捉え、事業として形にしていくことです。

（株）ミライト・ワンは、通信インフラを祖業としながら、国際航
業（株）や西武建設（株）をはじめとするグループ各社との融合に
より、社会インフラ全体を支える企業へと進化してきました。通信、
都市・地域づくり、GX、DXなど、多様な技術やノウハウを持つ当
社だからこそ、社会課題を新たな事業機会へと転換できる可能
性があります。

私は、イノベーションとは決して特別な技術革新だけを意味す
るものではないと考えています。むしろ、社会や地域、お客様が

抱える課題を深く理解し、「私たちならどのような価値を提供でき
るか」を追求し続けること。その積み重ねが、新しいサービスや事業、
更には次の成長を生み出します。

社会課題を起点に価値を創造し、事業として実装する。結果と
して企業が成長し、社会にも新たな価値を提供できる。この好循
環こそが、サステナビリティ経営の本質であり、持続的な企業価値
向上につながると考えています。そのためには、経営層だけでなく、
現場で働く一人ひとりが「自分の仕事はどの社会課題につながっ
ているのか」「どのような価値を生み出せるのか」を考えることが
欠かせません。サステナビリティは、一部の部門だけが担うもので
はなく、全社員の日々の行動によって実践されるものなのです。

未来への投資が、持続的な企業価値向上につながる
私はこれまで、世界の様々な企業や経営者と対話する機会に

恵まれてきました。その中で感じるのは、持続的に成長している
企業ほど、サステナビリティを「コスト」ではなく「未来への投資」
と捉えているということです。人財への投資や研究開発、ガバナ
ンスの強化などは、短期的には成果が見えにくい取り組みかもし
れません。しかし、こうした積み重ねこそが企業の競争力を高め、
新たな価値創造につながる「未来への投資」です。

投資家は、目先の利益だけではなく、企業が5年後、10年後も
持続的に成長できるか、そのために何へ投資し、どのような価値
を生み出そうとしているのかにも目を向けてくださっています。だ
からこそ私たちは、将来につながる取り組みや、背景にある考え
方を丁寧に発信していく必要があります。

目指すべきなのは、世界の成功事例を追いかけることではあり
ません。通信インフラを起点に社会課題の解決へ挑み続けてきた
ミライト・ワンには、ミライト・ワンならではの強みがあります。そ
の強みを活かしながら、事業を通じて社会課題へ取り組むことで、
新たな価値を創造すること。それこそが「ミライト・ワンらしいサ
ステナビリティ経営」であり、持続的な企業価値向上を実現する
力になると私は信じています。

―近年のサステナビリティ経営の歩み―
●マテリアリティへの取り組み（2017年5月～、→2021年改定）
●TCFD提言へ賛同表明（2021年10月）、TNFD提言へ賛同表明（2024年10月）
●成長戦略「5Changes」のひとつとしてChange 5「ESG経営基盤強化」を推進
（2022年度～）

●「人財版 ミライト・ワン流の価値創造モデル」を策定（2024年6月）
●「ミライト・ワン グループ調達基本方針」と「ミライト・ワン グループ サプライチェー
ンサステナビリティ推進ガイドライン」を制定（2024年11月）

●国連グローバル・コンパクトに署名（2025年5月）
●ESG経営推進委員会をサステナビリティ委員会に変更（2025年7月）

特別参与
ESGエグゼクティブアドバイザー

呉 文繍

ESGエグゼクティブアドバイザーメッセージ
ミライト・ワンならではの
サステナビリティ経営と企業価値向上を
サポートしていきます

Change 2

事業成長加速
Change 3

Change 4

利益性トップクラス

データインサイト マネジメント

ESG 経営基盤強化Change 5

MIRAIT ONE Group Vision 2030

人間中心経営
Change 1Change 1

人間中心経営

新・成長戦略　5つの事業変革「５Changes」

Ch.1　CHROメッセージ／Change 1 人間中心経営

ミライト・ワン グループの全てのビジネスは人財が現場で手を動かして
初めて成立することから、企業価値向上に向けた全ての取り組みの起点として
Change 1「人間中心経営」に注力しています。
人的資本経営が企業価値向上につながる道筋について、CHROメッセージや

「人財版 ミライト・ワン流の価値創造モデル」等を通じてお伝えします。

Pt.2 企業価値向上戦略

 Sec.1 CHROメッセージ

 Sec.2 Change 1  人財成長による事業変革への注力
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Pt.1 Our Focus



Pt.2 企業価値向上戦略

取締役 常務執行役員 CHRO

脇本 祐史

CHROメッセージ
人間中心経営をさらに進め、
事業成長と企業価値向上に
つなげていきます

人財流動と人財育成への取り組みが進展
当社グループは、「MIRAIT ONE Group Vision 2030」におけ

る成長戦略の1番目にChange1「人間中心経営」を掲げ、社員
一人ひとりの成長を事業構造改革と企業価値向上につなげるべ
く、成長分野への人財流動に注力してきました。その結果、2025
年度までに900名以上の人財が新領域へ活躍の場を広げ、2026
年度までに累計1,000名というKPI目標への取り組みは順調に
進展しています。

加えて、人財の流動においては部署異動を必ずしも前提とせず、
通信建設工事に携わりながらもEV関連設備や太陽光発電、デー
タセンター等の成長分野でも活躍するマルチスキル人財を着実
に増やすことで、通建を起点とする事業ポートフォリオ変革を加
速しています。また、新分野で着実に活躍するには専門的な知識
や資格、実務経験が必要であることから、2022年に開設した企
業内大学「みらいカレッジ」での講義内容をさらに強化することで、
成長分野の人財育成に弾みをつけています。

具体的には、データセンターやICT関連事業の増加を踏まえデ
ジタル関連コンテンツを充実させるとともに、リアルキャンパスで
は、電気工事やデータセンター工事を想定した設備を拡充し、実
践的な技術を体系的かつ安全に学べる環境を構築しています。　

そして、これら一連の施策を2024年度からは協力会社やパー
トナー会社の人財にも適用する取り組みを強化し、グループの枠
を超えたエコシステムとしての人間中心経営とマルチスキル化を
進めることで、さらなる成長と企業価値向上に向けた基盤を強化
しています。

エンゲージメントスコアが着実に上昇
人間中心経営のもうひとつの成果が、エンゲージメントスコア

の継続的な向上です。当社グループのエンゲージメントスコアは
足元でも着実に上昇を続けており、2026年度目標を前倒しで達
成しました。これは、前述の人財育成に加え、上司と部下のコミュ
ニケーションや働き方改革、評価・表彰の仕組みなど、社員の働
きがいに関わる様々な取り組みを積み重ねてきた成果であると
認識しています。

中でも特に功を奏しているのが、エンゲージメントサーベイの
結果を組織改善に直結させる取り組みです。年2回実施するエン
ゲージメントサーベイの結果を組織単位でフィードバックし、課
題の背景や原因を分析することでコミュニケーション不足や業務
の偏重などの課題を特定し、業務や組織体制の見直しといった
具体的な改善活動に直結させています。加えて、スコアが良好な
組織においても、組織長がエンゲージメント向上を自らの目標と
して掲げ、さらなる高水準を目指す取り組みが定着しています。
今後はこれら一連のエンゲージメント改善サイクルをグループ各
社にも広げ、ミライト・ワン グループ全体としてのさらなるエンゲー
ジメント向上につなげていきます。

人的資本のさらなる拡充と活躍促進への取り組みも進展
持続的な成長と企業価値向上に向けて、新たな人財や専門人

財の獲得にも恒常的に注力しています。採用体制を継続的に強
化してきたことで近年の新卒採用者数は毎年100～130名前後
で安定的に推移しているほか、人数の確保にとどまらず、専門人
財を含む一人ひとりが長く活躍できる体制へと進化させています。
具体的には、初期配置の配属事業領域を入社前に選べるコース
別採用や、地域を選べるエリア別採用に加え、現場で活躍する若
手社員とのカジュアル面談を通じ、入社後のミスマッチを最小限
にする取り組みに注力しています。また、足元では専門人財や女
性人財、外国籍人財の採用をさらに強化しているほか、豊富な経
験や技術を持つシニア人財が、意欲や能力に応じて活躍できる
仕組みも整備しました。　

人財一人ひとりのさらなる活躍を促進する人事制度について
も改革を続けており、この秋から、従来の組織マネジメントを中
心とした単線型のキャリアに加え、高度な技術や専門性を活か
すエキスパート職やプロフェッショナル職を整備し、キャリアパス
を複線化する取り組みに注力しています。また、処遇における年
功的な要素を縮減し、担う役割や専門性を適切に反映させる取
り組みもスタートしました。さらに今後は、資格や技術を業務に
活かす人財への手当を拡充するなど、当社グループの競争力を
支える専門性や現場力に積極的に報いる制度へと進化させてい
きます。　

「人財版 ミライト・ワン流の価値創造モデル」のさらなる
進化に向けて

上記一連の人財施策を人財投資テーマや事業活動ごとに整
理・可視化しさらなる強化を図る「人財版 ミライト・ワン流の価
値創造モデル」としての開示を2024年度にスタートしてから、約
2年が経過しました。人財への投資方針、その進捗を測るKPI、
事業成長までの道筋をどのようなKPIで測り成果につなげてい
くのかを中期経営戦略の財務目標等とも紐づけながら体系的に
整理したことで、各種人財施策の進捗や、その成果を客観的・戦
略的に捉えられるようになりました。また、各グループ会社を含
む組織ごとにKPI達成に取り組むことで組織間の切磋琢磨が促
進され、当社グループ全体としてのレベルアップにも寄与してい
ます。今後は、現在策定中の次期中期経営戦略の内容に合わせ
た改変やKPIの絞り込みなども視野にブラッシュアップを図り、
人財施策にまつわる経営判断のさらなる精緻化につなげていく
考えです。

➀ 成長分野を
 担う人財の
 創出

● マクロとミクロのマッチング
 ・1on1面談（約2,400名）※4

 ・CDPの策定
● CDP策定率　　 100% 100%

未来を変える
人財集団形成

成長分野への成長分野への
人財創出数人財創出数

500名500名++
（2023年度まで）（2023年度まで）→→

   900名+   900名+☀☀
（2025年度実績）（2025年度実績）

1,000名+1,000名+
（2026年度目標）（2026年度目標）

● みらいカレッジの活用 ● みらいカレッジ延べ利用人数 約1.9万名 約2.6万名
（2026年度：2.3万名+）

● 内部人財の戦略的強化
● マルチ資格取得者率※6 50.9％ 55.6％

● 戦略的出向者数※5 30名 累計 77名

● グローバル人財の育成 ● 海外：技術トレーニング ー 81.42%（目標70%）※9

➁ 競争力ある
 人財の採用・
 育成

● 外部人財の獲得
 ・コース別の新卒採用

● 中途採用数　　　 78名 80名

● 新卒採用数（翌年度入社）　　　70名 120名（100名以上）

● 若手の離職防止 ● 入社3年離職率 6.8％ 5.61％

● 事業を支える技術者の育成
● 事業を支える有資格者数
  （監理技術者等） 2,677名 ５,861名※2

● 新たな事業を支える技術者
の育成

 ・M&Aによる技術者獲得

● ソフトウェア多能工受講人数 261名 410名（2026年度:600名）

● 高度専門技術者数（技術士等）※7 497名※3 834名※2

● みらいカレッジの拡大・充実 ● みらいカレッジ提供講座数 333講座 606講座

● サクセッションプランによる
幹部候補人財育成

● 未来塾受講延べ人数 36名※2 69名※2

● 役員・幹部セミナー開催回数 9回 累計21回

➂ 多様な人財の
 活躍と多様で
 柔軟に働ける
 環境整備

● 女性活躍フィールドの拡大 ● 女性管理職比率 4.1％ 4.3％（2030年度：5％）

スマートワーク
ライフスタイル

改革

エンゲージメント
の向上

エンゲージメント
サーベイ

レーティング：B → B
スコア: 49

（2023年度冬）

 → 53.2☀☀
（2025年度冬）

→ 52以上
（2026年度目標）

● 女性管理職・幹部の登用 ● 女性役員比率 15.8％ 23.1％

● 女性技術者の活躍支援 ● 女性社員における技術者比率※8 38.4％ 60.4％（2030年度：50％）

● 女性の新入社員採用強化 ● 新卒採用の女性比率（翌年度入社） 27.1％ 27.5％（2025年度：25％）

● DX人財の育成 ● DXリーダー人財数 ー 120名（2026年度：250名）※2

● 年休取得の推進 ● 年休取得率 73.5％ 72.6％（2025年度：70％）

● 男性育児休業の取得促進 ● 男性の育児休業等取得率 87.5％ 97.6％（2025年度：100％）

● 柔軟な働き方の推進
● 年休取得推奨日（ブリッジ）の

設定回数 17回 25回

● 柔軟な制度を拡充 ● 社内副業者数　 70名 累計97名

➃ 健康経営の
 推進

● 心身の健康意識向上の支援
● 健康診断受診率 100％ 100％

● 人間ドック受検率 78.3％ 81.0％（2030年度：85％）

● 健康施策の推進 ● ウォーキングイベント参加者数 869名 767名（2030年度：1,000名）

● 産業保健体制の整備 ● ストレスチェック受検率 99.2％ 99.5％

● メンタルヘルス対策の実施 ● 高ストレス者率 11.3％ 11.1％

● WFunの実施（プレゼン
ティーイズム測定ツール）

● プレゼンティーイズム B判定 B判定

● 労働安全意識向上の支援 ● 労働災害＜死亡＞件数（社員） 0件 0件（2025年度：0件）

技
術
を
支
え
る
多
様
な
専
門
人
財

︵
グ
ル
ー
プ
１
万
７
千
名
︶

人的
資本

INPUT
人的資本を

高めるための
主な投資テーマ

事業活動
主な取り組み

OUTPUT
KPI（取り組み関連）実績（目標）

OUTCOME 
KPI項目 2023年度

　 実績※1
2025年度

　 実績（目標）※1 代表KPI項目

Mission

2026年度
事業計画
売上高

6,600億円

うち
みらいドメイン
比率45％以上

「超・通建」

フルバリュー
で社会に
貢献する

未来実装企業

※1 開示範囲：※2、※3、※4の印があるものを除き、㈱ミライト・ワン（単体）【注1】（ ）へ目標値を定めていないKPIは、目標設定の開示について今後の課題として検討を予定しています。【注2】本開示範囲以外の連結子会社において、関
連するKPIの管理および目標設定等の開示については今後の課題として検討を予定しているため、連結ベースのKPI等は記載しておりません。　※2 開示範囲：ミライト・ワン グループ【注1】（ ）へ目標値を定めていないKPIは、目標設定
の開示について、今後の課題として検討を予定しています。　※3 開示範囲：㈱ミライト・ワン（単体）＆ 国際航業㈱（単体）【注1】（ ）へ目標値を定めていないKPIは、目標設定の開示について、今後の課題として検討を予定しています。【注2】
本開示範囲以外の連結子会社において、関連するKPIの管理および目標設定等の開示については今後の課題として検討を予定しているため、連結ベースのKPI等は記載しておりません。　※4  KPI概要：ミクロ（社員）CDPのための育成
面談実施人数　※5 KPI概要：社外で成長分野を出向等の契約形態で実施・経験した人数　※6 KPI概要：2分野以上に跨る資格取得者数　※7 KPI概要：技術士、一級建築士、第一種電気主任技術者等　※8 KPI概要：全女性社員
における技術者の割合　※９ KPI概要：Lantrovision（S）Ltdにおける社内技術トレーニング達成率 目標70％以上/年 主な取り組み＝グローバル子会社の人財育成、KPI項目＝Lantrovision（S）LtdのトレーニングKPI

■人財版 ミライト・ワン流の価値創造モデル
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Pt.2 企業価値向上戦略 Change 1 人間中心経営
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―マテリアリティ―

人財育成と働き方改革、健康経営の推進

持続的成長に向けた人財育成策

人財育成体系
当社グループ全体の人財育成体系は、事業展開に必要な専

門能力を高めていくための「分野別モデル体系」と、階層ごと
に共通的に求められる知識等の修得を図る「階層別育成体系」
で構成することで、社員一人ひとりの成長を支援し、今後の事
業成長を支える人的資本の強化を計画的に推進しています。

具体的には、入社直後の導入研修から幹部社員研修に至る
まで、各階層で期待される役割やキャリアステージに応じて身
につけるべきスキルやナレッジを修得できるよう設計していま
す。なかでも新入社員向けについては、理系・文系を問わず活
躍できるよう特に充実した教育研修体系を準備しています。

また、面談制度を整備し、マクロCDP（事業戦略）とミクロ
CDP（社員）を対話によってマッチングさせるプロセスを通じ
各種資格取得への積極的なチャレンジを促すとともに、難易
度に応じた報奨金制度を設けるなど、個々の社員の成長意欲
に応えています。更に、DX人財育成のための研修を実施する
ほか社内DX資格認証制度を導入しています。

■過去3年間の資格保有状況の推移※     
主要資格名 2023年度 2024年度 2025年度

工事担任者（総合通信） 830 850 838
1級電気工事施工管理技士 403 400 418
1級土木施工管理技士 606 607 633
一級建築士 86 84 85
監理技術者資格者 2,474 2,666 2,340
第一種電気工事士 355 395 335
第一級陸上無線技術士 278 276 287
第一級陸上特殊無線技士 1,482 1,503 1,556
第1級CATV技術者 36 39 39
シスコ技術者認定CCIE 55 53 59
情報技術者（基本/応用） 488 656 709
JUIDA操縦技能 121 163 154
ITパスポート 877 916 1,002

■電気工事士（第1種/第2種）
　資格保有状況の推移

■情報技術者、ITパスポート
　資格保有状況の推移

2023 2024 2025 2023 2024 2025
（年度）

（名） （名）

（年度）

1,572
1,711

1,500

2,000

2,500

3,000

1,000

1,500

2,000

2,485 2,536

1,365
2,306

（名）

※ （株）ミライト・ワン、（株）TTK、（株）ソルコム、四国通建（株）、西武建設（株）、（株）ミライト・ワン・
システムズ、国際航業（株）

メンタリングプログラム
新入社員を対象にメンタリングプログラムを導入しています。

配属部署における上司とは別に指導・相談役となる先輩社員
（メンター）を任命し、対話による気づきと助言によって新入

社員（メンティ）の自発的・自律的な成長を促す仕組みとしてい
ます。定期的な報告を受けてのフィードバックや月例面談を通
じ、新入社員だけでなく、メンターを務める先輩社員も成長で
きるプログラムです。2025年度は約700回実施しました。
海外事業拠点における研修プログラム　

海外拠点においても、現地社員向けに様々な研修を行って
います。例えばLantrovisionグループでは、人財育成・研修
の専任担当者を任命し、構内ケーブルの設計・施工・テスト等
の基本的な研修から、入札・見積・契約といった実践的な研修
まで幅広いプログラムを用意し、社員のスキルとモチベーショ
ンの向上を図っています。各ケーブルベンダーの認証資格を
積極的に取得することで品質管理を強化し、顧客満足度の向
上や事業競争力の強化にも努めています。

また、海外子会社が推進するグリーン発電プロジェクトで
の技術習得、および今後のグローバル事業を支える人財育成
に向けて、ミライト・ワン グループの若手社員を中心に海外ト
レーニーを募集し、派遣しています。
独自の教育メニュー　

「人間中心経営」を起点とする社内環境の整備として、ミラ
イト・ワン流スマートワークライフスタイル改革とともに、企業
内大学「みらいカレッジ」の拡充を継続しています。「みらい
カレッジ」は、リアルキャンパス（千葉/埼玉/兵庫）とデジタル
キャンパスで構成し、「テクニカル学部（技術力）」「マネジメン
ト学部（管理能力）」「ソーシャル学部（社会力）」の3分野で講
座を提供しています。個々人が確実にスキルを修得するため
にLMS（Learning Management System）による学習管理
とサポートを行うほか、出席した社員以外も過去に実施した
セミナーや勉強会の動画を活用できるようにし、「自発的な学
び」や「戦略的な学び」を実践しやすい環境を整備しています。

時間外労働の適正化と年休取得促進
ノー残業デーの設定や定時退社の推奨、 ゴールデンウィー

ク、年末年始、夏季休暇に合わせた年次有給休暇の取得促
進のほか、飛び石連休を連休にするブリッジ休暇、連休に１
日追加するプラスワン休暇、プロジェクト明け休暇を推奨し、
社員の健康増進はもとより、仕事と家庭を両立しやすい職場
環境づくりを目指しています。

各職場でのKAIZEN活動やICTの活用推進により業務の効
率化を高めるとともに、PCログシステムによって適正な労働時
間を把握・記録することで、総労働時間の削減を図っています。

柔軟な働き方による多様な人財の活躍
フレックスタイム制・選択型シフト勤務制（プチフレックス）・

変形労働時間制・テレワーク（在宅勤務・出張先・サテライト
オフィス）等の働き方を推進することで、多様な人財の誰もが
ワーク・ライフ・バランスを実現し、効率的に成果を上げなが
ら活躍できる環境を整備しています。
「日経サステナブル総合調査」における評価

当社は2025年11月、（株）日本経済新聞社および（株）日
経リサーチが実施している「第9回 日経サステナブル総合調
査 スマートワーク経営編」において3星、「第7回 日経サステ
ナブル総合調査 SDGs経営編」において3.5星に認定されま
した。

■労働関係法令を上回る制度

・所定労働時間（1週、1日） ・採用年度年次有給休暇付与日数

・休憩時間、休日 ・時間外・休日・深夜の割増賃金 等

第5次中期経営計画における非財務目標

年次有給休暇取得率 ※（株）ミライト・ワン単体

目標　70％　 2025年度実績　72.6％

働きがいやエンゲージメントの更なる向上

働きやすい労働環境の整備
当社グループは、労働基準法をはじめとする労働関係法令

の遵守はもとより、社員の働きがいに資するよう、労働関係法
令を上回る処遇制度を設けています。同一労働・同一賃金の
考えを尊重し、非正規社員も正社員と同等の待遇となるよう、
特別勤務手当や時間外勤務手当等を正社員と同じ割増率で
支給するほか、特別休暇の付与や社員への登用等を実施して
います。

健康経営への取り組み

健康経営をトップの主導により推進
当社グループは、「人財版 ミライト・ワン流の価値創造モデ

ル」の4つ目の投資テーマとして、マテリアリティでもある「健
康経営の推進」に注力しています。加えて、Change 1「人間
中心経営」の根本として健康経営を据えている当社グループは、
2025年10月に「ミライト・ワン グループ健康経営宣言」を更
新し、代表取締役社長の主導による健康経営を次ページの
体制のもとで推進しています。
健康管理の支援

全社員対象の定期健康診断と、特定年齢で奨励している
人間ドックや特定保健指導等を実施し、社員の健康管理に
役立てています。また、福利厚生サービスを利用したリフレッ
シュの機会づくりや、健康保険組合とのコラボヘルス施策
の一環としての健康増進施策も継続的に実施しています。
加えて、保健師による健康相談、オプションを含めた人間ドッ
ク補助の拡充を進めています。
メンタルヘルス

厚生労働省が義務付けている「ストレスチェック制度」は社
員自身のストレスへの気づきや職場改善を通じて、メンタル
不調となることを未然に防止する一次予防を目的としていま
す。ストレスチェック実施後の集団分析を踏まえた部門ごとの
メンタルヘルス研修の実施、またラインケア研修に注力する
など、メンタル不調の未然防止に努めています。
メンタル不調による病気休職者の復職支援

メンタル不調による傷病休暇・傷病休職にある社員に対し
ては、休業開始から復職後のフォローアップまで全面的に支
援しています。休業中は「リワークプログラム」を実施し、復職

■「みらいカレッジ」の利用状況

2024年度 2025年度
パートナー企業利用率 56.3% 65.2%
講座数 432講座 606講座
利用登録者数

（延べ利用者数）
20,039名

（約24,000名）
21,308名

（約26,000名）

スマートワーク経営編は、従業員のウェルビーイング向上
等による人材の最大限活用、人材投資の加速により新たなイ
ノベーションを生み出し、生産性を向上し、企業価値を最大
化させることを目指す先進企業を選定するものです。一方、
SDGs経営編は、SDGsを経営と結びつけることで、事業を通
じて社会・経済・環境の課題解決に取り組み、企業価値向上
につなげている企業を評価するもので、いずれも星5段階で
評価されます。

■ 人財成長による事業変革への注力 ―多様な人財を尊重し、高めあう文化をつくる、まもる―

リスク 

人的資本の減衰・毀損による成長ポテンシャルの低下
機会 

人間中心経営による社会課題解決
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社員

ワーク・ライフ・スタイル改革委員会～健康経営推進～

総務人事本部

健康経営推進室
・健康経営施策の企画および推進 ・従業員への情報発信 ・健康経営に関する業務全般

各カンパニー・事業会社

健康経営推進担当
健康経営推進委員会による推進事項の展開

衛生委員会

安全衛生委員会

ミライト・ワン健康保険組合
・ 人間ドック受診促進
・ 特定保健指導受診促進
・ 生活習慣病の重症化予防

産業医・保健師
・相談対応
・事業主への助言（アドバイス）
・従業員への教育、情報提供
・休職復職フォロー

ミライト・ワン労働組合

健康経営推進委員会

経営トップ主導による健康経営の推進

健康経営に関する方針・戦略の決定

代表取締役社長

グループ経営会議

■健康経営推進体制

■【ミライト・ワン流】健康経営戦略マップ

に向けては主治医の診断をもとに、産業医・会社と連携しな
がら復職審査委員会にて復職を判断します。復職後は、短時
間勤務の励行や時間外勤務の制限等の配慮を行っています。
心身の健康に向けた取り組み

心身ともに健康で、能力を最大限に発揮し、いきいきと働く
ことが人間中心経営の前提となることから、社員のエンゲー
ジメント、ウェルビーイングを高めるため、「アブセンティーイ
ズム・プレゼンティーイズムの低減」および「ワークエンゲージ
メントの向上」に取り組んでいます。（WFun※にて可視化）
※	WFun（Work Functioning impairment Scale）：産業医科大学で開発された、労働機能障

害の程度（プレゼンティーイズム）を測定するツール

「健康経営優良法人2026」に認定
一連の取り組みが評価され、2026年3月、（株）ミライト・ワン、

（株）TTK、（株）ソルコム、四国通建（株）、西武建設（株）、（株）
ミライト・ワン・システムズ、国際航業（株）は、優良な健康経
営を実践している企業として、経済産業省より 「健康経営優
良法人2026（大規模法人部門）」に認定されました。

引き続き、グループ全体で更なる健康経営実践の環境整備
に取り組み、持続的な成長と
企業価値向上に向けた好循環
を回していきます。

推進体制
あらゆる企業活動に関係する人権課題について全ての役員・

従業員の理解・浸透を図るため、「コンプライアンス・リスク管
理・人権委員会」を設置しています（→P72参照）。同委員会
では人権に関するリスク状況の報告と対処する課題、施策等
を議論し、人権マネジメントの強化に取り組んでいます。
具体的取り組み例

当社グループは、児童労働や強制労働を行わせることはな
く、労働者の権利保護に留意し、法で定められた最低賃金以
上の賃金としています。

また、人権意識の啓発・向上のための階層別研修やコンプ
ライアンス推進活動によってハラスメント行為の禁止等に取り
組むとともに、「コンプラ目安箱」「なんでも相談室」「社外通
報窓口」の3種のヘルプラインを設置し、通報者保護に配慮し
たうえで問題解決に向けて対応しています（→P80参照）。

女性社員の活躍推進
女性が幅広い分野で能力の発揮やキャリア形成ができるよ

う、行動計画を策定するとともに、女性従業員数の継続的な
増加、性別を問わず誰もが働きやすい職場環境を目指し、年
休取得率の向上など具体的な数値目標を設定し、達成に向
けたPDCAを回しています。

これらの取り組みにより、当社およびグルー
プ会社では、女性の活躍を積極的に推進して
いる企業として、厚生労働省より「えるぼし」
認定を取得しています。

―マテリアリティ―

人権尊重とダイバーシティ＆インクルージョンの推進

人権尊重

人権基本方針を改定
当社グループは、人や社会と共存するより良い環境づくり

のため、企業活動に関わる全てのステークホルダーの人権を
理解し、グループ全体で人権尊重の責任を果たすことが、持
続的成長と企業価値向上に不可欠であると考えています。

「ミライト・ワン グループ 人権基本方針」を2022年に制定後、
人権デューデリジェンスの結果を踏まえ、2026年2月に改定
しました。今回の改定では、事業活動における人権尊重の取
り組みを一層強化するため、新たに取り組むべき「優先人権
課題」を新設しました。
※改定「ミライト・ワン グループ人権基本方針」についてはWebサイト
	  （https://www.mirait-one.com/info/001816.html）をご覧ください

DEIの取り組み

多様な社員がいきいきと働く「魅力的な企業グループ」
であり続けるために

人財版 ミライト・ワン流の価値創造モデルの3つ目の投資テー
マとして「多様な人財の活躍と多様で柔軟に働ける環境整備」
に注力する当社グループは、年齢、性別、学歴、国籍、障がいの
有無、性的指向、性自認等にかかわらず、個性を尊重し、持て
る能力を最大限に発揮できる職場環境づくりを推進しています。

多様な視点や価値観を企業経営に活かすため、DEIを推進
する専門組織「DEI推進室」を総務人事本部に設置し、個々の
人財の特性・能力を最大限に活かせる職場環境の整備やマネ
ジメント層の育成等に注力しています。あわせて、CHROを委
員長とする「DEI推進委員会」を設置し、推進状況の報告と対
処する課題・施策等を議論し、一層の推進に取り組んでいます。

マテリアリティのひとつであるダイバーシティ＆インクルージョ
ンを重要な取り組みとして位置づけているほか、各ステーク
ホルダーに向けて当社の姿勢を明文化したMission（社会的
使命）においても、『多様な社員がいきいきと働く「魅力的な
企業グループ」であり続ける』を掲げています。

これら一連の取り組みを更に発展させるべく、「DEI宣言」
を制定しています。
※「DEI宣言」についてはWebサイト
	 （https://www.mirait-one.com/esg/diversity-inclusion/）をご覧ください

➀女性従業員数

2025年度比 15%増とする

➁年休取得率

70%以上を維持する
※詳細はWebサイト
   （https://www.mirait-one.com/assets/pdf/esg_jp/plan_womens.pdf）をご覧ください

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画

（株）ミライト・ワン単体（計画期間：2026年4月1日～2031年3月31日）

キャリアと育児・介護の両立支援
社員が長く安心して働き続けられるよう、子どもが3歳に達

するまで取得できる育児休業のほか、小学校3年生修了まで
利用できる短時間勤務制度を設けるなど、出産や育児、介護
をはじめとするライフイベントに合わせて活用できる制度を、
法で定める基準を上回る内容で整備しています。

これらの取り組みにより、当社およびグループ会社では、次

■ 人財成長による事業変革への注力 ―多様な人財を尊重し、高めあう文化をつくる、まもる―
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健康投資

基盤

経営方針 ミライト・ワングループは、「技術と挑戦で『ワクワクするみらい』を共創する」ことをパーパスとして定めた上で、
ミッションを明確にし、社会のお役に立ち続ける企業グループとして取り組んでいく

施策 KGI 目標健康投資施策の
取組状況に関する指標

従業員の意識変容・
行動変容に関する指標

健康関連の
最終的な目標指標

健康投資効果

社員の健康増進は、ミライト・ワン グループの持続的成長の基盤であり、重要な経営課題のひとつ
「ワークライフスタイル改革の推進」「健康風土の醸成」「コミュニケーションの活性化」「職場環境向上」

目標年：2026年 健康経営の
推進方針

健康診断、
ストレスチェック
の現状と
課題の明確化

健康診断
（人間ドック含）

受診勧奨 人間ドック受検率

ストレスチェック
受検率

精密検査受検勧奨率

心の健康関連
研修等実施回数
DX活用

「健康×AI」活用数
生活習慣関連研修
等実施回数
各種両立支援
企画実施数

階層別研修等での
「健康経営」実施状況

健康関連情報提供数

女性特有の健康課題
セミナー等参加率

定期健康診断受診率

ヘルスリテラシー
向上
生活習慣項目数値
の改善

（体重・飲酒・運動・
禁煙・睡眠・眼・
ストレス等）

・ 年次有給休暇
 取得率

・ 健康経営方針の
 浸透、理解度把握
 （アンケート実施）

・ 各種両立支援
 利用者数

➀ エンゲージメント
 サーベイスコア
 「��」

➁ WFun総合評価
 「A」の取得

ワーク・エンゲージ
メントの強化
80問調査票での
数値「2.5」以上

アブセンティー
イズムの低減
休んでいる人を
減らす
社員一人当たりの
欠勤・休職の日数
前年より１日減

プレゼンティー
イズムの低減
不調の人を減らす
WFun労働機能
評価の分布

「問題なし」50%
以上

ストレスチェック
受検勧奨

ヘルスリテラシー
の向上

生活習慣病改善
への支援

女性特有の健康
課題への取り組み

エンゲージメント
サーベイやWFun
結果を用いた
効果的な取り組み

健診結果管理
システムの導入／
DX活用

産業保健体制の
整備

生活習慣病対策

➀ 人間中心経営の
 実現

➁ 従業員の最高の
 パフォーマンス
 発揮

家族を含 めた従業
員一人ひとりの心身
の健康

従業員が最高のパ
フォーマンスを発揮
するために、従業員
を支える家族も含め
心身共に「健康」で
あることをベースと
し、「仕事×健康」と
い う 意 識 の 下、会
社、労働組合、健康
保険組合が一体と
なり取り組んでいく

リスク 

人権リスクの顕在化によるバリューチェーンの機能不全
機会 

発想やアイデアの多様化による価値創造力の増大
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Ch.2　CMOメッセージ／Change 2 事業成長加速

2025年度のミライト・ワン グループは9期連続の過去最高の売上高、EBITDA、
そして営業利益を達成しましたが、
更なる成長と企業価値向上に向けて、引き続きChange 2「事業成長加速」に注力しています。
次期中期経営計画も見据えた「掛け算の連結経営」や
グループシナジー最大化への取り組みについて、CMOメッセージや特集等を通じてお伝えします。

Pt.2 企業価値向上戦略

 Sec.1 CMOメッセージ

 Sec.2 Change 2  事業戦略：各ドメインの成長シフトと事業変革
 Sec.3 Change 2  特集： 人・技術・組織間シナジーの
  拡大により、更なる企業価値向上へ

Change 2 Change 3

Change 4

利益性トップクラス

データインサイト マネジメント

ESG 経営基盤強化Change 5

MIRAIT ONE Group Vision 2030

人間中心経営
Change 1

事業成長加速

新・成長戦略　5つの事業変革「５Changes」

32統合報告書 202631 株式会社ミライト・ワン

シニア人財の活躍支援
日本の少子高齢化の進展に対応し、通信建設業に必要な

高度技術の有資格者であるシニア人財の活躍を支援すべく、
定年後再雇用制度を定め、希望者が引き続き活躍できる環境
を整備しています。更に、2025年度からは定年後再雇用の際
の雇用条件を再構築し、より本制度を利用しやすくすることで
シニア人財のモチベーションを高め活躍できるように改善を
図りました。

また、一定年齢以上の社員を対象にライフプランセミナー

海外における現地人財の活躍推進と社会貢献活動
アジア・太平洋地域等の海外拠点においても社員の働きや

すさを追求すべく、人財交流や社会貢献活動を展開していま
す。その一環として2025年11月、Lantrovision（S）Ltdより
16名のランナーがシンガポールで開催された「Bull Charge 
Charity Run」に参加し、ターマン大統領が名誉ゲストとし
て出席するなか、シンガポール証券取引所Caresプログラ
ムへ5,000ドルを寄付しました。こうした継続的な活動が評
価 され、同月13日 に は

「Company of Good」
の認定を取得しました。
今後 も積極的 に様 々な
CSR活動を推進していき
ます。

LGBTQへの取り組み
性別、性自認・性的指向等を問わず、多様な価値観・働き方

を認め合い受け入れ合う環境を目指し、研修の実施や制度の
導入、Ally活動、相談窓口の設置など、LGBTQに関する取り
組みを推進しています。

一連の取り組みが評価され、当社は2025年11月に、一般
社団法人work with Prideが策定し
た職場でのLGBTQ+などの性的マイ
ノリティに関する取り組みの評価指
標である「PRIDE指標2025」におい
てシルバー認定を受賞しました。

障がい者雇用の推進
当社グループは、多様な働き方を推進する一環として、就

労支援員等、外部機関と連携した継続的な面談を実施してい
ます。個々の特性に応じたフォローにより、安心して働ける環
境整備と雇用定着を推進しており、2026年6月時点の実雇用
率は（株）ミライト・ワン単体で2.97%、主要グループ会社平均
で2.75%となり、2026年7月改定の法定雇用率（2.7%）を上
回りました。

➀ 計画期間における男性の平均育児休業取得率を70％以上
とする

➁ フルタイム労働者一人あたりの所定時間外労働および休
日労働の合計時間を計画期間内で平均22時間以下とし、
スマートワークライフスタイル改革を推進

■キャリアと育児・介護の両立支援制度（（株）ミライト・ワン単体）
赤字は法で定める基準を上回る内容

関連項目 両立支援制度

産前産後休暇 産前・産後それぞれ6週間は有給、産後6週
間を超える部分は無給

配偶者出産休暇 2日（有給）

失効年休積立休暇 家族の介護･看護、妊産婦検診、不妊治療、
配偶者出産に伴う子の育児

育児休業 3歳未満（3歳に達するまで）

育児のための短時間勤務 小学校3年生まで

子の看護休暇 小学校4年生まで
（有給、時間単位で取得可）

時間外/深夜労働の制限 小学校3年生まで

介護休暇 有給、時間単位で取得可

介護休業 1人につき最長1年

■定年後の再雇用状況

2024年度 2025年度

定年退職対象者数 174名 172名

再雇用者数 148名 151名

再雇用率※ 85.1% 87.8%

※（株）ミライト・ワン、（株）TTK、（株）ソルコム、四国通建（株）、西武建設（株）、（株）ミライト・ワン・
システムズ、国際航業（株）の7社平均

※ 詳細はWebサイト
   （https://www.mirait-one.com/assets/pdf/esg_jp/plan_generations.pdf）をご覧ください

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画

（株）ミライト・ワン単体（計画期間：2025年4月1日～2027年3月31日）

世代育成支援対策推進法に基づく子育てサ
ポート企業として、厚生労働省より「くるみん」
認定を取得しています。

2025年度末現在で、女性社員の育児休
業取得率は88.9％※、男性社員の育児休業
等取得率は97.6％※となっています。取得率の維持と更なる
向上への取り組みを進めるとともに、育児休職者がスムー
ズに復職し活躍できるよう、休職中における会社動向等の
情報提供、復職前の面談等の支援策を実施しています。
※（株）ミライト・ワン単体

■ 人財成長による事業変革への注力 ―多様な人財を尊重し、高めあう文化をつくる、まもる―

等を開催し、社員の雇用延長後の働き方や資金計画等につ
いても支援しています。
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グループの力を、「足し算」から「掛け算」へ
ミライト・ワン グループは1946年の創業以来、一貫して通

信建設事業（以下、通建）をコアとする一方、2010年頃からは、
通信建設市場の成長鈍化を念頭に事業領域の拡大を本格化
したほか、2022年からは、「超・通建」「フルバリュー型モデル」

「みらいドメイン」をキーワードにこの取り組みを更に加速し
てきました。その結果、ICTソリューション事業や環境社会事
業等が大きく成長したほか、2022年に西武建設（株）、2023
年に国際航業（株）がM&Aによって加わり、現在では、通信建設、
ICT、電気、空調、土木、建築、企画・コンサルティングなど、幅
広い領域で価値を提供する連結グループへと発展しています。

一方で、そうしたこれまでの連結経営は、各社・各カンパニー
がそれぞれの事業領域で強みを磨きながら成果を積み上げる、
いわば「足し算」が中心でした。各社・各カンパニーがそれぞ
れの強みを磨き続けることは今後も重要であるものの、それ
らを個別に活かすだけでは、ミライト・ワン グループが持つ本
来の可能性を十分に引き出すことはできません。

そこでこのたび、菅原社長が新たに打ち出したのが「掛け
算の連結経営」です。各社が個々に成長するだけでなく、会
社やカンパニーの垣根を超えて互いの強みを結びつけ、新た
な価値とシナジーを生み出す。これにより、「フルバリュー型
モデル」を、本当の意味で形にしていきたいと考えています。

「フルバリュー型モデル」には、そもそも2つの軸があります。
ひとつは、企画・提案・コンサルティングから設計・施工・運用・
保守まで、お客様の事業を一貫して支える「縦」のバリューチェー
ンです。もうひとつは、通信、ICT、電気、空調、土木、建築など、
幅広い事業領域を組み合わせる「横」の広がりです。

例えば「縦」においては、国際航業（株）が持つ企画・コン
サルティング力と、グループ各社が培ってきた設計・施工の力、
更には保守・運用のノウハウをつなぐことで、お客様の構想
段階から、実現・運用までを一貫して支援することができま
す。また、「横」においては、ICTと電気、通信と建築など、異
なる領域の専門性を組み合わせれば、単独の会社では応え
きれない複合的なニーズに対しても、グループとして最適な
ソリューションを提供することができます（→P17「価値創造
プロセス」参照）。

こうした「縦」と「横」の全体像を常に俯瞰しながら掛け合わせ、
「縦」×「横」の掛け算によるシナジーを、ミライト・ワン グルー

プならではの大きな付加価値としてお客様に届ける。それが、
私たちが目指す「掛け算の連結経営」です。

クロスセルを通じて「掛け算」を実践
「掛け算の連結経営」を具体的な行動へ移す取り組みのひ

とつが、グループ横断で進めているクロスセルです。
その準備段階として、2025年夏からクロスセルのあり方に

ついてグループ各社との検討を始め、相互の顧客情報を共有
するデータベースや、連携を促進する会議体など、活動の仕
組みを整えてきました。2026年からはこの仕組みを活用し、
各社・各カンパニーが実際の活動を開始したところです。

クロスセルには、大きく2つのアプローチがあります。ひとつ
は、自社のお客様が抱える課題やニーズを捉え、それに応えら
れるグループ会社のソリューションを紹介すること。もうひとつは、
他のグループ会社のお客様へ、自社の技術やサービスを提案
することです。

現時点では、特定の事業領域や組み合わせに対象を絞って
いるわけではありません。まずは各社・各カンパニーが、「自
分たちの強みは、グループ会社の持つどのお客様にフィットし
そうか」「お客様に、ミライト・ワン グループ全体としてこれま
で以上の価値を提供するには何ができるか」といった仮説を
立て、行動することを重視しています。

こうした活動を積み重ねる中で、顧客価値や収益の拡大に
つながりやすい組み合わせや、更に力を入れることで大きな
可能性が生まれる領域も見えてくるはずです。一方で、連携を
進めるうえでの課題や、思うように進まない理由も明らかに
なるでしょう。まずは実践を通じて経験を蓄積し、成功事例や
課題を共有しつつ、ミライト・ワン グループならではの連携の
あり方をつくり上げていくことを重視しています。

また、「掛け算」は、経営陣が上から組み合わせを決め、現
場に指示するだけで生まれるものではありません。お客様に
最も近い現場が互いの強みを知り、自ら可能性を考え、具体
的な提案へとつなげる。その一つひとつの行動から、新たな
価値が生まれると考えています。

現場が動きたくなる環境をつくる
私自身は、（株）ミライト・ワンの前身である（株）ミライトに

加わってから約6年間、主にICTや電気設備をはじめとする環
境・社会イノベーション事業に携わってきました。それ以前は、
大手キャリアで長く法人営業を経験し、様々なお客様の課題
に向き合ってきました。　

事業は、受注して初めて施工やその先の価値提供につな
がります。そうした意味で、営業は事業の起点であると考えて
います。しかしその一方で、「掛け算の連結経営」においては、
私自身が個々の案件をつくり、各社に具体的な組み合わせを
指示するわけではありません。実際の連携を考え、新たな提
案を形にするのは、それぞれの事業やお客様を最もよく理解
している現場の担当者です。

CMOとして私が果たすべき役割は、グループ全体に連携の
機運を広げ、現場が意欲を持って行動できる環境を整えるこ
とだと考えています。

新しい取り組みを進める際、理念や目標を掲げるだけでは、
現場の行動にはつながりません。クロスセルについても、手
続きが複雑だったり、連携するメリットが見えなかったりすれ
ば現場にとって新たな負担になってしまいます。「掛け算」を
一過性の掛け声で終わらせないためには、連携に取り組むメ
ンバーがその意義や成果を実感し、前向きに挑戦できる仕組
みをつくることが不可欠です。各社が持つ顧客情報やソリュー
ションを共有しやすくすることはもちろん、連携を妨げる障壁
があれば取り除き、成果や知見をグループ全体に広げていく。
私自身の法人営業や組織運営の経験も、そうした環境づくり
に活かしていきたいと考えています。

重要なのは、経営陣がすべての答えを示すことではなく、各
社・各カンパニーが自ら考え、動き、新たな掛け算を生み出せ
る状態をつくることです。現場から生まれたひとつの成功事例
が、別の会社や地域へ広がり、更に新しい連携につながっていく。
その循環を生み出すことができれば「掛け算の連結経営」は
グループに根づき、持続的な成長を支える力になると考えて
います。

自社起点から、顧客起点へ
「掛け算の連結経営」で私が最も大切にしたいのは、お客

様の視点です。これまでは、それぞれの会社や組織が、自らの
事業やサービスを起点に、「自分たちに何ができるか」を考え
る傾向がありました。しかし、お客様が抱える課題は、ひとつ
の事業領域だけで完結するとは限りません。社会や事業環境
が複雑に変化する中、そのニーズは多様化し、複数の領域に
またがるようになっています。

例えば、長年お付き合いのある製造業のお客様へ、これま
でWi-FiやPBXなどのICT環境を提供してきたとします。しかし、
お客様の視点に立てば、課題はICTだけに限らないかもしれ
ません。再生可能エネルギーの導入を検討しているのであれば、
太陽光発電を提案できる余地もあるはずです。新たな建屋を
計画しているのであれば、建築を含めた支援も可能です。

ひとつの会社や部署だけを見れば、提供できる価値には限
りがあります。しかしミライト・ワン グループ全体に視野を広
げれば、お客様の様々な課題に応えられる幅広い力があります。

「私たちが何を売りたいか」ではなく、「お客様にどのような
価値を提供できるか」。自社起点から顧客起点へと発想を転
換し、お客様から見たミライト・ワン グループの提供価値を最
大化することが、「掛け算の連結経営」の本質です。

そしてこれは、単に取引の範囲や売上を拡大するための取
り組みではありません。お客様の課題をより深く理解したうえ
でグループの力を結集し、その解決を一貫して支援することで、
お客様との関係をより強く、長期的なものへと発展させること
を目指します。

幅広い力をつなぎ、新たな企業価値を生み出す
2022年3月に西武建設（株）、2023年12月に国際航業（株）

がミライト・ワン グループ入りしたことを受け、従来より「三位
一体アプローチ」として（株）ミライト・ワン、西武建設（株）、国
際航業（株）の連携を通じたシナジー創出の取り組みを行って
おりました。「掛け算の連結経営」はその考え方を更に広げ、
加速するものです。特定の3社だけでなく、既存のグループ会
社も、新たに加わった会社も、それぞれが持つ技術、ノウハウ、
顧客基盤をつなぎ、グループ全体で新たな価値を創造する。
そのような「掛け算の連結経営」は、「三位一体」の取り組み
の発展形と位置付けることもできると思います。　

現在は、トライアルを通じて様々な可能性を試している段
階です。これから実践を重ねる中で、ミライト・ワン グループ
ならではの新しい組み合わせや、これまで想像していなかっ
た価値が生まれてくると期待しています。

グループ内の幅広い力を個々の強みにとどめず、互いに掛
け合わせることで新たな価値へと変えていく。一つひとつの
掛け算を積み重ね、お客様への提供価値と新たな事業機会
を拡大することで、フルバリュー型モデルを加速し、ミライト・
ワン グループの持続的な成長と企業価値向上につなげてい
きます。

取締役 専務執行役員 CMO
ソリューションカンパニー 社長

髙屋 洋一郎

CMOメッセージ
「掛け算の連結経営」を通じた
グループシナジーにより、顧客価値と
企業価値の最大化を目指します
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2026年度
売上高占有率
（計画）

37%
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目指す事業ポートフォリオの実現と持続的な事業成長に向けて、環境・社会イノベーション
事業とICTソリューション事業を合わせた「企業/環境社会基盤ドメイン」においては、B2Bや
B2G（自治体等）市場における売上拡大と収益性強化に注力するとともに、NTT事業とマル
チキャリア事業を合わせた「通信基盤ドメイン」においては、主要顧客である通信キャリア各
社の成長と変化へ対応しています。

　第5次中期経営計画の最終年である2026年度は、データセンター事業の拡大のほか、当社、
西武建設（株）、国際航業（株）による「三位一体アプローチ」をトリガーに、特にゼロカーボン
シティ事業と公益インフラマネジメント事業でのシナジーを拡大することで「みらいドメイン」
の拡大に注力します。

2026年度
売上高占有率
（計画）

63%

企業/環境社会基盤ドメイン 通信基盤ドメイン

基本方針
　NTTグループの固定系・無線系の通信設備の建設・保守・運用、光ファイバーネットワー
クやモバイルネットワークの普及を支えているほか、災害発生時には応急復旧工事や
復興工事を通じ、通信ネットワークの守り手としての役割も担っています。国内通信建
設市場の変化を踏まえ、当事業を創業初期からコア事業として展開することで培ってき
た経営資源や強みを今後も進化させ続けることで、当社グループの持続的成長へつな
げていきます。

業績概況
　2025年度は、アクセス工事・モバイル工事等の受注高・売上高が堅調に推移した結果、
対前年比＋74億円の増収となりました。2026年度もこの傾向が相応に継続すること
を想定し、増収を見込んでいます。

市場成長性／戦略など
　ここ数年、NTTグループの通信建設関連投資は減少傾向にありましたが、生成AIや
DX需要の拡大等に伴うデータ通信量の増大を背景に、需要が再拡大していることから、
キャリア事業領域の成長・拡大を図ります。

基本方針
　太陽光発電/EV充電器/蓄電池設備の建設・保守・運用や水素事業実証等を手掛け、
脱炭素化に貢献する新しいエネルギーインフラの普及を支えています。また、無電柱化
工事やLED設置を含む電気・空調工事、上下水道工事、橋梁等の道路インフラ建設、西
武建設（株）による土木・建築・リノベ―ション、国際航業（株）による企画・コンサル等に
より環境・社会インフラを構築しています。
業績概況
　2025年度は、再生可能エネルギー関連工事、土木・水道工事で受注が増加したもの
の、建築・リノベーション工事の受注減があり、売上高においても電気・照明工事で売
上が増加したものの、前期大型案件の反動により対前年比▲105億円の減収となりま
した。2026年度は、再生エネルギー関連、土木・建築分野、企画・コンサルの伸長等に
より、増収を計画しています。
市場成長性／戦略など
　引き続き、脱炭素化への取り組みの世界的な広がりを背景に再生可能エネルギー市
場が拡大傾向にあることから、これまで実績・知見・ノウハウを積み上げてきたグリーン
エネルギー事業のほか、通信建設ノウハウを活かした産業用蓄電所事業や系統連系線
事業の拡大を図ります。また、これらをより高付加価値・高収益なビジネスモデルに進
化させるためのフルバリュー型モデルに注力していきます。

基本方針
　NTTグループ以外の移動体（モバイル）通信設備を中心に建設・保守・運用を行い、
高速・大容量化するモバイルネットワークを支えています。足元では5Gサービスのエリ
ア拡大に向けた工事がほぼ一巡したことから、NTT事業と同様に新たな領域でのキャ
リア事業の拡大を図ります。

業績概況
　2025年度は、設備投資抑制による減少等があったものの、業務集約や業務分担最
適化に継続的に取り組み、利益率の向上に努めました。売上高では固定・CATV関連
が増加したのに対し、モバイル関連が減少した結果、対前年度▲37億円の減収となり
ました。2026年度も、モバイル関連事業の減少等による減収を見込んでいます。
市場成長性／戦略など
　各キャリアは、生成AIやDX需要の拡大に伴うデータ通信量の増大を背景に、新たな
成長分野への展開に強い意欲を示していることから、従来のインフラ構築を基盤としつ
つ、新規事業領域の拡大に注力していきます。

基本方針
　ICT技術により、LAN・PBXやWi-Fiの導入、セキュリティの確保、ビルマネジメントの
高度化、業務効率化の促進といった社会やビジネスの幅広い課題に応える高品質なソ
リューションを提供しています。また、ドローンの活用のほか、生成AIの普及に伴い需
要拡大が顕著なデータセンターの構築・運用、海外データセンターや海外でのインフラシェ
アを推進するグローバル事業も戦略的に強化しています。

業績概況
　2025年度は、グローバル事業やNEXT GIGA関連を中心に物販が拡大したのに加え
て、ソフトウェア事業やストック事業が堅調に増加したことにより受注が増加し、売上高
は＋306億円の大幅増収となりました。2026年度は、引き続きデータセンター事業の
業績拡大が続いていることから、増収を計画しています。

市場成長性／戦略など
　生成AIやDX需要の拡大を背景に、特にデータセンター関連の事業機会の増加が続
く見込みであることから、引き続きグループ内連携も含めて、事業規模の拡大や人財採
用/育成の強化に取り組みます。

2,1001,979

2025 2026
（計画）

（年度）

（単位：億円）
モバイル 固定売上高推移

350373

2025 2026
（計画）

（年度）

（単位：億円）
売上高推移

1,933
2,340

2025 2026
（計画）

（年度）

（単位：億円）
売上高推移

企画・コンサル
建築・リノベーション
土木・水道
電気・空調
再生可能エネルギー等

1,8101,739

2025 2026
（計画）

（年度）

（単位：億円）
物販・その他
LAN等

ソフト
DC・クラウド

グローバル
ストック

売上高推移

● （株）ミライト・ワンの実装力・運用力
● 西武建設（株）の総合力・施工力
● 国際航業（株）の企画力・コンサル力

● 創業以来80年近くにわたり培ってきた
現場力

● 長年培ってきたNTTグループとの信頼
関係

● 「総合エンジニアリング＆サービス会社」を
目指す中で培ってきた本格的なICT技術

優位性 優位性

● 創業以来80年近くにわたり培ってきた
現場力

● キャリア各社と培ってきた信頼関係

優位性優位性

環境・社会イノベーション事業 NTT事業

ICTソリューション事業 マルチキャリア事業

企業/環境社会基盤ドメイン 通信基盤ドメイン

企業/環境社会基盤ドメイン 通信基盤ドメイン

各ドメインの成長シフトと事業変革
Business Strategies

事業戦略



人財成長戦略

人間中心経営

事業成長戦略

既存事業のＤＸ改革

成長分野への事業シフト加速

戦略的
人財育成挑戦を支える

人事制度

スマートワークライフスタイル改革
（社員目線の働き方改革）

ミライト・ワン流

ソリューション事業組織キャリア事業組織
事業拡大の人財確保

マクロCDP※
（事業戦略）

ミクロCDP
（社員個人）

戦略的な人財育成

みらいドメイン

通信基盤ドメイン通信基盤ドメイン

柔軟な
人事制度

みらいカレッジ
（リスキリング）

●JOB型/副業制度 
●カムバック制度

●海外トレーニー制度

●自発的な学びから
　戦略的な学びへ

2026年までに
1,000名＋

企業 / 環境社会
基盤ドメイン
企業 / 環境社会
基盤ドメイン

成長分野への人財流動

企業 / 環境社会基盤ドメイン企業 / 環境社会基盤ドメイン

みらい事業創出組織
人財増員強化

マッチング 成長分野へ流動促進

中期的な人財流動計画

2024年度～

2023年度
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Pt.2 企業価値向上戦略 Change 2  事業成長加速

事業変革に対応する人財成長戦略
「超・通建」に向けた事業変革を加速するべく、2023年度より人財成長戦略を本格化させています。2024年度からは、

この取り組みを当社グループ全体の経営戦略と密接に連動させ、企業価値向上に直結させるための価値創造ストーリー
として「人財版 ミライト・ワン流の価値創造モデル」を策定しています（→P25参照）。

人財成長による事業成長へ“Change”

成長分野への事業シフトを“加速”

事業成長のための人財成長戦略を“Start”

グリーンエネルギー事業の拡大

街づくり・里づくり事業の加速

キャリア事業領域の拡大

ソフトウェア事業の強化

グローバル事業の強化

太陽光発電所の自主建設や
売電事業等の従来の取り組み
に加えて、産業用蓄電所や系統
連系線事業、水素事業など新
領域に全事業組織で取り組む
ことで、事業拡大を目指します。

フルバリュー型モデルの成
功事例を全国に水平展開する
ことで、拡大を加速します。また、
西武建設（株）、国際航業（株）
との「三位一体アプローチ」も
同モデルで拡大していきます。

通信建設事業における顧客
の事業・投資領域の変化を機
会として取り込み、当社グルー
プの強みのひとつであるICT
技術を活用した新領域のビジ
ネスとして拡大を図ります。

企業のDXとインフラの仮想
化の進展によりソフトウェア事
業の重要性が高まるなか、、グ
ループ内のプロフェッショナル
人財を結集することで、スピー
ディな事業拡大を図ります。

グロ ーバル 事業 では デー
タセンター関連事業と通信タ
ワー事業を中心に事業ポート
フォリオの強化を図るほか、グ
リーンエネルギー関連事業な
ど新領域も拡充していきます。

3

2026年度
売上高目標

2026年度
売上高目標

2026年度
売上高目標

2026年度
売上高目標

2026年度
売上高目標

300億円

300億円

250億円＋

500億円

550億円

2025年度2024年度

太陽光発電 80億円
EV充電器 50億円

蓄電池 60億円

売上高190億円

グリーンエネルギー事業の拡大

▶ グループ間連携の推進
 （クロスセル、成功事例展開）
▶ 協業プレイヤーとの連携強化、新規取引
 先開拓（再エネ、EV、蓄電所等の案件拡大）

売上高170億円
（受注高 250億円）

▶ 大型スポーツ複合施設工事
▶ コンテナ型データセンター関連工事
▶ スマートタウン関連の自己託送、EVステーション、

水素関連ビジネスの拡大

▶ 自治体の庁舎等をつなぐエネルギーマネジメント
 ⇒地域新電力会社設立
▶ 水素小分けサービス、FC発電機設置ビジネス等
▶ 充電ステーション案件の着実な展開

2025年度2024年度

売上高100億円
売上高129億円
（受注高 340億円）

街づくり・里づくり、企業DX・GXの推進

キャリア事業においてもフルバリュー化を展開

設計

保守

施工

キャリア設備 隣接分野

新分野

分野拡大

フルバリュー化

オペレーション
マネージド
インフラシェア
ローカル5G

仮想化
クラウド

先進技術追及
仮想化技術対応

データ
インサイト技術

提供価値訴求
通建ならでは

の強み
潜在ニーズ対応

地域対応強化
ソフト多能工化

ニアショア
開発強化

ソフトウェア関連リソースを集結
▶ 大規模案件の受託
▶ 優秀人財の確保・育成
▶ ビジネス価値向上(自律型ロ

ボティクス、AIサイネージ、エ
ネルギー・インフラPF、ドロー
ン画像解析）

▶ 事業集約による間接コスト削減
▶ 大型戦略案件へのアプローチ

売上高 450億円 売上高 545億円

データセンター事業 等 315億円
通信建設事業 110億円
タワー事業 25億円

データセンター関連事業 350億円

通信建設・タワー事業 115億円

電気設備事業 80億円

2025年度2024年度

※CDP（Career Development Program）：個々の社員のキャリア形成を中長期視点で支援するための計画
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Change 2  事業成長加速

―人・技術・組織間シナジーの拡大により、更なる企業価値向上へ―

技術のグループシナジーにより、
社会インフラをまもる

―人・技術・組織間シナジーの拡大により、更なる企業価値向上へ―

大型データセンター事業における
人のグループシナジー最大化

（株）ミライト・ワン　みらいビジネス推進本部
イノベーションセンター ビジネス開発部 事業連携推進部 担当部長

和地 篤（写真左）

西武建設（株）
土木事業部 技術設計部長

金野 直樹（写真右）

（株）ミライト・ワン　ソリューションカンパニー
データセンター事業本部 データセンターエンジニアリング部 担当部長

川島 俊治（写真右）

（株）ミライト・ワン　ソリューションカンパニー
環境社会事業本部 環境社会エンジニアリング本部 担当部長

岩井 麻由子（写真左）

社会的課題への取り組みを、企業価値向上につなげる
老朽化が進む道路や橋梁、治水施設等の社会インフラ。そ

の維持や強化は重要な社会的課題のひとつであるほか、土木・
建設業界の担い手不足も年々深刻化し、人財の確保が難しく
なっています。加えて、近年の自然災害の激甚化に伴い、各種
インフラの更なる強化や、被災状況を迅速・安全に把握し復
旧につなげる技術への期待も高まっています。マテリアリティ
への取り組みの一環として「安心・安全で豊かな社会をつくる、
まもる」に注力する当社グループは、これら一連の社会的課
題を事業機会として積極的に取り込むことで、持続的な成長
と企業価値向上につなげています。

3社の強みを結集し、新たな価値を創出
そうした取り組みのひとつが、UAV（ドローン）を活用した次

世代インフラソリューションの創出です。2024年には、（株）ミ
ライト・ワン、西武建設（株）、国際航業（株）の3社連携により、
国土交通省による荒川第二調節池整備事業にて無人遠隔監
視UAVを用いた写真測量や3次元解析の自動化に取り組み
ました。本件では、これら3社の強みを結集し、UAV運航、3
次元化データ解析、ビューアソフトアップロード等の省人化を
図り生産性の向上など、社会的課題の解決につながる新た
な価値とグループシナジーを創出できました。

具体的には、荒川の治水インフラの強化に向けた「土量管
理の効率化」と「安全性の向上」を目的とする本実証実験にあ
たり、（株）ミライト・ワンはWi-Fi等の通信インフラ技術、西武
建設（株）は同工事に携わってきたことによる現場での知見と
土木技術、国際航業（株）はUAV写真測量三次元自動解析ソ
フトウェア等の技術を発揮。使用ドローンはWi-Fi通信による
機体制御が必要であったため、約500mに及ぶ施工領域を対
象に、遠隔から安定して運航するための通信環境の整備がポ
イントとなりました。そのため、通信方式やネットワーク構成
について試行錯誤を重ね、安全性と安定性を両立する運用方
法を追求。特に苦労したのは、通信環境や運用方法を現場で
繰り返し検証し、一つひとつ課題を解決し「現場で本当に使え
る仕組み」へと磨くことでした。その結果、拠点間を数キロに
わたってつなぐ遠距離Wi-Fiや、施工現場の広範囲をカバーす
る広域Wi-Fiを駆使した自動航行やデータ自動転送、自動解
析を含む先進的な運用体制で実験を着実に進めただけでなく、
他案件での活用に向けた貴重なノウハウも蓄積。今後のドロー
ン関連事業の拡大につながる、実り多い取り組みとなりました。　

ワンストップソリューションを、「掛け算の連結経営」の
進展につなげる

従来、ドローンによる測量や点検では、「ドローンの運航」「通
信環境の整備」「データ解析」「データ活用」を異なる事業者が
担うことが多く、工程間の調整やデータ連携が課題でした。本
件では、通信、建設、測量・解析という異なる専門性を融合し、
飛行計画から運航、測量、3D解析、データ活用までを一気通
貫で提供することで、1社では実現できない価値を創出できる
ことを確認できました。

今後は、ドローンを飛ばすだけでなく、取得データを解析し、
施工や維持管理、顧客の意思決定まで支援するワンストップソ
リューションとして拡大することで、「掛け算の連結経営」の進
展につなげる考えです。

実証から実装へ、新たな成長領域を育てる　
これら一連の技術やノウハウは、河川等の治水インフラだ

けでなく、広大な施工現場の測量や出来高管理の効率化の
ほか、危険箇所への立ち入りを減らし現場の安全性向上に
も貢献できることから、省人化や生産性向上に応える幅広い
インフラソリューションとして強いニーズを期待できます。今
後は、災害時の被害状況把握や各種インフラの点検・維持管
理など幅広い分野へ実装することで、更なる事業拡大につな
げていきます。

そして、本件は、グループ各社が持つ技術、人財、顧客基
盤を結びつけ、新たな事業創出の可能性を示した点にも大
きな意義があります。今後は、フィジカルAIを活用した画像
解析や異常検知、設備の劣化予測等との融合を進め、点検
業務の高度化や予防保全への展開も視野に入れていきます。

当社グループは今後も、幅広い顧客へ先進的なソリューショ
ンを提供し、社会インフラの維持と強化をワンストップで支え
ることで、持続的
な 成 長 と 企 業 価
値向上を実現して
いきます。

成長市場を見据え、事業推進体制を強化
生成AIをはじめとするAI関連投資が世界中で加速し、それ

を支えるデータセンターの需要も急拡大しています。国内で
も外資系ハイパースケーラー等による大規模プロジェクトが
相次ぎ、データセンターの社会インフラとしての重要性はかつ
てないほど高まっています。こうした市況を受け、当社グルー
プのデータセンター事業も大きく成長。受注高は2023年度
の360億円から2025年度には570億円へと拡大し、2026年
度は当初計画の650億円を大きく上回る1,000億円を目標に
事業を推進しています。データセンター事業は現在、ミライト・
ワン グループの成長ドライバーのひとつへと進化しています。

この成長を一過性の追い風で終わらせず、持続的な競争
力へとつなげるため、2026年4月には「データセンター事業
本部」を新設しました。これは、当社グループがデータセンター
事業を成長ドライバーとして本格的に展開していく意思の表
れです。これまでグループ内に分散していた専門人財や技術・
ノウハウ、営業機能等を集約し、責任体制を明確化。各部門
やグループ会社が持つ技術や顧客接点を結びつけ、シナジー
を最大化するとともに、人財流動も促進しながら、意思決定
の迅速化と大規模案件への対応力を強化しています。

施工実績とグループ総合力で優位性を構築
データセンター事業の成長を支えているのが、着実に積み

重ねてきた施工実績です。現在進行中の大型データセンター
プロジェクトをはじめ、2025年度には外資系企業向けUPS

（無停電電源装置）設備工事を5件、総額約100億円を受注。
更に関西最大級のデータセンタープロジェクトでは、重要イ
ンフラを支える保安用発電機11式を受注するなど、実績を
重ねています。

なかでもUPS工事では、数名規模のチームで高付加価値
の工事を遂行する高い技術力と機動力を発揮しています。他
部門から異動した人財も加わるなか、各現場を無事故・無災
害で竣工し、品質と生産性の両面で成果を上げています。こ
うした一つひとつの実績がお客様からの信頼につながり、次
の案件の受注を呼び込む好循環が生まれています。

こうした競争力の基盤となっているのが、ミライト・ワン グ
ループならではの総合力です。当社グループには、建築・土
木を担う西武建設（株）、電気設備を担う（株）ミライト・ワン、
空調設備を手掛ける（株）日設、ケーブリングを担う明成通
信（株）など、各領域に専門性を持つ企業がそろっています。

更に海外では、Lantrovision（S）Ltdが外資系テナントやハ
イパースケーラーとの接点を生かし、施主とテナントの円滑
なコミュニケーションにも貢献しています。

これにより、建築から電気・空調・通信設備、テナント工事、
更に完成後のO&M（運用・保守）まで一貫して対応できるほ
か、ビル型だけでなく、モジュール型やコンテナ型など、お客
様のニーズに応じた幅広いソリューションを提供できること
も強みです。各社が持つ技術や顧客接点を掛け合わせると
ともに、環境・社会イノベーション事業とも連携しながら、最
適なソリューションを提供。再生可能エネルギー分野の知見
も生かし、世界共通の社会課題であるデータセンターの脱炭
素化にも貢献していきます。

人財への投資が、次の成長を支える　
こうした成長を支えるもうひとつの鍵が、人財です。データ

センター事業の本格化にあたっては、ICT事業やキャリア事
業等から人財を登用し、事業領域を超えた人財流動を進め
てきました。異動にあたっては、求める人財像を明確にした
うえで、送り出す側と受け入れる側の上長、本人との面談を
重ね、配属後も座学や複数の現場でのOJTを通じて、適性や
習熟度を確認しながら育成しています。

現場での育成負荷に対応するため、企業内大学「みらいカ
レッジ」のリアルキャンパスでは、実機やモックアップを活用
した実践的な研修を展開。現場に出る前に設備の構造や業
務の流れを体感することで、配属後の早期活躍を促進してい
ます。加えて、熟練技術者が持つ知識や経験をAIに取り込み、
若手や異動者が気軽に質問できるAIシステムの導入・活用
も進めています。　

事業本部の新設を起点に、グループの総合力、環境・社会
イノベーション事業との連携、人財育成を一体的に推進。AI
時代の社会インフ
ラを支えるデータ
センター 事業 を、
企 業 価 値 向 上 を
牽 引 す る 成 長 事
業へと育てていき
ます。

実証実験の様子                     「みらいカレッジ」リアルキャンパス
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特集

3　

Change 2  事業成長加速

―人・技術・組織間シナジーの拡大により、更なる企業価値向上へ―

グループシナジーの拡大により、
自然資本への対応力を強化

（株）ミライト・ワン　経営企画本部
ESG経営推進部 ESG戦略部門 担当課長

坂本 啓子（写真右）

国際航業（株）　事業統括本部
カーボンニュートラル推進部 GX戦略推進担当部長

坂本 大（写真左）

3社のシナジーで、TNFD 対応を高度化
自然資本への対応と情報開示は、企業価値を左右する重

要な経営課題のひとつです。事業活動を通じた森林・水資源・
生物多様性への影響は、回避すべきリスクでもあり新たな価
値を生み出すビジネス機会にもなり得ます。こうした認識の
もと、ミライト・ワン グループは、2026年にTNFD提言に基づ
く情報開示を拡大・拡充させました。

これは、（株）ミライト・ワンの「サステナビリティ戦略」、国
際航業（株）の「自然資本評価技術」、そして西武建設（株）の

「リアルな現場実践力」という3つの強みを融合した三位一
体のシナジーにより、現場起点の実効性の高い自然資本評
価を実現したものです。　　　　　　

評価分析 に は、国際航業（ 株 ）が 開発した 支援 ツール
「LEAP-Compass」を活用しています。GIS（地理空間情報

技術）を用いて生物多様性の保全状態や水ストレス等の自然
関連データを広域かつ迅速にスクリーニングしました。ミラ
イト・ワン グループの主要事業拠点だけでなく、西武建設（株）
が手掛ける多様な施工現場にまで評価対象を拡大し、卓上
での広域データ解析と現場での実地確認を有機的に組み合
わせることで、自然資本への依存や影響、将来的なリスクの
精緻な可視化を可能にしています（→P61-62参照）。

自然リスクを可視化し、企業価値向上につなげる
自然資本評価を進めるなかで、3社の人的資本の専門性

を掛け合わせた新たなシナジーも生まれています。（株）ミラ
イト・ワンのサステナビリティ担当、国際航業（株）の環境コン
サルタント、西武建設（株）の現場担当者が共通の評価デー
タをもとに議論を実施しました。「自然保護地域への影響を
施工計画へどう反映するか」「現場で得られた知見を評価手
法へどう還元するか」といった具体的な対話を重ねることで、
環境分野の専門知識と施工現場の実践力が結びつき、グルー
プ全体の知見として蓄積されています。これにより、国際航業

（株）にとってはコンサルティングの高度化・現場適応力の向
上につながり、西武建設（株）や（株）ミライト・ワンにとっては
自然環境へ配慮した施工・事業活動の実践力向上につながっ
ています。2026年度はグループ内ワークショップの開催を予
定しており、「自然環境に配慮しながらインフラを構築する」
というネイチャーポジティブの考え方をグループ全体へ浸透
させていきます。

また、こうした自然関連リスクの適切な管理と透明性の高

い情報開示は、事業全体のレジリエンスを高めるだけでな
く、投資家をはじめとするステークホルダーに対して、当社グ
ループのリスクマネジメント力を示す重要な要素となります。
今後も適切なリスク管理と透明性の高い情報開示を推進し、
資本コストの低減と中長期的な企業価値向上を目指します。

新たな事業機会の創出へ　
今回、優先すべき対応拠点と位置づけた西武建設（株）の

施工現場における取り組みを確立させることで、今後は本モ
デルをグループ各社へ水平展開し、グループ全体の自然資本
への対応力を高めるとともに、培ったノウハウを新たな競争
優位性へと発展させていきます。

更に、この実践で得られた知見を付加価値として再構築し、
自然関連リスク対応に課題を感じているお客様への支援サー
ビスに展開していきます。（株）ミライト・ワンのインフラ構築
ノウハウ、国際航業（株）の環境コンサルティング力、そして西
武建設（株）の施工現場で培った実践力を融合させることで、
自然資本への対応から調査、設計、施工に至るまでを一気
通貫で支援するソリューション提供を推進します。

ミライト・ワン グループは、こうしたシナジーをより広範に
発展させながら、自然資本への対応をリスク管理（守り）だ
けに終わらせず、新たな顧客価値の創出（攻め）という事業
機会へつなげていきます。そして、お客様や社会が直面する
自然関連課題の解決に貢献するとともに、持続可能な社会
の実現と更なる企業価値向上に向けて推進していきます。

西武建設（株）の事業を通じた自然資本への対応事例
（土壌や地下水の汚染を防ぐベントナイト砕石施工）

Ch.3　CFOメッセージ／Change 3 利益性トップクラス

2022年度から取り組んできた「MIRAIT ONE Group Vision 2030」および
第5次中期経営計画における現時点での大きな成果のひとつが、
B/Sマネジメントの定着やB/S面から見た成長戦略の進展、
それに伴うPBRなど株価関連指標の向上です。
資本効率や株価向上を見据えた取り組みについて、CFOメッセージ等を通じてお伝えします。

Pt.2 企業価値向上戦略

 Sec.1 CFOメッセージ

 Sec.2 Change 3  11年間財務ハイライト
 Sec.3 Change 3  5年間非財務ハイライト

Change 2

事業成長加速
Change 3

Change 4 データインサイト マネジメント

ESG 経営基盤強化Change 5

MIRAIT ONE Group Vision 2030

人間中心経営
Change 1

利益性トップクラス

新・成長戦略　5つの事業変革「５Changes」
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磨き上げたキャッシュ創出力と収益性のもと、
さらなる飛躍を目指す

EBITDAと営業利益が過去最高を更新
第5次中期経営計画（以下「中計」）の4年目であった2025年

度は、売上高は9期連続、EBITDAは2期連続で過去最高を更
新したほか、営業利益も4期ぶりに過去最高を更新するなど、
当社グループの「稼ぐ力」の着実な向上を示す結果となりました。

これは、同中計の最重要戦略として注力してきた「超・通建」
への事業構造改革において、成長分野の「みらいドメイン」比
率が2022年度の29％から41％へ拡大し、売上高は同24％増、
営業利益は同57％増、営業利益率は同1.2ポイント上昇する
など、売上高と収益性の双方で力強い成果を挙げてきたこと
によるものです。

加えて、近年のAI/データセンター市場の拡大等を背景とし
たICTソリューション事業の伸長もあり、企業/環境社会基盤

ドメインが過去最大規模に成長しただけでなく、祖業である
通信基盤ドメインも5Gの品質改善投資や光アクセスサービス
の開通の増加等によって2期連続で増収となるなど、当社グルー
プが長らく注力してきた「超・通建」への事業構造改革は、「通信」

「非通信」の双方が成長するという新たな局面に入ってきたと
認識しています。中計最終年度である2026年度もこのトレン
ドは続き、売上高、EBITDA、営業利益のいずれも過去最高と
なる見込みです。　

一方で、現時点における2026年度通期業績予想は、当初
計画していた中計最終年度目標に対し若干未達となる見込み
です。これは主に、M&A案件への投資が当初想定の1,000億
円規模には積み上がらず、現時点では500億円程度の実績と
なっていることに加え、当初想定以上の原価および販管費増
加を吸収しきれていないことによるものです。中計の完遂に向
けては、需要が大きく拡大しているデータセンター関連等の成
長分野へ積極的に経営資源を投入していくほか、M&Aについ

ても引き続き検討していきます。また、グループ全体での生産
性向上施策も継続し、収益力や利益率のさらなる強化に取り
組んでいきます。

利益率と資本効率改善への取り組み
そうした利益率改善において足元で特に注力しているのが、

事業ごとの収益性改善への取り組みです。
まずICTソリューション事業と環境・社会イノベーション事業

では、2023年度に不採算案件が顕在化して以降、ビジネスリ
スク管理室の設置や事業サイド・ガバナンスサイドが連携した
リスクの予防、モニタリングに加え、AIを活用したプロジェクト
リスク管理の推進等により、不採算案件が着実に減少し収益
性の向上につながっています。その結果、みらいドメインを含む
企業/環境社会基盤ドメインの売上総利益率は、2025年度に
15.0%となり、2023年度と比較して4.3ポイント上昇しています。

また、通信基盤ドメインでは、バリューチェーン改革の取り
組みとして施工支援システムを導入し、原価管理情報やプロ
ジェクト管理情報を組織全体で共有・可視化することでノウハ
ウの蓄積とリスク低減を図り、コストの削減と生産性向上に

つなげています。
これら一連の取り組みが各事業で奏功した結果、2025年度

は環境・社会イノベーション事業と通信基盤ドメインの売上総
利益率は前期比1.5ポイント～2ポイント程度上昇したほか、
ICTソリューション事業についても、2026年度には2.1ポイント
改善する見込みです。

引き続き、こうした事業ごとの収益性の強化によってEPSを
高め、同指標の中計目標である年10％超の成長率を確保して
いきます。また、ROEについては、現中計で掲げる10％以上に
対し、2026年度計画値は9％となっているものの、グループシ
ナジーの最大化や、みらいドメインのさらなる高付加価値化を
通じた利益率の向上に取り組むとともに、資本効率の向上や
成長投資など、後述するB/S面から見た成長戦略を着実に実
践することで、ROEの更なる向上を目指していきます。

B/S面から見た成長戦略➀キャッシュ・イン
―キャッシュ創出が着実に拡大―

当社のPBRは2025年半ばから一貫して1倍超で安定的に推
移していますが、この背景には、B/Sの視点に立った成長戦略
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を策定し、それに基づくキャッシュアロケーション計画を着実に
実践してきたことがあると考えています。

2023年度に公表したキャッシュアロケーション計画では、遊
休不動産や政策保有株式の売却による100億円の資金創出、
4年間累計で1,400億円の事業利益によるキャッシュ創出を掲
げ、財務規律を踏まえた積極的なレバレッジの活用により、成
長投資と株主還元をバランスよく実行してきました。その進捗
や実績についても継続的に開示しています。

次ページの図が示す通り、2025年度末時点では、遊休不動
産や政策保有株式の売却100億円の計画に対して83億円と、
約8割まで進捗しました。また、2022年度、2023年度は厳しい
利益水準が続きましたが、2024年度、2025年度と着実に改善
し、2025年度までの事業利益によるキャッシュフロー累計額
は921億円まで拡大しました。EBITDAが過去最高となったこ
とも相まって、当社グループの事業利益の拡大を通じたキャッシュ
創出力は、着実に高まっていると認識しています。

B/S面から見た成長戦略➁キャッシュ活用
―人的資本投資 /ＤＸ/成長事業投資に注力―

一方で、創出したキャッシュについては、成長投資と株主還
元へバランス良く配分しています。

まず成長投資については、「MIRAIT ONE Group Vision
2030」および第5次中期経営計画の重点戦略の筆頭である
Change 1「人間中心経営」のもと、最重要な経営資源であ

る人的資本への投資を積極的に進めています。具体的には、
教育・研修施設や技術センターの更改、基幹システムの構築
等のほか、「みらいカレッジ」では、データセンター関連講座
や非通信分野でのスキル習得に向けた各種メニューを整え
ており、オンライン研修とリアルキャンパスを組み合わせるこ
とで、実践的な学習機会の提供に努めています。引き続き「み
らいカレッジ」への投資を拡大することで、「フルバリュー型
モデル」のもとで高い付加価値を創出する人財育成に注力し
ていきます。

加えて、本年7月に開設した「イノベーションセンター」関連
やAI関連投資（→P51「CDOメッセージ」参照）も更に拡充す
ることで、現時点で計画の7割程度まで進捗した投資計画を
進めていきます。

―株主還元―
株主還元については、「安定的な配当成長」と「機動的な自

己株式取得」を基本方針とし、総還元性向50～70％をター
ゲットレンジとして設定しています。この方針に基づき、2025
年度は6期連続となる増配を実施したほか、2026年度は1株
当たり85円から95円への増配を計画しています。また、自己
株式取得についても機動的に実施する方針のもと、2026年
度は60億円を既に取得いたしました。今後も成長投資と株
主還元のバランスを重視しながら、積極的な株主還元を進め
ていきます。

キャッシュアロケーション計画では4年間で600億円の株主
還元を計画しており、このうち、2025年度までに355億円は実
施済みとなっていることから、2026年度の株主還元計画分を
加えると約500億円となる見込みです。自己株式の追加取得
については、今後の業績や投資動向等を踏まえながら機動的

に判断していく考えです。
ここまでお伝えしてきたキャッシュアロケーション計画の着

実な実践が、足元のPBRなど資本市場からの一定の評価につ
ながっていると考えています。現状に満足せず、まずは2026年
度の計画を確実に達成し、更なる企業価値向上につなげてい
きます。

次期中期経営計画および2030年に向けて

「掛け算の連結経営」をCFOとして支える
「フルバリュー型モデル」や「三位一体アプローチ」を加速

し、次期中期経営計画および2030年に向けた礎づくりとして
スタートした「掛け算の連結経営」の推進にあたっては、引き
続き先端技術開発や専門人財確保、M&A等への更なる投資
を実行していくほか、人事制度改革に伴う給与体系の再構築、
管理会計制度の整備、グループ全体が積極的に連携するため
のインセンティブの導入等にも、CFOとして積極的に取り組ん
でいく考えです。

社外取締役によるモニタリングと提言にも期待
また、今後の更なる企業価値向上に向けて重要な役割を果

たす社外取締役には、現場を中心とした当社の事業への理解

を深めていただくための見学機会を設けています。加えて、取
締役会でいきなり議論に入るのではなく、事前に議案の内容を
説明する場を設け、十分にご理解いただいたうえで、取締役会
における深い議論や意見交換につなげています。更に、決議や
報告を行う取締役会とは別に、重要案件の方向性について自
由に意見交換する「審議の場」では、各社外取締役が有する知
見をもとに、活発かつ具体的な議論を行っています。

例えばキャッシュアロケーションについては、社外取締役と
の議論を複数回重ね、その意見を踏まえて計画を取りまとめ
ました。こうした自由な意見交換を通じて議論を深めたことが、

「B/S面から見た成長戦略」の実効性にもつながっていると考
えています。

当社の社外取締役は、企業経営者、行政経験者、弁護士な
ど、それぞれ異なるバックグラウンドを有しています。そのため
今後も、企業価値向上に向けた事業ポートフォリオ変革にまつ
わる経営戦略やリスクマネジメント等についてそれぞれの専門
的見地からしっかりとモニタリングしていただき、多様な観点か
ら提言いただけることを期待しています。また、こうした議論を
積み重ねることが、持続的な成長と企業価値の向上につなが
ると考えています。

■2023年以降のPBRの推移 ■キャッシュアロケーション計画（2023年度－2026年度）

CFOメッセージ

売上高

EBITDA率

売上高1,000億円±
オーガニックの事業成長

2023年度

キャッシュ・イン
（2023年度－2026年度累計 （）内は2025年度累計実績値）

CF創出 有利子負債
活用

成長投資 株主還元

キャッシュ活用

5,184億円
5.4%

100
（83）

2026年度

6,600億円
8.3% （目標）（実績）

外部借入

人財／DX／
成長事業

M&A

株主還元

遊休不動産
政策保有株

事業利益による
CF（税引後）

600~

600~
（355）

1,400
（921）

500+
（344）

1,000±
（558） 売上高1,000億円±

M&A推進

株主還元強化

（単位：億円）

外部格付（信用格付）※

格付投資情報センター（R&I）　A
日本格付研究所（JCR）　A+

※2026年8月20日現在
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Pt.2 企業価値向上戦略 Change 3  利益性トップクラス

11年間財務ハイライト
今後も社会に認められ信頼される企業グループであり続けるとともに、
事業構造改革をやり抜くことで、持続的な成長と企業価値向上に邁進します。
※表示の金額および数値は四捨五入して記載しています
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Ch.4　CDOメッセージ／Change 4 データインサイト マネジメント

「MIRAIT ONE Group Vision 2030」および第5次中期経営計画を策定した
2022年当時から現在に至るまでに起きた最も大きな環境変化が、
生成AIの誕生とその加速度的な普及です。
生成AIという大きな地殻変動を当社グループの絶好の成長機会として
取り込むための様々な施策や今後の戦略を、CDOメッセージ等を通じてお伝えします。

Pt.2 企業価値向上戦略

 Sec.1 CDOメッセージ
 Sec.2 Change 4  デジタル戦略： AI/DXによるデータインサイト
  経営の進化

Change 2

事業成長加速
Change 3

Change 4

利益性トップクラス

データインサイト マネジメント

ESG 経営基盤強化Change 5

MIRAIT ONE Group Vision 2030

人間中心経営
Change 1

新・成長戦略　5つの事業変革「５Changes」
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Pt.2 企業価値向上戦略 Change 3  利益性トップクラス

5年間非財務ハイライト
今後もESGにまつわる非財務データの開示拡充に努めるとともに、中期経営計画で掲げた非財務目標の達成に邁進します。

【数値について】
障がい者雇用率（2026年6月1日現在）。左記以外は全て2026年3月31日現在
無印：旧（株）ミライト・ホールディングス、旧（株）ミライト、旧（株）ミライト・テクノロジーズ、（株）TTK、（株）ソルコム、四国通建（株）の6社合計
＊1 旧（株）ミライト単体　＊2 旧（株）ミライト、旧（株）ミライト・テクノロジーズの2社合計　＊3 旧（株）ミライト・ホールディングス、旧（株）ミライト、旧（株）ミライト・テクノロジーズの3社合計
＊4 旧（株）ミライト、旧（株）ミライト・テクノロジーズ、（株）TTK、（株）ソルコム、四国通建（株）の5社合計　＊5 （株）ミライト・ワン単体
＊6 （株）ミライト・ワン、（株）TTK、（株）ソルコム、四国通建（株）、西武建設（株）、（株）ミライト・ワン・システムズの6社合計
＊7（株）ミライト・ワン、（株）TTK、（株）ソルコム、四国通建（株）、西武建設（株）、（株）ミライト・ワン・システムズ 、国際航業（株）の7社合計

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

環境への
取り組み

CO2排出量
Scope1 67,907t-CO2e 65,166t-CO2e＊6 63,013t-CO2e ＊7 59,262t-CO2e＊7 49,131t-CO2e＊7

Scope2 21,277t-CO2e 19,754t-CO2e＊6 14,254t-CO2e ＊7 9,788t-CO2e＊7 8,724t-CO2e＊7

Scope3 2,413,496t-CO2e 2,222,900t-CO2e＊6 1,761,230t-CO2e＊7 2,026,854t-CO2e＊7 1,900,144t-CO2e＊7

自社のグリーンエネルギー年間
総発電量（太陽光） 28.5万kwh 32.4万kwh＊6 31.1万kwh＊6 52.0万kwh＊7 83.5万kwh＊7

当社グループ施工における他
社の再生可能エネルギー発電
設備における発電容量（累計）　

21,946kw＊2 
（420,643kw＊2）

19,377kw＊5 
（440,020kw＊5）

31,391kw＊5 
（471,411kw＊5）

43,388kw＊5

（514,799kw＊5）
31,365kw＊5

（546,164kw＊5）

産業廃棄物リサイクル率 96.4%*4 96.6%＊6 97.72%＊6 98.29%＊7 96.73%＊7

産業廃棄物最終処分率 3.6%*4 3.4%*6 2.28%＊6 1.71%＊7 3.27%＊7

水資源投入量および総排水量 39千㎥＊1 43千㎥＊5 47千㎥＊5 46千㎥＊5 55千㎥＊5

労働者の
安全確保

労働災害度数率 0.00＊1 0.13＊5 0.00＊5 0.00*5 0.00＊5

重大設備事故件数 0件 0件＊6 0件＊6 0件＊7 0件＊7

重大人身事故件数 3件 0件＊6 ２件＊6 1件＊7 1件＊7

健康経営の
推進

過去3年間の正規職員の労働
災害（死亡災害）件数　 0件＊1 0件＊5 0件＊5 0件＊5 0件＊5

過去3年間の契約社員の労働
災害（死亡災害）件数　 0件＊1 0件＊5 0件＊5 0件＊5 0件＊5

ストレスチェック受検率　　 97.5% 96.8%＊6 97.7%＊7 98.5%＊7 98.4%＊7

高ストレス者割合　 10.1% 11.5%*6 10.5%＊7 10.6%＊7 10.6%＊7

働きやすい
労働環境の整備

平均時間外時間数　　 22.9時間＊1 20.7時間＊5 20.1時間＊5 20.3時間＊5 19.6時間＊5

年次有給休暇取得率　　 64.6%＊1 72.1%＊5 73.5%＊5 71.3%＊5 72.6%＊5

平均年齢 42.1歳＊1 43.4歳＊6 44.3歳＊7 44.5歳＊7 44.9歳＊7

女性の平均年齢　 36.4歳 37.2歳＊6 38.0歳＊7 38.2歳＊7 39.2歳＊7

平均勤続年数 15.6年＊1 17.3年＊6 16.6年＊7 16.5年＊7 16.7年＊7

女性平均勤続年数　 11.5年＊1 12.3年＊6 10.8年＊7 10.6年＊7 10.8年＊7

女性平均勤続年数の男性平均
勤続年数に対する差異比率 27.7%＊1 31.2%＊6 38.5%＊7 36.4%＊7 39.1%＊7

離職率（新卒過去3年平均） 5.4% 7.6%＊6 8.5%＊7 8.7%＊7 5.8%＊7

人財育成
マルチ資格取得率 26.6%＊2 25.6%＊5 50.9%＊5 56.4%＊5 55.6%＊5

みらいカレッジ提供講座数 ー ー 333講座＊6 432講座＊7 432講座＊7

みらいカレッジ延べ利用人数 ー ー 約1.9万名＊6 約2.4万名＊7 約2.6万名＊7

地域社会への
貢献 社会貢献活動支出額　 36.4百万円＊3 46.6百万円＊6 44.5百万円＊6 35.5百万円＊6 42.4百万円＊6

コンプライアンス
の徹底

重大な法令違反　　 0件＊1 1件＊6 1件＊7 0件＊7 0件＊7

内部通報　　　 90件＊1 145件＊6 167件＊7 221件＊7 150件＊7

多様な人財の
活躍推進

新入社員総数　 95名＊1 223名＊6 264名＊7 247名＊7 338名＊7

女性新入社員数　 13名＊1 53名＊6 67名＊7 67名＊7 79名＊7

女性新入社員比率　 17.8%＊1 23.8%＊6 25.4%＊7 27.1%＊7 23.4%＊7

従業員総数 2,925名＊1 7,375名＊6 8,950名＊7 8,926名＊7 9,052名＊7

女性従業員数 266名＊1 790名＊6 1,200名＊7 1,260名＊7 1,317名＊7

女性従業員比率　　 9.1%＊1 10.7%＊6 13.4%＊7 14.1%＊7 14.5%＊7

管理職総数　 972名＊1 2,469名＊6 2,890名＊7 3,022名＊7 3,028名＊7

管理職比率 30.1% 33.5%＊6 32.3%＊7 33.9%＊7 33.5%＊7

女性管理職数 30名＊1 79名＊6 132名＊7 149名＊7 156名＊7

女性管理職比率　 3.1%＊1 3.2%＊6 4.6%＊7 4.9%＊7 5.2%＊7

取締役総数（役員）　 12名＊1 19名＊5 13名＊5 13名＊5 13名＊5

女性取締役（役員）　　 0名＊1 3名＊5 3名＊5 3名＊5  3名＊5

女性取締役比率　 0%＊1 15.8%＊5 23.1%＊5 23.1%＊5  23.1%＊5

労働者の男女の賃金の
差異比率 ー 72.4%＊5 72.4%＊5 73.4%＊5 73.4%＊5

男性育児休業等取得率 80.2% 65%＊6 92.7%＊7 91.6%＊7  97.6%＊5

女性育児休業取得率　　　 100% 100%＊6 100%＊7 100%＊7  88.9%＊5

育児短時間勤務人数　　　 49名 55名＊6 62名＊7 73名＊7 85名＊7

子の看護休暇取得人数　　 43名 70名＊6 106名＊7 128名＊7 199名＊7

非正規社員
（契約社員・派遣社員） 1,580名 1,431名＊6 2,170名＊7 2,345名＊7 2,133名＊7

中途採用人数
（キャリア採用含む）　 132名 131名＊6 230名＊7 240名＊7 283名＊7

定年再雇用率 75.6% 88.9%＊6 79.5%＊7 85.1%＊7  87.8%＊7

障がい者雇用率　　　 2.19% 2.14%＊6 2.40%＊7 2.33%＊7 2.75%＊7
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CDOメッセージ
全人財によるAI活用を中核に、
新たな成長とさらなる
企業価値向上を目指します

AIを全社員の力に変えるべく、利用環境を早期に整備
ミライト・ワン グループは「MIRAIT ONE Group Vision 2030」

で掲げた成長戦略Change 4「データインサイト マネジメント」
のもと、事業変革の重要な柱のひとつとしてDXを推進してきまし
た。これは、当社グループを含む建設業界を取り巻く深刻な人手
不足を念頭に、生成AIをはじめとする最新のデジタル技術を経
営に取り込み、業務効率の改善と事業収益性の向上を図ることが、
持続的な成長と企業価値向上に欠かせないと判断したことによ
るものです。　

特に足元においてはAI技術が日進月歩で進化しており、私は、
こうした外部環境の変化に「対応できれば良い」程度の認識では
なく、「対応できなければ生き残れない」との危機感のもと、生成
AIを全社員が安全に活用できる環境を早急に整備しました。

一般的に、新しい技術は効果が確実に見込める分野から段階
的に導入するといった考え方がありますが、生成AIのような数十
年に一度の技術革新には、そうしたセオリーが当てはまりません。
誰も使ったことのない新技術の投資対効果を事前に測ることは
難しいほか、一部の専門部署だけが使うのでは新しい価値は生
まれにくいことから、まずは全社員が実際に使い、そのなかから
当社ならではの活用法や価値を見出していくことを重視しました。
導入当初は情報漏洩リスクへの対応を最優先し利用を制限しつ
つ、社内情報が外部に学習されないセキュアな環境を並行して
整備したことで、2023年には、全社員が生成AIを利用できるプ
ラットフォームを構築しました。以降、活用セミナーや動画配信、
事例共有などに継続的に取り組んできた結果、現在ではグルー
プ全体の生成AI月間アクティブユーザー数が1万人を超え、（株）
ミライト・ワン単体の約8割の社員が利用しています。現代社会で
最も重要な技術のひとつであるAIを活用する土壌づくりは、着実
に進んでいると申し上げられます。

システム開発の内製化が進展
AIの活用によって最も大きく変わったのは、現場の課題を社員

自らが解決できるようになったことであり、その象徴が、現場社
員のAI活用伴走プロジェクトとなる「Coding Challenge」です。
AIにプログラミングを担わせることで、これまでシステム開発の
経験がなかった人財も、自ら業務改善アプリを開発できるように
なりました。その成果は事前の想定を大きく上回り、これまで通
信基盤ドメインの工事に携わっていた人財が2ヵ月半程度のプロ
ジェクト参加期間を経て、フリーアドレスオフィスの座席予約シス
テムやEV充電設備の設計支援ツール等をAIで開発し、実運用の
開始に至りました。特に座席予約システムについては、現場社員

の「こんな仕組みが欲しい」という発想から生み出されたもので、
従来のシステムを上回るほど完成度が高いことから、今後のシス
テム開発は、従来のように専門人財だけが担う時代ではなくなり
つつあることを改めて実感しています。

当社グループではこのようにシステム開発を現場が担うようになっ
たことで開発の進め方が大きく変わり、内製の試作品を現場に見
せながら改善を繰り返すアジャイル型へと進化しています。今後も
現場の声をスピーディに反映しながら内製による改善を重ねることで、
現場での実効性が高いシステム開発へと発展させていく考えです。

AIを成果へつなげ、新たな価値を生み出す　
ここまでお伝えした通り、ミライト・ワン グループは現在、AIの

活用を全社へ浸透させる段階から、ビジネス現場で成果を生み
出す段階へと移行しています。そうした取り組みの直近の事例の
ひとつが、写真AI検査による不鮮明検知です。現場で撮影した工
事写真をAIがその場で判定しピンぼけ等の不具合を検知するこ
とで、写真の撮り直しや現場への再訪問を約30％削減しており、
現場の生産性を大幅に向上させています。同システムでは現場
での使いやすさとAI検査品質の最適なバランスを追求し、試行錯
誤を重ねながらAIをチューニングすることや写真撮影した端末で
即時に判定できる最新のエッジAI技術を活用することで実用化
に至りました。

また、不採算案件を未然に防ぐAIも導入しています。過去の失敗
事例や不採算に至った契約内容をAIが学習したうえで新規案件の
リスクを洗い出し、受注前の意思決定を支援する仕組みです。加え
て、監査側と現場側のそれぞれの立場を担うAIエージェントに議論
させることでリスクを多面的に検証し、判断の確度を高めています。

2026年7月には、このようにAIを中核とする先端技術開発機能
と新規事業開発機能を統合した「イノベーションセンター」を開設
しました。同センターでは社内で磨き上げた仕組みをお客様への
新たな価値提供へつなげていくべく、私たち自身が最初の顧客（カ
スタマーゼロ）となり、自らが実証・改善を重ねたものをお客様や
社会へ展開していく姿勢を大切にしていきます。また、同センター
長を兼務する私は、例えばコンテナ型データセンターのような新
規事業の開発にも携わり、トップダウンの視点から「フルバリュー
型モデル」や「三位一体アプローチ」を掛け合わせる「掛け算の連
結経営」を加速していきます。

当社グループは今後も、AIを全社員の力へと変えていきます。
そして、現場から生まれるボトムアップの挑戦とトップダウンの取
り組みを融合し、新たな事業による価値創造へと結びつけることで、
持続的な成長と企業価値向上を実現していきます。

Pt.2 企業価値向上戦略 CDOメッセージ／Change 4 データインサイト マネジメント

AI/DXによるデータインサイト経営の進化
Digital Strategies

人間中心経営

データ
活用 / 連携

攻めの
DX

守りの
DX

Change 1

データインサイト マネジメント
Change 4

ESG経営基盤強化
Change 5

利益性トップクラス
Change 3

事業成長加速
Change 2

施工系DXDX人財育成

安全DX 健康DX 働き方DX

カーボンニュートラルDX コンプライアンスDX

共通系DX
営業系DX

マーケティングDX
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DX推進とAI活用の両輪でデータインサイト経営の更なる進化
企業価値向上に向けたデジタル戦略を実践中

Change 4「データインサイト マネジメント」―
2025年度の成果と課題／2026年度以降の重点施策

当社グループは「MIRAIT ONE Group Vision 2030」およ
び第5次中期経営計画において、5つの事業変革のひとつとし
てChange 4「データインサイト マネジメント」に注力してい
ます。具体的には、ほかの4つの「Changes（成長戦略）」を後
押しするべく、「攻めのDX」（ナレッジベースのデータ環境の
整備や営業アプローチの最適化）と「守りのDX」（バリューチェー
ンの改革、スマート施工、BPO/RPA・生成AI・ロボティクスの
活用）、そして「DX人財の育成」（エキスパートおよびコア人財
の育成、全社的なリテラシー向上）にグループを挙げて取り組
んでいます。これにより、当社グループのあらゆる価値創造を
定量面・定性面の両面から可視化し、データ活用を通じた事
業変革を推進しています。

AIの活用推進
事業運営の高度化に伴い抜本的業務改革を行い、全社員

が利用できるセキュアな生成AI基盤を整備しています。
2023年10月：生成AIプロジェクト体制を構築。導入方法

やセキュリティ検討を開始。2024年1月：グループ会社を含
め生成AIを正式導入しサービス開始。2025年6月：RAGの
個人活用、コード作成支援等の高度化を実施。2026年7月：
先端技術・新規事業開発機能を統合した「イノベーションセン
ター」を開設し、カスタマーゼロとして実証・改善を重ねる体
制へ移行しました。

2026年5月末時点で、生成AI基盤導入済みグループ企業
数は41社、生成AI基盤の利用者数は10,000名/月超となり
ました。当初はDX推進部門が主導して25種類の生成AIアプ
リを開発・提供していましたが、全社的な生成AIの利用促進
の結果、現在では各事業本部が主体となって独自のAIアプリ
を構築できる体制へと進化しています。これにより、活用シー
ンが拡大し、グループ全体での利用回数も加速度的に増加し
ています。

活用事例としては、RAGの技術を活用したプロジェクト
リスク管理アプリや、画像分析AI技術を活用した施工写真
AI検査などがあります。活用事例の詳細は、CDOメッセージ

（→P51）に掲載されています。
また、2026年7月より（学）昭和医科大学とのパートナーシッ

プのもと、最先端の医療シミュレーションシステム（AIによる「模
擬患者」の実現）について開発・検証に着手しました。

データインサイト経営に向けた施策
2025年度は、昨年度に刷新した基幹システムを運用し、AI

活用による抜本的業務変革をはじめとするデータインサイト
経営の推進など、現場力・生産性の更なる向上に取り組みま
した。具体的には、過去事例に基づくリスクを抽出するAIや
資材調達分析ダッシュボードの活用など、成功モデルを創出
する施策に着手しました。このほか、文書データインサイトに
向けた共通基盤を整備し、2025年末で累計3,600名超の従
業員が利用しています。引き続き、データインサイト経営の実
践に取り組みます。

現場起点でのAI/DX変革を加速させるべく、2026年度より
「Coding Challenge 2026」を開催しています。本施策は、

生成AIやクラウド基盤といった最先端技術を自律的に使いこ
なし、累計24名の精鋭が独自のアプリケーションやツールを
創出し運用を開始することで「カスタマーゼロ」の実践が始まっ
ています。

デジタル戦略

第5次中期経営計画における目標

DX改革によるキャリア事業利益率向上（2026年度まで）

3ポイント以上

「データインサイト経営委員会」によるトップダウンと
モニタリングを継続し、5Changesへの取り組みを加速

当社グループは、これら一連の取り組みを含むChange 4
「データインサイト マネジメント」におけるDXを通じてほ

かの4つのChangesの実現を全方位で推進・加速するべく、
2025年度に代表取締役社長を委員長とする「データインサイ
ト経営委員会」を組織し、データインサイト・DX戦略を更に推
進しています。

従来のDX推進委員会が担っていたDX推進機能を「データ



Pt.2 企業価値向上戦略 Change 4  データインサイト マネジメント

ミライト・ワン
DX人財育成計画

DXエキスパート人財

目標 250名

目標 2,000名

グループ全社員 約17,000名

DXコア人財

全社リテラシー（マインド）

DXに自ら取り組み実施できる（した）人財。
社内の様々なDXと業務を理解して、データを活用し
た業務変革や、積極的な提携を推進できる人財

所属組織で使用する基本的な業務フローに伴うデータの流れを
理解し、ツールを利用して確認・分析・見える化ができる人財。
業務の変革、改善等についてDX技術の概略と用途を理解し、

アイデアの発案・提案が可能で、事業部のDX部門推進に協力できる人財

業務関連データを理解し、ツールを利用して構造的に分類の上、
データ収集・保管できる。

各DX施策の目的を理解し「自分ごと」であることを認識の上、
取り組むことができる。

AI/DXによるデータインサイト経営の進化

Ch.5　Change 5 ESG経営基盤強化

ミライト・ワン グループはマテリアリティと成長戦略の密接な連動を通じて
様々な社会課題を事業機会として取り込むと同時に、
気候変動や人的資本、ガバナンスにまつわる各種リスクへの的確な対応を通じて
資本コストを引き下げることで、持続的な企業価値向上に注力しています。
一連のサステナビリティ・ESG取り組みの直近事例を具体的にお伝えします。

Pt.2 企業価値向上戦略

 Sec.1 Change 5   脱炭素・循環型社会・生物多様性への取り組み
 Sec.2 Change 5  安全・品質向上とパートナーとの共創
 Sec.3 Change 5  コーポレート・ガバナンス、
  コンプライアンスとリスクマネジメント

Change 2

事業成長加速
Change 3

Change 4

利益性トップクラス

データインサイト マネジメント

Change 5

MIRAIT ONE Group Vision 2030

人間中心経営
Change 1

ESG 経営基盤強化

新・成長戦略　5つの事業変革「５Changes」
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「KAIZEN」をキーワードにDX推進マインドを醸成
DX改革の土台となるグループ全社員のDX推進マインド

の醸成に向けて、2022年度より「DX＆KAIZENアワード」を
開催しています。同大会では、優秀な取り組み事例を表彰す
るほか、グループ共通プラットフォーム（DX&KAIZENおよび
WLS改革-Gallery）を活用して他拠点へ水平展開することで、
グループ全体のDX改革を加速させることを目指しています。
2025年度はミライト・ワン グループの発足後4回目の開催と
なり、約3週間のオンライン開催期間に延べ約10,000回の視
聴があり、3,200件の投票がありました。また、2026年度は「DX 
& KAIZENアワード」（2025年度）において、2026年9月に本
選投票が行われたエントリー30件のうち、AI関連の取り組み
が19件含まれており、AIが着実に浸透しています。今後も、
長年のKAIZEN活動で築き上げてきた創意工夫と業務改善マ
インドを、抜本的な事業変革につなげるためのDXに注力して
いきます。

■目指すDX人財像と目標人数

DX人財の育成
現中期経営計画の4年目となる2025年度も、引き続きDX

人財の育成と生成AIの活用に注力しました。各組織のDXの
企画・推進を担う「DXコア人財」の人数については、昨年度
の時点で中期経営計画目標を達成済みですが、更なる拡充
に努め2026年7月時点で2,500名規模に増加しました。一
方、「DXエキスパート人財」については、昨年比2.4倍の120
名規模に到達しました。急速に拡大するAI化の需要に当社グ
ループが応えるためには、更なる拡充が必要であることから、
2026年度目標である250名規模を達成できるよう、取り組み
を推進していきます。このほか、将来を担う若手社員等を対
象としたDX実技基礎研修も積極的に進めており、2025年末
で累計170名が参加しています。

全社的な課題であるDX人財の育成にあたっては、前述の
「DXコア人財」の育成に先立ち、DXの基本的なリテラシーや

マインドを身につけるための「DX基礎講座」を「みらいカレッジ」
で全社員を対象に開催し、主要グループ会社全社員の受講が
2024年度中に完了しました。

DXにおける外部評価
当社は2021年6月、経済産業省によるDX認定を取得しま

した。2025年6月に同認定を更新、 2027年5月31日まで継
続されます。

2022年6月には、経済産業省と
東京証券取引所および情報処理
推進機構が定める「DX注目企
業 2022」に選定されています。

第5次中期経営計画における目標

2年前倒しで達成

DXコア人財の育成
（2026年度まで）2,000名規模を育成

インサイト経営委員会」へと移行・格上げすることで、経営層
による直接的なコミットメント体制を強化しました。一方、こ
れまでのDX推進委員会は「AI/DX連絡会」へと改編し、各部
門のDX推進メンバーが成功モデルやナレッジを共有・横展開
する実務的な連絡会として継続運用しています。

加えて、DXによる業務効率化だけでなく事業の高付加価値
化を実現するために欠かせないデータサイエンティストの育
成にあたっては、内部人財の育成だけでなく中途採用や外部
人財との連携も強化することで、組織全体としてデータを利
活用する能力を高めていく構えです。

データインサイト分野を中期的にリードする人財の確保・育
成を目的として、2025年度より公募による国立大学データサ
イエンス研究科（博士前期課程）に社員の派遣を開始しました。

経営層についても、これら一連のDX戦略の策定や進捗モ
ニタリングを担うためのDXマインドやリテラシーを高めるべく、
役員向けのDX講座を展開することで、全社一丸となったDX
改革を推進しています。

デジタル戦略
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事業によるネガティブインパクトの最小化

地域エネルギー会社
「（株）なみえミライエナジー」を設立

福島県浪江町は、 町内で消費するエ
ネルギーを100％再生可能エネルギー
で賄える地産地消の仕組みを構築し、
事業や収益を通じて「まちの経済発展」
や「持続可能な復興まちづくり」を担う
事業母体として、当社、浪江町、（株）タ
クマエナジーを株主とする地域エネル
ギー会社「（株）なみえミライエナジー」
を2026年1月に設立しました。

2026年4月には電力供給事業の第
一歩として、浪江町役場や道の駅なみ
えなどの町内公共施設14か所におい
て、同社が取次供給する再生可能エネ
ルギー100％電力への全面的な切り替
えを実施。これにより、 2024年度実績
で約943t-CO2であった14施設のCO2

排出量を実質「ゼロ」に削減し、「浪江

町地球温暖化対策総合計画」で策定し
た公共部門における2030年度のCO2

排出量目標1,000t-CO2も前倒しで達
成できる見込みとなりました。

こうした電力供給事業を皮切りに、
今後 は 電源開発事業、電気設備保安
管理/エネルギーマネジメント事業、地
域還元/活性化事業を展開し、浪江町
の復興の更なる加速と地域経済の発
展を目指します。

「ZEB Ready」仕様の
TTK古川営業所 新社屋が竣工

当社グループの（株）TTKは、現事務
所の老朽化に伴い、2025年11月、宮
城県美里町に「TTK宮城支店 古川営
業所」を新築移転しました。美里町の
環境理念に寄与すべく、建築物省エネ
ルギー性能表示制度（BELS）において
最高ランク（星6つ）を獲得。更に、建物
の省エネ性能を極限まで高めた「ZEB 
Ready」の認証も取得しました。高断
熱化や省エネ設備の導入により、エネ
ルギー消費量を大幅に削減します。

2050年のカーボンニュートラル実現に向けて、2023年
2月にSBTi（Science Based Targets initiative）※1より認
定を受けた「2030年度の温室効果ガス排出量削減目標」
への取り組みを着実に進めています。

考え方

「（株）なみえミライエナジー」設立報告会（2026
年4月）。左：浪江町 吉田栄光町長、右：（株）な
みえミライエナジー 清水信司代表取締役社長 古川営業所 新社屋
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―マテリアリティ―

事業活動を通した脱炭素社会の実現

事業によるポジティブインパクトの最大化

成長戦略のコアとしてグリーンエネルギー事業に注力
事業活動を通したより高効率な社会インフラや最先端のエネ

ルギー関連システムの構築・運用・保守に加え、再生可能エネ
ルギーの供給も進めることで、脱炭素社会の実現を目指してい
ます。具体的には、企業/環境社会基盤ドメインの環境・社会イ
ノベーション事業において、太陽光を中心とする発電設備の設計・
施工・運用・保守、LED照明の設置・保守、EV充電システムの設
置・保守、エネルギーマネジメントシステムや水素燃料電池シス
テムの提供、ZEB（Net Zero Energy Building）のプランナー認
証取得等を通じ、脱炭素社会に向けて求められるエネルギーイ
ンフラの実現へ貢献しています。また、広域無線センサーネット
ワークシステムのほか、高効率のスマートエネルギーシステムや
スマートシティの実現に向けた動きにも積極的に参画しています。

第5次中期経営計画の最終年となる2026年度も、引き続き
「グリーンエネルギー事業の拡大」を重要な成長ドライバーの

ひとつに据え、従来の太陽光発電やEV充電器、蓄電池関連事
業に加え、自治体PPAや産業用蓄電所、系統連系線関連事業、
水素関連事業に全事業組織を挙げて取り組み、同事業の売上
高300億円の達成を目指しています。

グリーンエネルギー事業の拡大
2026年度売上高目標

300億円
（2022年度比3.3倍）

第5次中期経営計画における財務目標

■ 脱炭素・循環型社会・生物多様性への取り組み ―環境にやさしい社会をつくる、まもる―

リスク 

自然災害等の激甚化（移行リスク／物理的リスク）
機会 

脱炭素化にまつわる各種ビジネスチャンスの拡大

境評価を行う国際的 な非営利団体CDP
が実施する調査において、「気候変動」分
野に対する取り組みや情報開示が優れた
企業として、リーダーシップの「A-」評価を
獲得しました。
※1	 SBTが科学的に妥当であるかを評価・認定を行う国際的なイニシアチブ
※2	 CDPは、2000年に設立された英国の非政府組織（NGO）で、グローバルな環境情報開示シ

ステムを運営し、世界の企業の環境に関する情報を収集・分析をして、企業の環境面の取
り組みをAからD-までの8段階で評価をしています。

CDP※2「気候変動」 A-評価を獲得 
一連の気候変動への取り組みにより、当社は2025年、環

事業による環境保全への貢献

脱炭素化に向けた取り組み

TCFD提言を踏まえた情報開示

当社グループは、 2021年10月、気候関連のリスクと機会が財務に及ぼす影響を積極的に開示することを目的とした気
候関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）※3提言に賛同し、2022
年5月には同提言を踏まえた情報開示を実施し、「ガバナンス」「リスク管理」「戦略（シナリオ）」「目標」「実績」について以下
のように開示しました。

ガバナンス
2021年9月にESG経営推進委員会を設置後、マテリアリティ

「環境にやさしい社会をつくる、まもる」を経営会議と取締役
会の審議を経て決議したほか、脱炭素社会の実現への貢献を
本格化するべく、中期経営計画KPIのひとつである「温室効果
ガス排出量削減目標（2030年度）」を設定し、進捗をモニタリ
ングする体制を整備しました。2025年7月よりESG経営推進
委員会は、主に環境と社会課題を扱う「サステナビリティ委員
会（→P72参照）」に体制を変更しました。

2025年度は、同委員会を計4回開催し、グループ全体の具
体的なGHG排出量の削減状況と削減施策を議論、各種ESG
格付機関からの評価対応と結果の分析を行い、戦略の策定、
各種施策推進を実施しました。

また、経営陣のESGへの取り組み意識を高めるため、「GHG
削減目標」を業績連動報酬の指標としています。
リスク管理

気候変動関連のリスクと機会については、サステナビリティ
委員会が主管となり、気候変動に伴う外部・内部環境の変化
をモニタリングし、事業に影響を与える気候変動のリスクと機
会を洗い出しています。洗い出されたリスクと機会については
当社グループへの影響度等も評価・分析し、影響度の高いリス
クと機会を特定しています。その後、取締役会および経営会議
にて審議し、全社のリスクと機会として組み込んでいます。
戦略

2℃未満（1.5℃等）と4℃シナリオを参照し※4、将来的に発

生しうる気候変動関連のリスクと機会を分析しました（各想定
シナリオにおける「特定したリスク」「機会の考察」「取り組み」
については当社Webサイトに記載しています）。その結果、脱
炭素社会への移行（政策・法規制/市場・評判）により、今後想
定される事象による影響および気候変動による物理的（急性/
慢性）影響が顕在化すると評価しました。

これを踏まえ中期経営計画を見直し、「事業を通した脱炭
素社会の実現」が重要課題であることを再認識し、当社事業
の関わりとして、スマートインフラ/エネルギーソリューションの
需要拡大を今後見込まれる機会として特定しました。
目標

2050年カーボンニュートラル実現に向 けて「2050年ま
でに温室効果ガス（GHG）排出量実質ゼロの実現」を宣言
し、2030年度の温室効果ガス排出量の当社グループ（国際
航業（株）を除く）の削減目標を2021年度に設定しています。
2023年2月には科学的根拠に基づいた目標として、SBTiより
認定を受けました。また、中期経営計画においても非財務目
標として設定（→P57参照）することで、脱炭素における当社
事業の成長機会を着実に取り込んでいます。

国際航業（株）は、当社グループ参画以前の2021年9月に
削減目標を設定し、SBT認定を取得しています。2025年3月
には、新たにネットゼロの目標としてLong-Termの目標設
定を行いSBT認定を取得しています。併せてNear-Termの
目標をより積極的な目標に改めてSBT認定を取得しています

（→P58参照）。
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実績 （t-CO2e）

カテゴリ
排出量

2019年度（基準） 2024年度 2025年度

Scope 1（直接排出） 1,456 1,189 1,195

Scope 2（間接排出） 3,767 853 738

Scope 3
（その他の間接排出） 66,303 55,132 49,777

※ Scope 3排出量には、Category1、2、3、4、5、6、7、11、13が含まれています
※	国際航業（株）における年間の温室効果ガス排出量実績には、グループ参画前（2023年12月以前）の数値も含

まれています

Scope 1+2 Scope 3

2019
（基準年）

2030
（Near-Term）

Net
Zero

70%
削減

2050
（Long-Term）

中和

排出量

2019
（基準年）

2030
（Near-Term）

Net
Zero

2050
（Long-Term）

中和

排出量

50%
削減

―国際航業（株）―
2025年3月のSBT Near-Term目標の更新認定、Long-Term目

標の認定に伴い、従来の目標値から、対象範囲を含め以下目標値に
変更しました。

全体目標 SBT
2050年度までにバリューチェーン全体で
温室効果ガスのネットゼロ排出量を達成する。 2025年3月認定取得

Near-Term目標 SBT

Scope 1+2
2030年度までにScope1および2のGHG排
出量の絶対量を基準年（2019年）比で70％
削減する。

2025年3月更新認定取得

Scope 3

2030年度までにScope3のC3燃料およびエ
ネルギー関連活動、C6出張、C7通勤、C11
販売した製品の使用によるGHG排出量の絶
対量を基準年（2019年）比で50%削減する。
サプライヤエンゲージメント目標：C1購入し
た商品やサービス、C2資本財を対象とする
排出量で、2026年度までにサプライヤーの
65%が科学的根拠に基づく目標を設定する。

2025年3月更新認定取得

Long-Term目標 SBT

Scope 1+2
2050年度までにScope1および2のGHG排
出量の絶対量を基準年（2019年）比で90％
削減する。

2025年3月認定取得

Scope 3 2050年度までにScope3のGHG排出量の絶
対量を基準年（2019年）比で90%削減する。 2025年3月認定取得

工事センターにおける省エネ・創エネ
各地の工事センターは、照明のLED化、電気使用量のデマン

ド監視システム、屋上を利用した太陽光発電設備等を導入し、
省エネ化を進めています。

節電の推進／再生可能エネルギーへの切り替え
当社グループは、オフィスにおける電気使用量の削減に向け、

グループ一体で多角的な節電施策を推進しています。具体的

自社施設における省エネ
当社グループは気候変動対策として自社施設の省エネ・脱

炭素化を推進しており、2025年度に自社ビルにおけるRE電力
比率100%を達成しました。主な取り組みとして、（株）ソルコ
ムでは2025年11月に本社ビルへオフサイトPPAによる非FIT
太陽光電力を導入し、RE電力100%化を実現しました。

また、（株）TTKでは同月竣工の古川営業所において「ZEB 
Ready」認定を取得（→P55参照）、2026年7月竣工のTTK荒
井ビルにおいて「ZEB」認定を取得予定です。

には、OA機器の集約・最適化をはじめ、PCの省電力設定、適
切な室温管理、こまめな消灯、エレベーター利用抑制の啓発
などを徹底しています。

あわせて、各事業拠点で使用する電力を順次再生可能エネ
ルギー由来へ切り替えるなど、環境負荷低減に向けた調達の
最適化にも注力しています。
車両の燃費向上／温室効果ガス排出削減

EVやハイブリッド車など低公害・低燃費車への更改を進める
とともに、より環境負荷が低く交通事故削減にもつながる「エ
コドライブ」を、クラウド型ドライブレコーダーも活用しながら
推進しています。また、燃料添加剤による温室効果ガス排出
を抑制するなど、全社的な啓発活動と燃費向上、温室効果ガ
ス排出削減に取り組んでいます。2025年度は、業務で利用す
る一般車両のうち44%をEVやハイブリッド車に更改しました。
2026年度 は50%以上に
する計画です。

■事業所における太陽光発電設備の年間総発電量
（万kWh）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

28.5 32.4 31.1 52.0 83.5

自社オフィス・事業所等における取り組み

EVへの切り替えを促進

■ 脱炭素・循環型社会・生物多様性への取り組み ―環境にやさしい社会をつくる、まもる―

第5次中期経営計画における非財務目標

温室効果ガス排出量削減率（2030年度）

Scope 1＋2　2020年度比42％削減

Scope 3　2020年度比25％削減

実績
2020年度（基準年）からの温室効果ガス排出量実績は以下の通りです。

目標

目標

―ミライト・ワン グループ（国際航業（株）を除く）― （t-CO2e）

カテゴリ
排出量

2020年度（基準） 2024年度 2025年度
Scope 1（直接排出） 66,890 58,073 47,936
Scope 2（間接排出） 22,841 8,935 7,986
Scope 3（その他の間接排出） 2,471,130 1,971,722 1,850,367

Category1 購入した製品・サービス 513,292 315,487 319,226
Category11 販売した製品の使用 1,892,870 1,559,507 1,424,115
その他 （Category2、3、5、6、7、12、13）合計 64,968 96,728※1 107,026※1

Scope 1ｰ3 合算値 2,560,861 2,038,730 1,906,289
※2020年度（基準）の数値には西武建設（株）の数値を含めています

89,731
2,471,130

57,855
69,050

2,026,854
1,900,144

Scope 1+2 Scope 3
（単位：t-CO2e） （単位：t-CO2e）

2020
（基準）

2024 2025 20252020
（基準）

2024
（年度）（年度）

2020
（基準）

89,731

2,471,130
1,971,722

1,850,367
67,008

55,922

2024 2025 2020
（基準）

2024 2025
（年度）（年度）

Scope 1+2 Scope 3
（単位：t-CO2e） （単位：t-CO2e）

37.7%
削減

25.1%
削減

■温室効果ガス排出量実績
―ミライト・ワン グループ全体― （t-CO2e）

カテゴリ
排出量

2020年度（基準） 2024年度 2025年度
Scope 1（直接排出）
+Scope 2（間接排出） 89,731 69,050 57,855

Scope 3（その他の間接排出） 2,471,130 2,026,854 1,900,144
※2020年度（基準）の数値は国際航業（株）以外となります
※Scope 3排出量には、Category1、2、3、4、5、6、7、11、12、13が含まれています

※1 付表：その他の内訳 （t-CO2e）

カテゴリ
排出量

2024年度 2025年度
Category2 資本財 32,168 42,670
Category3 SC1、2に含まれない燃料およびエネルギー活動 12,598　 12,747
Category5 事業から出る廃棄物 2,910　 2,548
Category6 出張 1,899　 1,951
Category7 雇用者の通勤 3,454　 3,548
Category12 販売した製品の廃棄 4,719　 3,984
Category13 リース資産（下流） 38,981 39,578

※Category4、8、9、10、14、15は、当社では該当がありません

※ミライト・ワン グループ（国際航業（株）を除く）

Scope 1+2 Scope 3

2020
（基準年）

2030
（目標年）

2020
（基準年）

2030
（目標年）

42%
削減

25%
削減

実績
設定した削減目標の達成に向け、温室効果ガス排出量の削

減に努めています。実績値については以下をご覧ください。
なお、2025年度はScope1、2について独立第三者の保証

を受けています。
※3	 多くの情報に基づいた投資、信用、保険の引受決定を促進し、利害関係者が金融におけ

る炭素関連資産の集中をより良く理解できるようにすること。また、より効果的な気候関
連の開示に関する勧告を作成することを目的に金融安定理事会が設立

※4	 各シナリオは以下を参照しています。
	 急速に脱炭素社会が実現するシナリオ：IEA World Energy Outlook 2018 Sustainable 

Development Scenario （SDS）、IEA Energy Technology Perspectives 2017 Beyond 2℃ 
Scenario （B2DS）

	 物理的影響が顕在化するシナリオ： IPCC第5次評価報告書、IPCC1.5℃特別報告書

当社グループのTCFD提言に基づく情報開示についてはWebサイト
 （https://www.mirait-one.com/esg/environment）をご覧ください
国際航業（株）のTCFD提言に基づく情報開示についてはWebサイト
 （https://www.kkc.co.jp/sustainability/data/tcfd/）をご覧ください
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事業によるポジティブインパクトの最大化

上下水道工事のDX化推進ソリューションを提供
水リスクへの対応や水資源の有効活用の重要性が世界的

に高まっており、国内では社会インフラの老朽化や就労人口
の減少が深刻化するなか、当社グループは、水道インフラの
安定的・継続的な運用や水資源の有効活用を支えるべく、毎
年数十億円規模の水道エンジニアリング事業を展開していま
す。当社グループではウォーター PPP※1が目指す長期運用や
品質の維持、管理の効率化に貢献するソリューションを中心に、
計画、設計から保守、運用に至るまでを、5つのソリューション
を通じて、「フルバリュー型」にて提供しています。
※1	 水道、工業用水道、下水道などの水道分野を対象とした官民連携方式で、コンセッション（公

共施設等運営事業）方式と「管理・更新一体マネジメント方式」を合わせた総称

➀水道管劣化予測・影響度評価・更新計画策定ソリューション
お客様が保有する管路設備データと漏水履歴情報を活用

し、AI・機械学習によるアルゴリズムで水道管破損リスク、劣
化状態を予測。漏水発生時のビジネスリスクをマップ上に可
視化し、コスト条件等を考慮した対応計画を自動作成します。

データの
収集・整備 設備情報＋漏水情報 環境DB

劣化確率の
算出

・劣化診断結果の可視化
・AI・機械学習による計算

更新計画の策定 ・更新計画案の自動作成
最適化計算

重要度の設定
・漏水リスク影響度を可視化

・重要給水施設 ・コスト ・人口 ・口径
・地震被害（オリジナル機能）
日本環境に適した当社オリジナルサービス※2

病院/介護施設等

※2 FRACTA社のシステムを利用

➂水道スマートメーターソリューション
工業用水における遠隔監視、遠隔検針による流量管理業務

の効率化やトラブル対応の迅速化、またアプリケーションの活用
によるペーパーレス化や流量・申告管理の一元化を実現します。

➃ドローン水管橋点検ソリューション
ドローン × ICT技術を活用し、水道施設の老朽化による漏

水・破損事故の防止に貢献します。高所や河川上など、作業員
が近づきにくい場所でも安全かつ効率的に点検が可能です。
高精細カメラによる撮影で、腐食や損傷などの細かな劣化状
況を正確に把握し、近接目視と同等以上の質の高い診断を実
現します。

―マテリアリティ― 

環境にやさしく強靭な街づくり・里づくりへの貢献

■ 脱炭素・循環型社会・生物多様性への取り組み ―環境にやさしい社会をつくる、まもる―

リスク 

フルバリュー型モデル「横の統合」「縦の統合」の遅れ
機会 

地方創生／スマートシティ化ニーズの高まり

当社グループは、水リスクについて気候変動リスクと
同等の重要性を認識し、事業を通じた水リスク低減／水
資源の有効活用への貢献の一例として、水道インフラ工
事・メンテナンス等を中心とする各種ソリューションの提
供に注力しています。

当社グループは、事業活動に伴って生じた産業廃棄物
を自らの責任において適正に処理し、継続的な資源の利
用を意識した環境保全活動を推進し、地球環境負荷の低
減を図ります。

考え方

考え方

➁水道情報システム「SonicWeb-せせらぎ」
アセットマネジメントを実現するために開発された、豊富な

機能を持つパッケージソフトウェアです。水道事業体の業務を
支援し、業務の効率化・高度化を実現します。
※「SonicWeb-せせらぎ」についてはWebサイト
　（https://www.kkc.co.jp/service/item/153/）をご覧ください

➄水道土木エンジニアリング　
ソリューションを通じて得たデータを活用し、水道管工事、

上下水道施設の躯体建設など効率的な水道設備の構築更改
を提案していきます。

事業によるネガティブインパクトの最小化

産業廃棄物処理方針を制定
当社グループは、資源循環や廃棄物削減への取り組みを持

続的な成長と企業価値向上へとつなげていくため、2022年
度からの第5次中期経営計画において、2030年度の産業廃棄
物最終処分率の目標を策定しました。この取り組みを実効性

第5次中期経営計画における非財務目標

2025年度実績

3.27％

産業廃棄物
最終処分率
（2030年度） 1.5％以下

のある施策として展開するため、2022年7月に「ミライト・ワン 
グループ産業廃棄物処理方針」を制定し、方針に基づく適性
処理を推進しています。
建設副産物のリサイクル

各工事現場で発生する建設副産物を最小限にし、発生した
副産物を再生利用する取り組みを継続しています。再利用可
能なワイヤー巻き付けドラム「ECOドラム」の使用をはじめ、
廃材のトイレットペーパー化、使用後のユニフォームやヘルメッ
ト等のマテリアル処理によるリサイクル等を実施しており、西
武建設（株）ではタオルやソックスに循環再生しています。
紙使用の削減

当社では、会議のペーパーレス化を進めるとともに、押印文
書廃止と業務プロセス改革により、紙使用の削減に向けた具
体的な施策・取り組みを推進しています。
グリーン調達

2025年度のグリーン調達率は83.4％となり、2025年度末
目標値の80％を達成しました。引き続き、紙類・文具類のグリー
ン調達に取り組んでいきます。

水リスク低減／水資源の有効活用への貢献

循環型社会に向けた貢献

システム構成図
流量計 水道スマートメーター遠隔監視システム

水道
メーター 計器盤

超音波
流量計

水道
スマートメーター
遠隔監視システム

公衆携帯網

水道事業体

PC/スマホ/タブレット

※携帯各社に
　対応

計器盤

需要家

豊富な施工実績

多様な計測機器へ
の対応が当社の遠
隔監視システムの
強み

計器盤 センター設備
・自社製品
・各社の流量計に接続可能
 （ベンダーフリー）

クラウド化
カスタマイズ

共通プラットフォーム

—遠隔監視システムから水道メーター施工までトータルソリューションを提供—

※2025年度は、2024年度と比較すると、産業廃棄物の総量が約28%減ったものの、建物解体
工事等の実施により、石綿含有廃棄物等のリサイクル困難な廃棄物が3.7倍に増加しました。

環境マネジメント

ISO14001に準拠
当社グループは、グループ各社で環境マネジメントシステム

（ISO14001）に準拠・運用しており、当社の事業所の100％が
同認証を取得しています。各事業所では、業務の環境影響を
評価し、著しい環境影響への対策を立ててPDCAを回すことで、
継続的な改善につなげています。2016～2025年の10ヵ年度
において、環境関係法令違反は0件でした（国内グループ会社）。

また、これら環境保全活動のPDCAにおいては、主要なパ
フォーマンス指標（温室効果ガス排出量（電気使用量、ガソリン・
軽油等燃料の使用量）、産業廃棄物最終処分率、グリーン購入
額等）の実績値をモニタリングや分析に活用するほか、特に電
気使用量が増加する夏と冬には、実績値を活用した各職場の
独自目標のもとで使用量削減に取り組んでいます。
グリーン開発ガイドライン

当社は、地球環境の保全に向けて開発段階で配慮する項目
をまとめた「グリーン開発ガイドライン」に基づき、工法、製品、
サービスの開発においては関連法規制を遵守するとともに、ラ
イフサイクルを通した環境影響を考慮しています。

■供給者点数評価項目

管理項目 評価項目 評価基準

納期 納期・納品の遵守 納期・納品の規格値を満たしてお
りかつ不良発生率が低い

環境保全・社会 環境負荷の低減・人権の尊重 ISO14001の認証取得かつ人権
の尊重に取り組んでいる

品質 不良の有無 ISO9001の認証取得かつ品質の
規格値を満たしている

改善活動 改善活動への取り組み 改善品質が高く価格低減に反映

情報資産管理 情報資産管理体制の整備 ISO27001の認証取得かつ情報
管理体制が整備されている

経営 経営の安定性 各種上場会社・準ずる会社

取引会社選定・評価における環境基準
統合マネジメントシステムの一環として、取引会社が要求事

項に従って製品・サービスを供給することが可能かを判断し、
製品要求事項の確実な適合を図るため、取引会社を評価・選
定しています。具体的には、一定額以上の取引先に対して供給
者評価基準表による評価を実施し、全社内に共有しています。
評価項目には品質や納期、経営に関する項目に加え環境分野
に特化した内容も設定し、ISO14001認証取得状況や環境負
荷低減への取り組み等も評価ポイントとして捉えています。

■システム構成図
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生物多様性への取り組み

■国際航業（株）が有する自然資本との接点評価ツール「LEAP-Compass」を使用した評価

ミライト・ワン グループの自然資本に対する考え方
当社グループは、 「環境にやさしい社会をつくる、まもる」の

もと、「事業活動を通した脱炭素社会の実現」「環境にやさしく
強靭な街づくり・里づくりへの貢献」をマテリアリティとして定
めています。

これまでも、温室効果ガス排出量削減による気候変動対策
をはじめ、自然環境や生物多様性の保全に関わる取り組みを
実践してきました。今後もグループ内での認識をより明確にす
るとともに、様々なステークホルダーと協働してあらゆる企業
活動における生物多様性・自然資本に関する取り組みを更に
推進していくため、2025年3月、「ミライト・ワン グループ 生物
多様性・自然資本に関する行動指針」を制定しました。生物多

棚田、里山保全に貢献する米づくりに賛同
（ミライト・ワン米の取り組み）

当社グループは、パートナー会社である（株）村山土建が生
態系の保存や環境にやさしい農業への転換、棚田といった耕
作放棄地の増加への対応や里山の原風景の保存等を目的に
手掛けている「米づくり」に賛同し、継続して農作業の一部を
ボランティアのグループ社員でお手伝いしています。今後は、グ
ループ会社である国際航業（株）が提供する営農支援サービス

「天晴れ」を導入し、耕作稼働の軽減にもつなげていく考えで
す。新潟県十日町市の「ミライト・ワン米生産地」で収穫された
米は数量限定の「ミライト・ワン
米」として当社グループ内で販売、
株主優待品として提供していま
す。当社グループは、今後もこの
ような活動を通じて生物多様性
の保全に取り組んでいきます。

■ 脱炭素・循環型社会・生物多様性への取り組み ―環境にやさしい社会をつくる、まもる―

マテリアリティとして「環境にやさしく強靭な街づくり・
里づくりへの貢献」を掲げる当社グループは、生態系の
保存など生物多様性へも配慮した持続可能な社会の実
現に向けて、事業活動だけでなく、ボランティアなど社会
貢献活動にも注力しています。

考え方 様性・自然資本に配慮し、関連する各種ビジネスチャンスの拡
大を最大限に取り込みながら、当社グループと社会の持続的
成長を目指します。

TNFD提言を踏まえた情報開示

当社グループは、 2024年10月、自然関連財務情報開示タスクフォース※1（Taskforce on Nature-related Financial 
Disclosures）の理念に賛同し、その活動を支援するTNFDフォーラム※2へ参画しました。サステナビリティにおける9つのマ
テリアリティ（重要課題）のうち、「事業活動を通した脱炭素社会の実現」および「環境にやさしく強靭な街づくり・里づくりへの
貢献」において、GHG排出量削減による気候変動対策など、自然環境や生物多様性の保全に関わる取り組みを実践しています。

生物多様性保全に向けた事業活動の分析と情報開示
当社グループの事業活動が自然資本に与える影響やリスク

の分析、自然資本への依存、社会やお客様の環境負荷低減に
資する環境/GX関連事業（太陽光/水素発電等）の機会につい
て整理を進めており、TNFDの情報開示フレームワークに基づ
き、積極的な情報開示に努めていきます。

引き続き、適切な非財務指標の開示やカーボンニュートラル、
生物多様性保全に向けた取り組みと事業を通して、環境課題
を含む社会課題解決への貢献を目指します。
TNFD提言の一般要件

TNFD提言の6つの一般要件に対する、当社グループの考え
方は以下の通りです。

ガバナンス
気候変動関連と同様に「サステナビリティ委員会（→P72参

照）」を主管とする推進体制を構築・運営しています。
リスク管理

自然関連のリスクと機会については、サステナビリティ委員
会が主管となり、直接操業のみならずステークホルダー、バリュー
チェーンも考慮し、気候変動、生物多様性、自然資本（自然関

連）に伴う外部・内部環境の変化をモニタリングし、事業に影
響を与える自然関連リスクと機会、事業が自然関連に与える
リスクと機会を洗い出しています。
戦略
自然資本への依存と影響を分析

当社グループの全事業を対象に、TNFD推奨ツールである
ENCORE※４等を用いて事業活動の自然資本への依存と影響
を分析した結果、社会インフラ（土木・水道）構築、建設・リノベー
ション等で、気候調整や降雨パターン調整、浄水機能等への
依存が大きいことや、大気汚染、資源利用への影響が大きい
ことを確認しました。また、直接操業に関しては降雨パターン
調整への依存が大きいこと、淡水利用区域や騒音、排水の影
響が大きいことを確認しました。
グループ内の技術を活用し、優先すべき対応拠点を特定

ENCOREの結果をもとに、直接操業における事業実態から
事業規模と自然資本への依存度・影響度を検討した結果、 「大」
と評価した社会インフラ（土木・水道）構築、建設・リノベーショ
ン、環境・新エネルギー関連のサービスについて、各事業拠点
における自然との接点評価を行いました。

評価対象は西武建設（株）の事業拠点45拠点および当社
グループの自社保有拠点170拠点とし、LEAPアプローチの
プロセスに基づき、Locate（自然との接点の発見）を行いまし
た。評価に際しては、国際航業（株）の拠点評価ツール「LEAP-
Compass」（→P62参照）を使用しました。

評価の結果、西武建設（株）の2拠点と当社グループの22拠
点、計24拠点を「優先すべき対応拠点」と特定しました。これ
らの拠点についてEvaluate（依存と影響の診断）を行い、自然
資本への依存と与える影響を確認しました。
指標と目標

定性的な評価により、生物多様性を含む自然資本に関する
戦略と目標を検討し、更なる分析・評価を進めることで、事業
活動が自然資本に及ぼす指標を設定していきます。
※1	 環境分野の非財務情報開示の枠組みとして2021年6月に設立された国際イニシアチブ
※2	 TNFDの議論をサポートするステークホルダーの集合体
※3	 自然との接点、自然との依存関係、インパクト、リスク、機会など、自然関連課題の評価の

ための統合的なアプローチ
※4	 自然関連リスクへのエクスポージャー（曝露）を調査し、自然への依存とインパクトを理解

するために役立つ無料オンラインツール
当社グループのTNFD提言に基づく情報開示についてはWebサイト
  （https://www.mirait-one.com/esg/environment/#anchor6）をご覧ください

1. マテリアリティの適用
 「MIRAIT ONE Group Vision 2030」で定めたマテリアリティ

を適用し、ISSBのIFRSサステナビリティ開示基準と整合した
考え方で取り組みと開示を推進する。

2. 開示の範囲
 当社グループの事業戦略を基に、事業ごとに自然資本への

影響を分析し、影響度、事業規模、財務影響等を鑑みながら、
開示範囲を設定する。

3. 自然関連課題がある地域
 開示範囲で設定した事業に対して、LEAPアプローチ※3など

により自然資本に関する課題を把握し、優先的に対応すべき
地域を特定する。

4. 他のサステナビリティ関連の開示との統合
 TCFD提言に基づく気候変動に関する情報開示などとの統合

を考慮する。
5. 考慮された時間軸
 2030年を中期目標、2050年を長期目標と定め、事業年度ご

とに短期目標を設定する。
6. ステークホルダーとのエンゲージメント
 当社グループのお客様、パートナー企業、サプライヤ、投資家

などに対して、現在実施しているコミュニケーション手段を基
礎とし、自然資本への取り組みを共に推進する。

西武建設（株）の土木・建築事業の施工現場（45拠点）の評価結果

当社グループの自社保有拠点（170拠点）の評価結果 

出典： 国土地理院の地理院タイル（白地図）を加工して作成
 （https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html）

出典： 国土地理院の地理院タイル（白地図）を加工して作成
 （https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html）

対象 土木・建築事業の施工現場
評価対象数 45

該当数 2

センシティブな
地域の基準

生物多様性
の重要性

RESOLVE 0
CSL 1

生態系の完全性
FLII 0
MSA 0
BII 1

生態系サービスの重要性 LandMark 0

水リスク
量 0
質 0

対象 自社保有拠点
評価対象数 170

該当数 22

センシティブな
地域の基準

生物多様性
の重要性

RESOLVE 1
CSL 9

生態系の完全性
FLII 0
MSA 0
BII 15

生態系サービスの重要性 LandMark 0

水リスク
量 0
質 0

「LEAP-Compass」については国際航業（株）Webサイト（https://www.kkc.co.jp/service/item/35680/）をご覧ください
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安全マネジメント

「ミライト・ワン グループ 安全・コンプライアンス憲章」を改定
事業活動に際し、守るべき安全とコンプライアンスの方針

を明確化した「ミライト・ワン グループ 安全・コンプライアンス
憲章」を2026年2月に改定しました。今回の改定では、安全
対策に万全を期すことに加え、当社グループが遵守すべき行動、
関与しない行為を具体的に表現するとともに、優先人権課題
や情報セキュリティ等の観点からの見直しを行いました。

当社グループで働く全員が本憲章に基づいて安全確保とコ
ンプライアンスの徹底に取り組むことで、ステークホルダーの
皆様から信頼され続ける企業グループを目指し、持続可能な
社会の実現への貢献に努めています。
※改定「ミライト・ワン グループ 安全・コンプライアンス憲章」の詳細はWebサイト

（https://www.mirait-one.com/info/001819.html）をご覧ください

安全意識の更なる向上に向けて
事故撲滅と安全意識の更なる向上に向けて、基本動作に

日々立ち返るほか、安全作業手順書等の配備や安全教育の
実施、事故事例の映像化、安全関連規則のビジュアル化を進
めています。加えて、社長をはじめとする幹部が日ごろから積
極的に現場に足を運ぶほか、グループ会社やパートナー会社
も含む「安全大会」を毎年開催することで、従事者との安全コ
ミュニケーションの活性化や安全意識の再確認、安全対策の
水平展開を図っています。

また、重大事故が発生した場合は、速やかに主要グループ
会社を含めた緊急事故対策会議を開催し、事故の背景・経緯
の深掘りや真の原因究明を行うとともに、グループ共通の再

発防止対策を決定・実践しており、グループ一丸となって事故
撲滅に取り組んでいます。
危険体験・体感研修

建設業における死亡事故の約4割を占める墜落・転落事故
の撲滅を目指し、VRによる「危険体験・体感研修」を実施して
います。転落事故を身をもって疑似体験することで、基本動作
や墜落制止用器具の重要性への認識、安全意識を高めるこ
とを目的としています。
危機発生時の安全確保

大規模自然災害に備え、また、災害時における情報通信イ
ンフラの復旧支援の重要性の高まりを踏まえ、年2回の定期
災害対応訓練を通じ、災害発生時の行動原則や安否確認方
法、災害情報収集方法等を習得しています。

「ミライト・ワン流 スマートワークライフスタイル改革」につい
ては、在宅勤務やリモートワーク等の柔軟な働き方における
安否確認システムの有効性を確認のうえで推進しています。
高所安全作業者認定の資格取得を促進

技術者が高所での作業を安全かつ確実に行えるよう、「高
所安全作業者認定（アクセス系）」「高所安全作業者認定（ネッ
トワーク系）」の資格取得を促進しています。

クラウド型ドライブレコーダーの導入
各現場への移動など業務中の運転における交通事故の撲

滅に向けて、2019年より業務車両へのクラウド型ドライブレコー
ダーを活用しています。2025年度末現在で当社グループ全体
の約68%（約1,600台）の車両への導入が完了しています。

VRによる危険体験・体感研修 高所作業体験研修

■高所安全作業者認定の新規受験者数
 （名）

2023年度 2024年度 2025年度

アクセス系 52 73 51

ネットワーク系 56 39 21

第5次中期経営計画における非財務目標

重大人身事故件数/重大設備事故件数
ゼロを目指す

2025年度実績
重大人身事故1件、重大設備事故ゼロ

社会のインフラづくりが事業領域である当社グループ
の価値創造は、安全の担保・向上を大前提としており、安
全を最優先する業務プロセスを実行しています。

―マテリアリティ―
安全と品質の向上

現場見守り用ネットワークカメラの導入を拡大
当社グループは、長年構築してきた地域ネットワークを活用

した地方創生ビジネスを展開しており、遠隔地や山間部など
での業務を有します。現地視察による現場見守りに過大な労
力やリスクを伴う案件については、ICT技術を駆使した効率化
等により、限られた人材で安全・高品質なサービスを提供でき
る仕組みを構築しています。2025年度は、現場見守り用ネッ
トワークカメラによる見守り業務を更に拡大するとともに、運
転シミュレータの導入
などに取り組みました。
引き続き、これらの取り
組みを推進し、現場人
財の安全確保とワーク
ライフバランスの更な
る向上に注力します。
ISO45001に準拠した労働安全衛生マネジメントシステム

ISO45001に準拠した労働安全衛生マネジメントシステム
を運用し、当社の全事業所が同認証を取得しています。業務
の遂行にあたり安全を最優先することを明記した労働安全衛
生方針に基づき、法規制および労働安全衛生要求事項の順守、
リスクアセスメントと危険予知活動を通じた労働安全リスク
の低減・排除のほか、相互啓発による安全・安心の定着を促進
しています。管理項目として重大人身事故、重大交通事故等、
重大な不安全行動等を設定し、継続的な改善を図っています。

ISO9001に準拠した品質マネジメントシステム
ISO9001に準拠して品質マネジメントシステムを構築・

運用しており、品質方針として「法規制や顧客要求事項へ
の迅速な対応」「製品・サービスの質的向上や施工品質の向
上による顧客満足度アップ（効率的な生産・サービス活動も
実現）」「品質リスクの低減によるQCDの維持・向上の実現」
を掲げ、達成への具体的なプロセス・手順や判断基準を社
内規定類で明確化しています。

また、各業務品質の確認・検証の精度をモバイル端末等
も活用しながら追求しているほか、各グループ会社がそれ
ぞれの事業内容に応じて設定した目標（設備事故件数、検
査指摘件数、お客様満足評価ポイント等）の達成状況をレ
ビューし、次年度以降の取り組みにつなげています。

品質マネジメント

当社グループは、品質を安全と同等に重要な経営課題およ
び競争力の源泉のひとつとして位置づけ、「ミライト・ワン グルー
プ 安全・コンプライアンス憲章」においては「品質の確保」を
改めて重要課題として認識し、「常に新しい技術を取り入れ、
お客様の信頼に応え続けるよう、高品質で優れた成果物を提
供する」ことを掲げています。
技術力・現場力の向上と伝承

サービス品質を支える技術力の着実な向上と伝承に向けて、
各種研修や技術認定を実施しています。

具体的には、近年の工事件数の増加や工事内容の多様化・
複雑化等を背景に、各現場の責任者として事業推進の中核を
担う工事長（当社グループが個別工事の統括のために任命す
る監督職のひとつ）には幅広い対応力が求められることから、
新任工事長と工事長補佐を対象とする「工事長研修」を実施
しています。

また、専門技術者の育成を目的とする技術者育成部会は、
当社グループおよび協力会社の社員を対象に各種研修を実
施しており、特にモバイル実技研修には2010年の開始から累
計2,069名が受講し、スキルアップを図っています。

加えて、毎年競技会への参加等を通じて、更なる技術力の
向上に努めています。2025年10月、愛知県で開催された「第
63回 技能五輪全国大会」において、競技職種の「情報ネッ
トワーク施工」に当社社員3名が出場し、2日間で約8時間に
わたる競技に挑みました。光構内配線やメタル構内配線な
どの7課題について、作業の正確さやスピード、仕上がりの美
しさを含めた“品質の高さ”などを競い合い、吉田 陽菜選手
が「銀賞」、中村 優希選手が「敢闘賞」を受賞しました。吉田
選手は昨年度の「金賞」に続いての受賞となりました。

更に、2025年11月、台湾・台北で開催された「第3回 技能
五輪アジア大会」に、吉田選手が昨年度の技能五輪全国大会
の金賞受賞者として出場権を得て、情報ネットワーク施工職
種における「金賞」を受賞しました。技能五輪アジア大会は、
WSA（ワールドスキルズアジア）加盟国が参加資格を有し、ア
ジア地域の青年技能者を対象に、幅広い職種の技能競技を
通じ、参加国・地域の職業訓練の振興と技能水準の向上、技
能者の国際交流、親善を
図ることを目的としていま
す。また、吉田選手は、日
本選手が参加した全20職
種 のうち、最高得点 を獲
得した選手にのみ贈られ
る「Best of Nation」を受
賞しました。

ネットワークカメラによる遠隔地の見守り

第3回 技能五輪アジア大会で金賞を受賞
した吉田 陽菜選手
写真出典：WorldSkills.jp

（https://worldskills.jp/wsac/）

リスク 

事故発生による信頼低下と事業機会の減少
機会 

安全品質の追求による人財確保とブランド力の向上

考え方

■ 安全・品質向上とパートナーとの共創 ―安心・安全で豊かな社会をつくる、まもる―



Pt.2 企業価値向上戦略 Change 5  ESG経営基盤強化

65 66株式会社ミライト・ワン 統合報告書 2026

O
ur Focus

デ
ー
タ

人
間
中
心
経
営

事
業
成
長
加
速

利
益
性
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス

企
業
価
値
向
上
戦
略

E
S
G
経
営
基
盤
強
化

デ
ー
タ
イ
ン
サ
イ
ト 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

今回の実証事業では、群馬サファリパークおよび世界遺産・
富岡製糸場をフィールドとして、高感度AIカメラを設置し、顔
認識やナンバープレート解析を活用し、来園者や観光客の行
動データを可視化・分析することを目指しています。これにより、
人・車・データの流れを明らかにし、観光地運営の最適化や地
域経済の循環を促進する仕組みの構築、キャッシュレス決済
サービス「ETCX」の導入に取り組みます。当社は、インフラ構
築の専門性を活かした設備構築を担い、コンソーシアム各社は、
データの有効性および経済
効果を検証します。

将来的には、地域全体の
回遊性向上や観光・商業活
性化を実現する「地域DXの
モデルケース」として発展さ
せる計画です。

リスク 

パートナーシップの長期固定化による変化対応力の低下
機会 

共創パートナーの増加によるエコシステムの形成・拡大

公正取引とパートナーシップ
「ミライト・ワン グループ 安全・コンプライアンス憲章」の「６．

公正かつ適正な取引とパートナーシップ」においては、取引
にまつわる各種法令の遵守や透明・公正な取引を行うほか、
パートナー会社との良好な協力関係を保持することで、とも
に社会課題の解決に寄与する姿勢を明確にしています。
※詳細はWebサイト（https://www.mirait-one.com/info/001819.html）をご覧ください

■「パートナーシップ構築宣言」の推進 
安心・安全な社会の一端を担う通信インフラを創り、守っ

てきた当社グループは、未来の社会インフラを「創り・守る」
ためにはパートナーとの共創こそが最重要であるとの考え
のもと、これまで以上に広く社会インフラ領域で社会課題の
解決に貢献し続けることを目指し、公正取引とパートナーシッ

■「マルチステークホルダー方針」を制定
当社は、「技術と挑戦で『ワクワクするみらい』を共創する」

というパーパスのもと、ステークホルダーとの協創により、
新たな価値の創造と継続的な成長を目指しています。

当社の経営においては株主に加え従業員、取引先、顧客、
債権者、地域社会をはじめとする多様なステークホルダー
との価値協創が重要となっていることを踏まえ、2025年3
月に「マルチステークホルダー方針」を制定し、マルチステー
クホルダーとの適切な協働に取り組んでいます。

価値協創や生産性向上によって生み出された収益・成果に
ついて、マルチステークホルダーへの適切な分配を行うことが、
賃金引き上げのモメンタムの維持や経済の持続的発展につ
ながるとの観点から、以下の取り組みに注力しています。

■群馬県運営の官民共創拠点「NETSUGEN」へ加入
当社群馬支店は、2025年10月に群馬県が運営する官民

共創スペース「NETSUGEN（ネツゲン）」に加入しました。「多
様な熱源が交わり、新たな価値を生み出す」という理念のも
と、最新技術を持つ企業、NPO、大学、研究機関と、地域課題
解決に取り組む市町村・県が直接交流できる場で、オープン
イノベーションによる新規事業の創出や、地域課題解決に向
けたDX推進等を目的に2020年に誕生しました。群馬県では、

「NETSUGEN」を拠点に、官民が一体となり、デジタルの力
で地域全体を活性化させることを目指しています。

当社群馬支店は、スマートシティの推進や地域防災対策、
インフラの老朽化対策など、群馬県が抱える課題に対し、デジ
タル技術を活用したソリューションを共創し、地域課題の解決
に寄与します。また、当社社員がメンターや講師としてプログ
ラムに参画することで、地域のDX人財育成に貢献していきます。

具体的な活動内容は、「NETSUGEN」会員企業と共同での、
AI、ドローンなどを活用した次世代インフラ管理技術や再生
可能エネルギー関連ソリューションの実証実験の実施、当社
専門技術者による技術セミナー、学生・若手クリエイターとの
アイディアソン※2、ワークショップ等の共催を予定しています。

なお、「NETSUGEN」を拠点とす
るスタートアップに対しては、当社の
技術リソースや事業化ノウハウを提
供し、協業による実証実験やスケー
ルアップを支援していく予定です。

プを基盤に「パートナーシップ構築宣言」を推進しています。
サプライチェーン全体の共存共栄と新たな連携に取り組

む同宣言を機に、パートナーシップをより強固に、お客様や
社会の持続的な発展に貢献し企業価値の向上に努めてい
きます。
※「パートナーシップ構築宣言」の詳細はWebサイト
 （https://www.biz-partnership.jp/declaration/123056-04-00-tokyo.pdf）をご覧ください

パートナーとの共創

ミライト・ワン パートナー会
ミライト・ワン グループは2022年7月にコアパートナーと

ミライト・ワン パートナー会を発足して以降、組織の拡大に
努めながらパートナー共創を強化しており、2026年4月1日
現在の会員数は591社です。成長分野である「みらいドメイン」
のビジネスにパートナーとともに挑戦するほか、人財育成機
関「みらいカレッジ」の戦略的な学びの提供により、パートナー
の成長・変革を支援しています。

また、安全経営・健康経営の推進や現場の働き方改革、
DXによる現場作業のバリューチェーン改革等もパートナー
とともに進めることで、社会価値の共創と企業価値向上に
つなげていきます。

ミライト・ワン パートナー会 ポータルサイト

（1）従業員への還元
● 賃金改善や処遇改善への継続的取り組み
● 能力開発のための各種研修、奨励金制度等の資格取

得支援
● 「みらいカレッジ」の活用によるスキル拡充、リスキリ

ング
（2）取引先への配慮

● パートナーシップ構築宣言の内容遵守
（3）その他のステークホルダーに関する取り組み

※「マルチステークホルダー方針」の詳細はWebサイト
 （https://www.mirait-one.com/info/001609.html）をご覧ください

―マテリアリティ―
パートナーとの協働による社会価値の共創

■ 次世代配膳ロボットの日本市場本格展開に向け
 スタートアップ企業と戦略的パートナーシップを締結

当社とBear Robotics Japan合同会社は、次世代配膳ロ
ボット「Servi Plus」を日本市場で本格展開するため、2025
年9月に戦略的パートナーシップ契約を締結しました。「Servi 
Plus」は、Bear Roboticsが開発した最新型の配膳ロボットで、
大容量トレー、高精度センサー、クラウド連携機能を備え、従
来の業務効率化に加え、建物や都市インフラとの統合を可能
にする点が特徴です。POSシステムや自動ドア、エレベーター
などとAPI※1で連携でき、将来的にはスマートビルやスマート
シティにおける“モビリティ・インフラ”としての役割も期待され
ています。

当社は、全国に広がるICTソリューション・通信インフラ構
築の実績を強みに、ロボット導入の販売から設置、運用サポー
トまでを一気通貫で担います。Bear Robotics Japanはシリ
コンバレー発のロボティクス技術をベースに、日本市場に合
わせたソフトウェア・サービスを提供することで、両社の協業
効果の最大化を目指します。

両社は今回のパートナーシップを通じ、 外食産業などサー
ビス現場の人手不足解消、省人化・効率化を進めると同時に、
都市全体のデジタルトランスフォーメーションを加速させてい
きます。特に「Servi Plus」を起点と
したエコシステムの拡張により、単
なるロボット製品の枠を超え、スマー
トシティの基盤を支えるトータルソ
リューションを提供していく方針です。
※1	 API（Application Programming Interface）：異なるアプリケーションやシステム同士を連

携させる仕組み

■ 人流データの可視化とETC-X技術を活用した
 群馬県補助事業による地域DX実証に参画

当社は、群馬サファリパーク（群馬県富岡市）において、群
馬県の補助事業「ぐんま未来共創トライアル」で2025年12月
に採択された「データと自動化技術で挑む“街の生産性改革”
実証事業」に、コンソーシアムの一員として参画しています。

本事業は、群馬県が推進する「新しいことは群馬で試す」を
テーマに、デジタル技術を活用した新たなビジネスの実証・実
装を支援する制度のもと実施されるものです。当社は、これ
まで培ってきた通信・社会インフラ技術や、地域社会のデジタ
ルトランスフォーメーション（DX）を推進する知見を活かし、（株）
ヨコオ、Zenmov（株）および群馬サファリ・ワールド（株）とと
もに４社でコンソーシアムを構成し、地域経済の生産性向上
と観光客の行動データ可視化に貢献します。

群馬サファリパーク
写真出典：群馬サファリ・ワールド（株）

（https://safari.co.jp/）

コワーキングスペース
写真出典：NETSUGEN

（https://www.netsugen.jp/）

■ 安全・品質向上とパートナーとの共創 ―安心・安全で豊かな社会をつくる、まもる―

※2	「アイデア」と「マラソン」を組み合わせた造語で、
多様な参加者が集まり、短期間で集中して新し
いアイデアを創出するイベント
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役員紹介 （2026年6月24日現在） （取締役会出席状況は2025年度）

取締役 監査等委員（独立社外取締役）　

水間 克之
選任理由

長年にわたる金融機関における要職歴に加え、
輸送用機器メーカーでの専務執行役員CFO兼
CRMOとしての実績を有し、企業経営、財務・リ
スク管理およびグローバル事業に関する豊富な
経験と高い専門見識を備えております。同氏の
知見を活かし、経営の妥当性を確保するための
役割を果たしていただけるものと判断し、取締
役の職務執行の監督を遂行するうえで適任であ
り、その役割を期待しています。

所有株式数 0株
取締役在任年数：新任
取締役会出席状況
―（新任）

取締役 監査等委員（独立社外取締役）

水谷 翠
選任理由

公認会計士および税理士としての高度な専門知
識と、他社での社外役員としての豊富な経験を
有しています。2025年6月に当社の取締役監査
等委員に就任して以降、財務・会計・税務に関す
る専門的な視点から、当社の経営の適法性およ
び妥当性を確保するための厳格な監査機能を
発揮してきました。同氏は当社の実効性の高い
監査・監督体制を担う人材として適任であると
判断しています。

所有株式数 327株
取締役在任年数：1年
取締役会出席状況
15回／15回（100％）

取締役（独立社外取締役）

瓦谷 晋一
選任理由

ITソリューション企業の代表取締役社長やベン
チャーキャピタルのCEO等を歴任し、情報通信
分野における事業投資・新規事業育成やグロー
バル事業展開に関する豊富な経営経験を有して
います。2021年6月に当社社外取締役に就任し
て以降、その深い知見に基づき、当社の持続的
な企業価値向上に向けた客観的な経営監督・助
言を行ってきました。同氏は当社の透明性向上
と監督機能向上に貢献いただけるものと判断し
ています。

所有株式数 4,524株
取締役在任年数：5年
取締役会出席状況
20回／20回（100％）

取締役（独立社外取締役）

塚﨑 裕子
選任理由

中央省庁における要職や大学教授としての活動
を通じ、公共政策、地域創生、ダイバーシティ推
進等に関する高い専門性と豊富な経験を有して
います。2022年7月の当社社外取締役就任以
降は、これらの幅広い知見を活かし、客観的な
経営監督と助言を行ってきました。同氏は当社
の持続的な企業価値向上に貢献いただけるも
のと判断しています。

所有株式数 2,261株
取締役在任年数：4年
取締役会出席状況
20回／20回（100％）

取締役（独立社外取締役）

山本 眞弓
選任理由

弁護士として企業法務に関する高度な専門知識
に加え、政府審議会等の委員を歴任した豊富な
経験と見識を有しています。また、2020年6月に
当社社外取締役として就任以降は、これらの知
見を活かし、客観的かつ専門的な視点から当社
の経営に対する実効性の高い監督・助言を行う
とともに、指名・報酬委員会委員長としてガバナ
ンス強化に大きく貢献してきました。同氏は引き
続き当社の経営監督機能を担う人材であると判
断しています。

所有株式数 1,130株
取締役在任年数：6年
取締役会出席状況
20回／20回（100％）

取締役 常務執行役員 CFO

三ツ矢 高章
選任理由

通信業界における豊富な高い専門性を有し、当
社取締役常務執行役員財務経理本部長CFOと
してグループの財務戦略を統括してきました。
財務体質の強化や最適なキャッシュマネジメン
トを通じて経営基盤の強化に大きく貢献してお
り、当社の持続的な企業価値向上に不可欠な
人材であると判断しています。

所有株式数 8,010株
取締役在任年数：3年
取締役会出席状況
20回／20回（100％）

取締役 専務執行役員
キャリアイーストカンパニー 社長

高岡 宏昌
選任理由

ICT業界において新サービス開発や事業展開、
会社経営に関する高い知見と豊富な経験を有
し、当社においては、常務執行役員安全品質統
括本部長としてグループ全体の安全品質管理
体制の強化を牽引したほか、取締役常務執行
役員キャリアイーストカンパニー 社長として事
業拡大と体制強化を推進してきました。その優
れた経営能力と見識により、当社の持続的な企
業価値向上を牽引する人材として適任であると
判断しています。

所有株式数 1,758株
取締役在任年数：1年
取締役会出席状況
15回／15回（100%）

取締役 常務執行役員 CHRO

脇本 祐史
選任理由

通信業界における事業統括の豊富な経験を有
し、当社取締役常務執行役員総務人事本部長
CHROとしてグループ全体の人的資本経営およ
び経営基盤の強化を牽引してきました。その優
れた見識と経営能力により、当社の持続的な企
業価値向上を牽引する人材として適任であると
判断しています。

所有株式数 9,344株
取締役在任年数：4年
取締役会出席状況
20回／20回（100％）

取締役 専務執行役員 CMO
ソリューションカンパニー 社長

髙屋 洋一郎
選任理由

通信業界における豊富な経営経験を有し、当社
取締役専務執行役員ソリューションカンパニー 
社長およびCMOとしてソリューション分野の営
業戦略を統括してきました。新ビジネス開発・
推進を通じた経営基盤の強化に大きく貢献して
おり、当社の持続的な企業価値向上に不可欠
な人材であると判断しています。

所有株式数 6,750株
取締役在任年数：4年
取締役会出席状況
20回／20回（100％）

代表取締役 専務執行役員
キャリアウエストカンパニー 社長

遠竹 泰
選任理由

電気通信設備分野における幅広い見識と豊富
な経営経験を有し、当社代表取締役専務執行
役員およびキャリアウエストカンパニー 社長と
して事業拡大と体制強化を推進してきました。
その優れた経営能力は、グループ全体の持続的
な企業価値向上を牽引する人材として適任であ
ると判断しています。

所有株式数 14,831株
取締役在任年数：7年
取締役会出席状況
20回／20回（100％）

代表取締役会長

中山 俊樹
選任理由

通信業界における豊富な経験と高い見識を有
し、当社代表取締役会長としてグループ全体の
経営を強力に牽引してきました。優れたリーダー
シップを発揮し、経営改革や新ビジネスの開拓
を通じた企業価値向上に大きく貢献しているこ
とから、当社の持続的な成長に不可欠な人材で
あると判断しています。

所有株式数 25,080株
取締役在任年数：8年
取締役会出席状況
20回／20回（100%）

代表取締役社長 CEO 

菅原 英宗
選任理由

通信業界における事業展開や会社経営に関す
る高い専門性と豊富な経験を有し、当社代表取
締役社長としてグループの企業価値向上を力強
く牽引してきました。その優れた人格・見識およ
び経営手腕は、当社の持続的な成長と経営改
革の推進に適任であると判断しています。所有株式数 9,552株

取締役在任年数：2年
取締役会出席状況
20回／20回（100%）

取締役 監査等委員（常勤）

瀬尾 真二
選任理由

長年にわたり通信インフラ施工およびソリューショ
ン事業で豊富な経験を積み、常務執行役員安全
品質統括本部長としてグループ全体の施工安全
および品質管理体制の強化を牽引し、2024年6
月からは監査等委員として、これらの深い事業理
解と優れた現場感覚を活かし、実効性のある監
査・監督体制の強化に貢献してきました。同氏の
広範な知見と経験は、当社の経営監視機能を維
持・強化するうえで適任であると判断しています。

所有株式数 17,051株
取締役在任年数：2年
取締役会出席状況
20回／20回（100％）

■ コーポレート・ガバナンス、コンプライアンスとリスクマネジメント ―公正・透明な企業グループをつくる、まもる―
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社外取締役からのメッセージ

■ コーポレート・ガバナンス、コンプライアンスとリスクマネジメント ―公正・透明な企業グループをつくる、まもる―

社外取締役
指名・報酬委員会委員長

山本 眞弓

新・コーポレートガバナンス・コードを踏まえ、モニタリングボードとしての更なる進化に取り組みます。
2026年7月に改訂コーポレートガバナンス・コードが公表されました。「守り」だけではなく、「稼ぐ力」の向上、「攻め」のガバナン

スの実現を目指す方向性に変更はなく、形式的対応に止まらず改革の実質化が重視されている点、そして、短期目線ではなく中長
期的企業価値向上のための成長投資等の実行を促す姿勢は、上場企業の株価や資本効率の向上を更に後押しするものと考えます。
取締役や経営陣に対する監督の責務を負う取締役会の機能強化がますます求められ、独立社外取締役の役割が更に注目されるこ
とになります。

当社の取締役会は現在はマネジメントとモニタリングのハイブリッド型であり、事業持株会社形態のもとで一定の成果を上げてい
る一方、この体制のままで良いのか、変化していく必要はないのかを考えるべき時期に来ていると思います。ただしその場合も、形
式ではなく、当社に合う姿を実質的に検討するなど実効性を優先すべきと考えます。

現在の社外取締役メンバーは、スキルマトリックスの視点からも良いバランスを実現できていると考えています。取締役会では、

各自の視点（本当にそれぞれの視点が異なる）からの指摘を活発に行っており、執行側も、その指摘に緊張感を持って真剣に向き合い、経営に活かそうとい
う姿勢を持って対応されていると感じます。

社外・社内の割合については様々な議論がありますが、単純な割合のみでなく社外取締役のスキルマトリックスを精査し、当社グループに適切な社外取
締役を求めていくことが大切です。その意味で、今回新たに監査等委員として就任された水間取締役についても、様々なスキルを会社のために発揮いただ
けると確信し候補としました。私を含む指名・報酬委員が直接面接し、委員会で率直に討議しています。このような方法は、今後も継続したいと考えています。

今後は、現状を更にブラッシュアップするための方策を、指名・報酬委員会が主導して考えていかなければならないでしょう。私は、特に足元の業績が上
向きである現在こそ、マネジメントは極力執行に任せ、取締役会はモニタリングを強化するべきと考えます。そして、取締役会としてモニタリングの意識をま
すます高めていくために、コミュニケーションを強化していければと思います。通り一遍の話ではなく現場の実態を踏まえた実質的な論議が必須であり、そ
のためには、社内と社外が垣根を越えて自由に意見交換する場を更に増やしていくことも一案です。また、そうした取り組みにおいては、株主・投資家以外
のステークホルダー、特に、現場を担う従業員の視点も忘れずに職務を果たしてまいります。

社外取締役 
指名・報酬委員会委員

瓦谷 晋一

中期経営計画の完遂と持続的成長に向けたモニタリング機能の高度化
当社グループの中期経営計画は2026年度で最終年度を迎え、業績数字は一部指標を除き着実に積み上がり、各種目標の達成

に向けて概ね順調に推移しています。こうした成果を支える取り組みのひとつが、近年のガバナンスの実効性の追求であると考えます。
当社は直近10年程度においてガバナンス改革にに取り組み、取締役会の規模縮小などの構造改革を進め、意思決定の迅速化と
監督機能の強化に取り組んできました。その結果、実質的な「モニタリングボード」への進化が着実に進み、取締役会では、経営
戦略やリスク管理について、より本質的かつ深掘りした議論が交わされています。私を含む社外取締役も、業務執行側への適切な
緊張感をもたらす役割を果たせていると実感しています。

今後、モニタリングボードとしての機能を更に高度化し、中長期的な企業価値向上に貢献していくには、社外取締役への「情報
アクセス体制の強化」が極めて重要な鍵になると考えます。現在も取締役会ごとの事前説明会、現場視察、幹部合宿への参加、
経営幹部との懇親会など多角的な情報提供や対話の機会が用意され、経営状況の把握に非常に役立っています。しかし、日々の

オペレーションや現場の課題感を俯瞰し、経営の健全性と成長性をより深いレベルでモニタリングするには、意思決定となる基礎的情報や一次データへ、
よりタイムリーかつ多角的にアクセスできる仕組みが必要です。今後はこうした点についても積極的に課題提起し、執行側との情報ギャップを埋める取
り組みを推進していきます。

一方で成長戦略の面では、グローバル事業の再構築が次期中期経営計画に向けたひとつの焦点であると認識しています。現在、Lantrovision（S）Ltd
は旺盛なデータセンター関連需要も取り込みながら堅調な成長を続けており、グループのグローバル展開を牽引しています。しかしながら、同社以外の
地域や分野ではグループ全体としての持続的な成長モデルが確立されているとは言い難い状況です。海外市場のポテンシャルを確実に収益へ結びつけ
るためには、これまでの取り組みを冷静に検証する必要があります。そのうえで次期中期経営計画に向けては、当社グループの強みを最大限に活かせる「海
外の真の成長分野」を的確に見極め投資の選択と集中を行うほか、グローバル全体の成長モデルをゼロベースで再構築することが不可欠です。

中期経営計画の完遂とその先の持続的成長に向け、私は引き続き社外取締役としての独立した立場から執行側を適切に監督・支援し、更なる企業価
値向上に貢献することで、株主・投資家の皆様のご期待に応えていきます。　

社外取締役 
指名・報酬委員会委員

塚﨑 裕子

サステナビリティガバナンスの進化に向けて
私はミライト・ワン グループが発足した2022年7月に社外取締役に就任しました。これまでを振り返ると、当社グループは時代

の要請や社会の変化に応じて事業構造や経営の在り方を柔軟に変革しながら、着実に前進してきたと考えます。
サステナビリティ経営については、2025年7月、代表取締役会長と代表取締役社長を共同委員長とするサステナビリティ委員会

を新設し、取締役会と密接に連携しつつ、グループ横断的なサステナビリティ課題に関する取り組みの方向性の整理や、具体的施
策の推進を担う体制へと見直しを行いました。あわせて、2026年度からは取締役のスキルマトリックスに「サステナビリティ」の項
目を追加しました。これらの取り組みは、サステナビリティを企業価値向上を支える経営の根幹と位置付け、また、ガバナンスの実
効性を高めながら着実に推進していこうとする当社の強い意思の表れと受け止めています。

サステナビリティの基礎には、当社が掲げる「人間中心経営」があります。その実現を支える重要な柱のひとつが人財育成です。「み
らいカレッジ」では、最先端領域を含めて研修コンテンツを継続的に拡充するとともに、パートナー企業の人財にも利用を広げな

がら、「超・通建」への事業構造改革を支える体系的かつ実践的な学びの機会を提供しています。こうした学びを通じて培われた高い技術力は、2025年の
「第3回技能五輪アジア大会」に初出場した若手技術者が情報ネットワーク施工職種で「金賞」を受賞するという成果にもつながっています。変化の激し

い経営環境の下、人財成長の取り組みを不断に深化させるとともに、新たな挑戦を重ね、イノベーションの創出につなげていくことがこれまで以上に求
められていると認識しています。加えて、地域との共創を通じて社会課題の解決に貢献していくことも重要です。とりわけ地方では、少子高齢化や人口減
少を背景として、人手不足をはじめ、社会インフラの老朽化、防災・減災への対応、DXの推進、スマート農業の導入など、多様で複雑な地域課題に直面し
ています。当社では、情報通信および土木建築の分野で培ってきた技術力やノウハウを活かし、これらの課題の解決に取り組むとともに、環境に配慮し
た強靭な街づくり・里づくりを通じて地域との信頼関係を着実に築き、地域との共創を深めています。こうした地域に根差した取り組みを持続的に強化す
ることで、社会課題の解決と企業価値向上の好循環を生み出し、サステナビリティ経営の礎を築いていくことを期待しています。

今後とも、社外取締役および指名・報酬委員として、経営陣との建設的な対話を重ね、これまで官庁及び大学で培ってきた経験を活かしながら、実効
性の高いガバナンスの実現に努め、当社の持続的な成長と企業価値向上に貢献してまいります。

社外取締役 監査等委員

水谷 翠

リスクテイクを企業価値向上に直結させる取り組みに注力します。
足元の業績や株価は堅調に推移し、中期経営計画や「5Changes」の取り組みは着実に成果を上げていると評価しています。こ

のような中、私が重視するのは、業績の拡大そのものではなく、その成長が適切なリスク管理のもとで実現されているかという点
です。その観点から注目しているのが、2024年度に設置された「ビジネスリスク管理室」です。同組織はグループ全体の大型案件
等に関するリスク評価やモニタリングを支援し、その活動について取締役会等に適宜報告があります。私は、必要に応じ追加説明
を求め、各拠点の監査や会計監査人との情報共有を通じて得た知見と照らし、経営陣のリスクテイクの妥当性を検証しています。
当社はリスク管理を前提としてチャレンジングな案件にも取り組み、不採算案件の発生抑制と売上拡大、利益率向上を両立して
おり、その点を高く評価します。一方で、今後はこうした管理体制やガバナンスを海外子会社にも浸透させ、グループ全体で一貫し
たリスク管理を実現していくことが重要になると考えます。

次期中期経営計画を見据えた「掛け算の連結経営」も、企業価値向上に向けた重要な取り組みです。共同営業や相互受発注に

よるシナジー創出は着実に成果を上げており、「みらいカレッジ」を通じた教育体制のグループ展開も、組織文化の共有や人財育成を通じて長期的な競
争力強化につながると期待しています。その基盤のひとつがグループ共通の管理会計です。通信建設業を主業とする当社において、管理会計は経営判断
を支える重要な仕組みであり、監査上も重要な論点です。公認会計士としての経験を踏まえ、管理会計が経営判断に資するものとなっているか、効率的
なロジックか、入力情報や数値加工は正確かといった点を重点的にモニタリングしています。会計監査人とも連携しながら、資本効率の向上やグループ
シナジーの最大化につながる仕組みとして機能しているかを継続的に確認し、必要な提言を行っていきます。

コーポレート・ガバナンス改革により、監査等委員には、従来の「守り」に加え「価値創造を支える監査」が期待され、経営陣のリスクテイクが企業価値
向上につながるかを評価する力が求められます。そのため、事業環境や法制度等の変化に関する情報収集の継続はもちろん、現場との対話を重ね、実
態を深く理解することを大切にしています。更に、AIによるデータ分析など新たな監査手法にも積極的に取り組む考えです。広くデータを収集し異常値
検知等を実施することで、より効率的で深度ある監査が可能になります。今後も経営陣との建設的な対話を重ね、健全な緊張感を保ちながら、持続的な
成長と企業価値向上に貢献します。

社外取締役 監査等委員

水間 克之

CFO、CRMOとして培ってきた知見と経験を活かしていきます。
本年6月に監査等委員である社外取締役に就任しました。私はこれまで、金融機関、自動車メーカーでキャリアを歩んできまし

た。前職の自動車メーカーでは海外営業部門において自社商品の強みを世界各地の市場や現場で身をもって実感しながら販売
に注力し、その後は、CFOやCRMOとして経営に携わり多くの投資家と対話してきました。同社の成長戦略は徹底した「選択と集中」
に軸を置き、当社グループの掲げる「超・通建」の下での成長戦略とは方向性が異なる部分が多いものの、だからこそ社外取締役
として新たな気持ちで様々な議論に参画し、当社の企業価値向上に貢献していきたいと考えています。

2026年度は中期経営計画の最終年度であり、次期中期計画の策定に向けた議論が進んでいます。このほど改訂されたコーポレー
トガバナンス・コードにおいても、取締役会が企業の持続的な成長や企業価値向上に果たす役割がこれまで以上に重視されています。
当社はこの数年で西武建設（株）、国際航業（株）を買収し、内外のグループ会社は80社を超え、更なるM&Aを含む成長投資を企
図しています。これまでのところ戦略の効果は着実に表れており、利益は拡大し、株価はPBR1倍を安定的に上回る水準にあります。

こうした状況を更なる持続的成長と企業価値向上につなげるには、グループガバナンスの実効性を更に高めながらシナジーを極大化することが不可欠です。
監査等委員の社外取締役に就任した私は、特にグループガバナンスのレベルアップに注目します。また、新たな成長投資の実行にあたっては、金融環境
の変化等によって上昇しつつある資本コストを念頭に資本収益性や財務健全性も踏まえ、リスク許容度を見極めたうえで、投資の妥当性を確認していき
たいと思います。そして場合によっては、適切なリスクマネジメントを前提に、成長投資を後押しする方向でも提言していきます。

また、昨今世界で顕在化しているサイバーセキュリティリスクやサプライチェーンリスクへの対応等も喫緊の課題です。優先順位を見極めながら効果
的な対応が行われているか、常勤監査等委員、内部監査部門、監査法人とも積極的に連携しつつ、しっかりと確認していきたいと思います。

就任後3回の取締役会に出席しましたが、社外取締役にも十分な事前説明があり、取締役会においても社内役員と社外役員による闊達な議論が行われ、
特に、多様なキャリアと知見を持つ社外取締役が、モニタリングの視点から積極的に発言しています。私もその一員として、積極的な議論とモニタリング
を通じて当社グループの企業価値向上に貢献してまいります。



Pt.2 企業価値向上戦略 Change 5  ESG経営基盤強化

「審議の場」設置

指名・報酬委員会設置
女性役員（監査役）就任

社外取締役
1名増（3名体制）

業績連動報酬
KPI追加（ROE）

監査等委員会設置会社へ移行
事業持株会社として新たな
グループ経営スタート
社外取締役の拡充
（7名体制、うち女性3名）
業績連動報酬KPI追加
（GHG排出削減目標）
三線ディフェンスによる
監査機能強化
独立した第三線組織として
「業務監査部」を設置、
デュアルレポート体制

取締役体制の変更
・定款の変更（員数上限）
 21名以内 ⇒ 15名以内
 （監査等委員である取締役含む）
・取締役員数変更
 19名 ⇒ 13名
 （うち、社外7名 ⇒ 5名）

2010

2016

2017

2018

2021

2019

2022
2024

業績連動報酬制度導入
（KPI:連結営業利益）
取締役会実効性評価開始

ミライト・ホールディングス設立

ミライト・ワン設立

基本的な考え方

ミライト・ワンは、社会的責任を有する企業としての経営の
重要性を認識し、意思決定の透明性・公正性を確保するため
の組織体制や仕組みの整備を実行し、株主をはじめとする全
てのステークホルダーとの信頼関係を構築していくことが、経
営上の最も重要な課題のひとつと位置づけています。

当社は、実効的なコーポレート・ガバナンスの実現がステー
クホルダーとの信頼関係の構築に不可欠と認識しており、
 ● 株主の権利・平等性の確保

 ● 株主以外のステークホルダーとの適切な協働

 ● 適切な情報開示と透明性の確保

 ● 取締役会等の責務の履行

 ● 株主との対話

の充実により、コーポレート・ガバナンスの実効性を高めてい
くこととしています。

ガバナンス体制

当社は、監査等委員会設置会社であり取締役会、監査等委
員会、会計監査人を設置しています。監査等委員会並びに内
部監査部門、会計監査人はそれぞれ独立した監査を行うとと
もに、相互に連携を図る体制をとっています。

また、三線ディフェンスの考え方に基づくガバナンス体制お
よび内部監査体制の充実を図り、監査等委員会と内部監査
部門の連携強化により、コーポレート・ガバナンスの強化を図
るとともに、経営の健全性と透明性の向上および迅速な意思
決定を図り、更なる企業価値の向上を目指しています。

―マテリアリティ―

コーポレート・ガバナンスの強化
■ガバナンス体制図

ミライト・ワン（当社）

取締役会

取締役
（監査等委員を除く）

指名・報酬委員会

会
計
監
査
人

選任・解任選任・解任

選任・解任

連携

調査 監査・報告

監査・監督

連携・
報告

委任・
監督 報告

諮問・答申

内部監査 指示

指示

報告

報告
報告

協議・報告

監査等委員会

監査等委員である取締役

社長
（グループ経営会議）

内部監査部門
（業務監査部）

監
査

監
査 経営管理

株主総会

ミライト・ワン グループ各社

経営企画本部等スタッフ部門、各カンパニー、各支店

各種委員会
サステナビリティ委員会※�

コンプライアンス・リスク管理・人権委員会※�

■設置機関の概要
名称 

（2025年度開催数） 目的・権限 代表者/委員長 構成員

取締役会 
（20回）

会社の経営の法定事項を決議するとともに、経営の基本方針
並びに業務執行上の重要事項を決定するほか、取締役の職務
の執行を監督

取締役会において
あらかじめ定めた
取締役

監査等委員
でない取締役※3

中山 俊樹、菅原 英宗、遠竹 泰、髙屋 洋一郎、
高岡 宏昌、脇本 祐史、三ツ矢 高章、山本 眞弓、
瓦谷 晋一、塚﨑 裕子

監査等委員
である取締役※4 瀬尾 真二、水谷 翠、水間 克之

指名・報酬委員会 
（9回）

取締役の指名・報酬に関わる客観性を向上させるため、取締役
会のもと、任意の諮問委員会として設置

取締役（社外） 
山本 眞弓 取締役 瓦谷 晋一、塚﨑 裕子、中山 俊樹、菅原 英宗

監査等委員会 
（12回）

取締役の職務執行等の監査の報告および監査に関する重要な
事項の決議

取締役監査等委員
（常勤）瀬尾 真二 監査等委員 水谷 翠、水間 克之

グループ経営会議 
（49回）

経営方針に関する重要事項について報告を受け、重要方針を
審議

代表取締役社長 
菅原 英宗

各カンパニーの社長、各カンパニーの企画本部長、主要グループ会社の社長、
主要グループ会社の企画本部長、みらいビジネス推進本部長、グローバル事
業推進本部長、スタッフ組織の1st組織長、取締役監査等委員（常勤）

サステナビリティ
委員会

（4回）※2

社会課題の解決と事業成長の両立を目指し、サステナビリティ
全体に関連する事項として、マテリアリティの特定、環境関連、
社会関連などグループ横断的な課題について方向性の整理
と具体的な施策推進

代表取締役社長
菅原 英宗

会長、各カンパニーの社長、各カンパニーの企画本部長、主要グループ会社
の社長、主要グループ会社の企画本部長、みらいビジネス推進本部長、グロー
バル事業推進本部長、スタッフ組織の1st組織長、取締役監査等委員（常勤）

コンプライアンス・
リスク管理・
人権委員会

（２回）

当社グループのリスクおよびコンプライアンスに関する必要な
事項を定めるとともに、リスク発生状況・コンプライアンスに係
る事案、対応策等の情報共有・議論を通じて、グループ全体の
リスクの顕在化の防止、コンプライアンスの推進を図る
人権方針の策定、人権に関するリスク状況の報告、対処する課
題、対処方針等を議論し、人権マネジメントの 強化に取り組み、
是正すべき事案が発生した場合は、その都度臨機に開催

取締役
常務執行役員 
CHRO
脇本 裕史

会長、社長、各カンパニーの社長、主要グループ会社の社長、スタッフ組織
の1st組織長、および関連する組織の長、取締役監査等委員（常勤）等

※2	現体制となった2025年7月以降のサステナビリティ委員会（3回）と、体制変更前の2025年4月に開催したESG経営推進委員会（1回）の開催数を合計しています
※3	監査等委員でない取締役　山本眞弓氏、瓦谷晋一氏並びに塚﨑裕子氏は、社外取締役です
※4	監査等委員である取締役　水谷翠氏並びに水間克之氏は、社外取締役です

■ コーポレート・ガバナンス、コンプライアンスとリスクマネジメント ―公正・透明な企業グループをつくる、まもる―

リスク 

牽制機能の低下によるガバナンス不全・信頼低下
機会 

経営の健全性と透明性の向上による
事業機会の増加・企業価値向上

※１	 2025年6月まで「ESG経営推進委員会」の配下に「リスク管理委員会」「コンプライアンス委員会」「人権・D&I委員会」の３委員会を置く体制でしたが、2025年7月から 「サステナビリティ委員会」 
「コンプライアンス・リスク管理・人権委員会」の２委員会を並列に置く体制へ変更しました。

2／3名
（66.7％）

社外取締役／監査等委員会

5／13名
（38.5％）

社外取締役／取締役会

3／13名
（23.1％）

女性取締役／取締役会

■社外取締役比率および女性取締役比率 （2026年6月24日現在）
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Pt.2 企業価値向上戦略 Change 5  ESG経営基盤強化

取締役候補の指名方針・手続

取締役候補の指名にあたっては、社内外から幅広く候補者
を人選し、独立社外取締役を委員長とする指名・報酬委員会
に諮問し、その答申を踏まえ、優れた人格・見識と高い経営
能力を有する候補者を取締役会で決定しています。
※取締役個々の選任理由等については、P67-68に記載しています

社外取締役の有効活用

社外取締役は、各分野における豊富な経験・知見を有し、
中長期的な企業価値向上の観点からの助言や経営の監督な
ど、専門的かつ客観的な視点からその役割・責務を果たすこ
とができる方を指名しています。また、監査等委員である独立
社外取締役は、各分野における豊富な経験・知見を有し、独

ジェンダーや国際性等を含む多様性と
適正規模を両立した取締役会の構成

取締役会の構成については、様々な事業分野を統括する事
業持株会社として経営戦略、国際戦略、財務、人事等の各専
門分野において豊富な経験・優れた知見を有する方を選任す
ることとし、人財のバランスに配意しています。

更に社外取締役については、長年にわたる企業経営の実
務経験を有する方、企業法務・財務の専門家、学識経験者等
に外部からの視点をもって、取締役会に参画していただくこ
とにより、透明性の確保と企業価値の向上につなげることと
しています。

また、当社は、女性役員として監査等委員でない取締役2名、
監査等委員である取締役1名、執行役員2名の計5名を選任し
ています。

取締役に求める専門性と経験（スキル）およびその内容は、
左記「取締役のスキルマトリックス」および「取締役の主たる
経験分野・専門性（スキル）の定義」の通りです。

■ コーポレート・ガバナンス、コンプライアンスとリスクマネジメント ―公正・透明な企業グループをつくる、まもる―

立した客観的立場から取締役の経営判断や職務執行につい
て、法令・定款の遵守状況等を適切に監視して取締役会の透
明性を高めるとともに、企業価値の向上に貢献いただける方
を指名しています。

社外取締役は、取締役会等への出席などを通じて当社グ
ループの経営課題等を把握しています。

また、各々の専門的かつ客観的視点から必要に応じて適宜
意見を述べ、各取締役等との意見交換などにより、経営の透
明性、効率性の確保に努めています。
※当社における社外取締役の独立性判断基準並びに活動状況については、「コーポレート・ガ

バナンス報告書」等に記載しています

取締役の職務の執行が効率的に行われる
ことを確保するための取り組み

取締役会は「取締役会規程」に基づき毎月1回のほか、必
要に応じて随時開催しており、2025年度は20回開催しました。
社内規程に基づき取締役会に付議すべき事案は全て審議さ
れ、各事案について活発な意見交換がなされるとともに、四
半期ごとに各取締役の職務執行状況についても報告されて
います。

また、コーポレートガバナンス・コードを踏まえ、指名・報酬
に関わる客観性を向上させるため、取締役会のもとに任意の
諮問委員会である「指名・報酬委員会」を設置しており、2025

年度は9回開催しました。独立社外取締役は代表取締役との
ミーティングを定期的に実施し、取締役の職務執行に対する
監視機能を強化しています。

■会計監査人の状況

監査法人の名称 継続監査期間 業務を執行した公認会計士 会計監査業務に係る補助者の構成

有限責任 あずさ監査法人 12年間 指定有限責任社員 業務執行社員 公認会計士　井指 亮一 
指定有限責任社員 業務執行社員 公認会計士　大谷 文隆

公認会計士 23名 
会計士試験合格者等 10名 
その他 53名

■取締役のスキルマトリックス

企業経営・ 
経営戦略

営業・ 
マーケティング

通信等設備
構築・運営

新ビジネス 
開発・ソリュー
ション事業

技術・ 
イノベーショ
ン・DX

グローバル
事業

人事・労務・ 
人材開発

財務会計・ 
ファイナンス

法務・リスク管理・
コンプライアンス・
ガバナンス

公共政策・ 
学術研究

サステナ
ビリティ

監
査
等
委
員
で
な
い
取
締
役

中山 俊樹 社内 ● ● ● ● ● ● ●

菅原 英宗 社内 ● ● ● ● ● ● ●

遠竹 泰 社内 ● ● ● ●

髙屋 洋一郎 社内 ● ● ● ● ●

高岡 宏昌 社内 ● ● ● ● ● ● ●

脇本 祐史 社内 ● ● ● ● ● ●

三ツ矢 高章 社内 ● ● ●

山本 眞弓 社外 ● ●

瓦谷 晋一 社外 ● ● ● ●

塚﨑 裕子 社外 ● ● ●

監
査
等
委
員

で
あ
る
取
締
役

瀬尾 真二 社内 ● ● ● ● ●

水谷 翠 社外 ● ●

水間 克之 社外 ● ● ● ● ●

※各人の有する全ての知見や経験を表すものではありません

■取締役の主たる経験分野・専門性（スキル）の定義

経験分野・専門性（スキル） スキルの定義
企業経営・経営戦略 一定規模以上の企業の代表取締役や支店長等の経験
営業・マーケティング 営業戦略・営業方針の策定管理の責任者としての経験
通信等設備構築・運営 電気通信設備や電気設備等の構築・運営にかかる戦略策定および運営方針策定の責任者としての経験
新ビジネス開発・ソリューション事業 ユーザー設備の構築・運営に関わる戦略策定および運営方針策定やソリューション事業の責任者等の経験
技術・イノベーション・DX 本社組織におけるビジネスプロセス変革、DXの責任者としての経験等
グローバル事業 海外赴任して実際のグローバル事業の運営に関わった経験やグローバル事業の経営管理の責任者としての経験
人事・労務・人材開発 人事方針、人事関係制度策定、人材開発方針、労働組合対応の責任者としての経験

財務会計・ファイナンス 公認会計士・税理士資格等を有する専門家、金融機関において、企業金融、ファイナンスの責任者、財務会計や資金管理・調
達等の責任者としての経験　　

法務・リスク管理・コンプライアンス・
ガバナンス

弁護士資格を有する専門家、訴訟遂行・訴訟対応、リスク管理・コンプライアンス推進・内部統制ガバナンス・安全品質・リスク
管理の責任者としての経験

公共政策・学術研究 中央官庁・都道府県での法令等の策定や各種委員会における有識者としての政策課題検討の経験、大学等の研究・教育機
関において、高度・専門的な研究または教授等として指導する立場の経験

サステナビリティ サステナビリティやESG方針の統括、推進責任者としての経験や行政・学術機関等における持続可能な社会課題解決に関す
る高度な専門的知見および政策推進の経験

監査等委員の監査が実効的に行われる
ことを確保する取り組み

監査等委員は重要な決裁書類等を閲覧するほか、グループ
経営会議およびその他重要な会議に出席し、会社の重要な
意思決定プロセスおよび業務の執行状況を把握しています。
また、監査等委員と代表取締役、会計監査人等が意見交換を
行うことにより意思疎通を図り、監査等委員の監査が実効的
に行われることを確保しています。

なお、監査等委員会の職務を補助する組織として、専任ス
タッフを有する監査等委員会室を設置し、使用人3名を配置し
ています。

取締役会の実効性評価

取締役会において法令等の遵守状況、リスク管理や情報共
有の状況、課題解決のスピード感など、取締役の職務執行に
ついてチェックを行っているほか、代表取締役と社外取締役と
のミーティングを開催するなど、取締役会全体の実効性の確
保に努めています。

また、年に1度、全取締役を対象とし、取締役会全体の機能
向上と、当社のコーポレート・ガバナンスの目指す方向性につ
いての認識の共有を目的として、取締役会の実効性に関する
自己評価を実施しています。

具体的には、取締役会の構成、取締役会の運営状況、取締 
役会の責任・機能、社外取締役からみた取締役会の状況を主 
な評価項目として、忌憚のない意見が聴取できるよう、匿名の
アンケート方式により自己評価を行い、更に収集にあたっては
守秘義務のある第三者機関が行うとともに、収集したアンケー
ト内容についても分析しております。同分析の結果をもとに、

【取締役会での主な審議内容】
営業戦略等重要事項および当社・当社グループの事業

成長戦略並びに中長期戦略に関する事項のほか、内部
統制・内部監査等のグループ全体のリスク管理体制の再
構築と効率的な運用方針、サステナビリティ関連、政策
保有株式関連、IR活動状況、株主還元（自己株式取得、
配当）に関する事項等について議論しています。

73 74株式会社ミライト・ワン 統合報告書 2026

O
ur Focus

デ
ー
タ

人
間
中
心
経
営

事
業
成
長
加
速

利
益
性
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス

企
業
価
値
向
上
戦
略

E
S
G
経
営
基
盤
強
化

デ
ー
タ
イ
ン
サ
イ
ト 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト



Pt.2 企業価値向上戦略 Change 5  ESG経営基盤強化

【2025年度の実効性評価の概要】
〔主な意見〕

質問事項への評価が全てにおいて「高い」との判断が
ある一方、課題点として、「中長期的な経営戦略等に関
する建設的な議論の充実」や「次世代経営層の育成に向
けた議論の深化」等の意見がありました。

↓
〔実施中の対応策〕

取締役会メンバーによる自由な意見交換を行う場で
ある「審議の場」や、全役員が参加する「幹部合宿」等
を活用することで、継続的な検討を行い実効性の維持・
向上に努めています。

取締役に対するトレーニング

当社グループの役員および経営幹部を対象に、➀プライム市
場企業にふさわしい経営基礎力の浸透と充実、➁世界情勢等
を含め幅広に市場・技術・市況等の動向を把握する機会の創出、
➂役員および幹部のベクトル（方向性）合わせなど、多目的に
役員セミナーを体系化・整理し、定期的に実施しており、2025
年度までに役員・幹部を対象とするセミナーを累計21回開催し
ています。　

また、社外取締役等に対し、適宜、当社の事業内容や現状
についての理解を深めるため、事業会社の事業所視察や工
事現場視察等の機会を提供することとしています。

最高経営責任者等の後継者計画・育成

最高経営責任者等経営幹部の後継者計画・育成について
は、会社の意思決定の透明性・公正性等を確保し、より実効
的にコーポレート・ガバナンスを充実させる観点から、2024
年4月26日開催の取締役会において「取締役等の後継者計
画（代表取締役を含む）」を策定し、経営理念や経営戦略を
踏まえて適切に行っています。最高経営責任者の選任につ
いては、独立社外取締役を委員長とする指名・報酬委員会
に諮問し、その答申を踏まえ、取締役会で決議することとし
ています。

■金銭報酬の額、業績連動報酬等の額の割合

月例報酬（固定報酬） 変動報酬
非金銭報酬

80% 20% 6%

※インサイダー取引規制等を考慮して、経営者意識および株主価値向上への共通目標意識を
高めるため、取締役（社外取締役を除く）に対して役員持株会へ月例報酬の10％以上を拠
出することを要請しており、実質的には、固定報酬72％、変動報酬が28％、非金銭報酬（株
式報酬）が14％になっています  

■役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象
　となる役員の員数

役員区分
報酬等 
の総額 

（百万円）

報酬等の 
種類別の総額（百万円）

対象となる 
役員の員数

（名）固定報酬 業績連動報酬

取締役 
（監査等委員および社外取

締役を除く）
276 213 63 8

監査等委員 
（社外監査等委員を除く） 30 30 ー 1

社外役員 58 58 ー 6

関連当事者間の取引

取締役が行う競業取引および利益相反取引は、取締役会
での審議・決議を要することとしているほか、取引の状況につ
いて取締役会に定期的に報告することとしています。

役員に対しては、「関連当事者に関する確認書」の提出を
求めており、自身および近親者、代表となっている団体、過半
数の議決権を有する団体等の関連当事者との取引の有無を
把握しています。

また、主要株主との取引については、社内規程に則り、会
社や株主共同の利益を害することのないよう取引の妥当性を
決裁権者が確認し、特に重要な取引については取締役会に
報告することとしています。

役員の報酬等

基本方針
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同様）の報

酬については、取締役会の承認を経た上で株主総会でその総
額（限度額）を定め、個別の取締役報酬は各役位の役割と責
任に応じた報酬体系としています。

また、取締役の個人別の報酬等の内容に関する決定方針
については、客観性・透明性の向上を目的に、取締役会の諮
問機関として独立社外取締役が過半数を占める「指名・報酬
委員会」（委員長は独立社外取締役）において、審議した結果
を取締役会に答申し、その答申を踏まえて取締役会で決定し
ています。

監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、
月例の基本報酬のみを支払うこととしています。
※役員の報酬等の詳細については、「有価証券報告書」に記載しています

業績連動報酬制度の導入
役員の報酬と当社業績および株式価値との連動性をより

明確にし、中長期的な業績並びに企業価値の向上への貢献
意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度「株
式給付信託」を導入しています。

業績連動報酬に係る指標は、グループ連結の業績並びに
企業価値の向上への貢献意識を高める上でわかりやすい指
標として、当社「連結営業利益」「EBITDA」「ROE」および「ESG
指標」の達成度を選択し、「役員株式給付規程」に基づき、月
例報酬3ヵ月分の30%を充当して設定した基準ポイントをも
とに、当社指標の達成度に応じた業績連動係数を乗じて計算
される数のポイントを付与し、退任時に1ポイント1株の株式
を給付しています。

なお、2022年度より経営陣のESGへの取り組み意識の向
上を図るため、業績連動報酬の指標に、連結ESG指標として

「GHG削減目標」を導入しています。

取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
取締役の個人別の報酬の決定については、取締役会の決

議に基づき、株主総会で決議した総額の範囲内で、個人別報

役員ごとの連結報酬等の総額等
連結報酬等の総額が1億円以上である者が存在しないた

め記載していません。

政策保有株式

投資株式の区分の基準および考え方
当社グループは、投資の目的が

ア. 保有先の企業との取引関係を維持・強化
イ. 提携業務を推進するため、その協力関係を維持・強化
ウ. 効率的な施工のための連携等
の場合は政策保有株式として区分し、それ以外の目的で投資

酬案を作成し、指名・報酬委員会に報告することを前提に、代
表取締役社長に決定を一任しています。

一任された代表取締役社長は、取締役会で決議した取締
役の個人別の報酬等の内容に関する決定方針に基づき、個
人別報酬案を作成し、指名・報酬委員会に報告し決定してい
ます。

する場合は純投資目的として区分して保有しております。
政策保有株式の保有方針および保有の合理性を検証する方法
並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検
証の内容
ア．保有方針

当社グループは、取引先の株式を保有することで当社グルー
プの企業価値の向上や株主の利益につながると考えられる
場合は、株式を保有することとしています。保有目的と取引
状況等を確認し、定量的・定性的検証を通じ当該株式の保有
の意義が希薄と考えられる株式は、売却等により段階的に縮
減します。
イ．保有の合理性を検証する方法

政策保有株式についてリターンとリスクなどを踏まえた中
長期的な経済合理性や将来の見通しについて、定量的・定性
的な検証を実施しています。
ウ．個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検

証の内容
当社グループが保有する政策保有株式について、保有目的

や取引状況等の調査を行い、年1回取締役会にて、個別銘柄
ごとに、保有に伴うリターンやリスクが資本コストに見合って
いるか、保有目的や今後の事業動向等を定量的・定性的に検
証し、保有の適否を判断しています。

2022.3末 2023.3末 2024.3末

2023
3月期

2024
3月期

4,358
（2.8%）

4,368
（2.5%）

5,200
（2.3%）

162

11

178

（単位：億円）

（単位：億円）

上場会社株式

［参考］

■投資有価証券売却益

■投資有価証券の推移

非上場会社株式関連会社株式

※非上場会社株式には戦略的投資が含まれています

総資産
政策保有
株式比率（ ）

2,492
（4.9%）

2,543
（4.3%）

2,601
（4.5%）

純資産
政策保有
株式比率（ ）

2025.3末

2025
3月期

5,377
（2.1%）

19

2026
3月期

9 3

194

2,699
（4.3%）

5,734
（3.1%）

2,884
（6.1%）

2026.3末

194
255

政策保有株式

105
16

41

89

69

20
103

77

14
100 154

79

79

15
22

■ コーポレート・ガバナンス、コンプライアンスとリスクマネジメント ―公正・透明な企業グループをつくる、まもる―

当社の取締役会では、現状の検証・評価を行い良好な結果を
得るとともに、取締役会に関わる課題について議論を継続し
ています。
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Pt.2 企業価値向上戦略 Change 5  ESG経営基盤強化

検証の結果、「保有の意義が希薄」と考えられる株式は、株
価等を考慮しながら随時売却を進めています。また、グルー
プ全体の政策保有株式の保有および縮減の状況は、毎年の
検証を通じて管理していきます。なお、2025年度は、前述の
方針等に則り、5銘柄を売却しています。

適時開示の実施、インサイダー情報の管理、
フェア・ディスクロージャー対応

当社は、株主・投資家の皆様をはじめとするあらゆるステー
クホルダーの当社に対する理解を促進し、当社グループの適
正な評価を可能とするため、当社グループに関する重要な情
報の適時・適切な開示を行っています。
情報開示の基準

当社は、金融商品取引法等の諸法令ならびに、当社の有価
証券を上場している証券取引所の定める適時開示規則等に従
い、透明性、公平性、継続性を基本としたタイムリーな情報開
示を行っています。また、諸法令および適時開示規則に該当し
ない情報でも、投資判断に影響を与えると考えられる重要な
情報や、当社への理解を深めていただくうえで有用と考えられ
る情報は、適時・公平に開示を行っています。 
情報の開示方法

重要な会社情報は、東京証券取引所の適時開示情報伝達シ
ステム（TDnet）、金融庁の電子開示システム（EDINET）、プレ
スリリース、当社ホームページなど、適切な方法にて開示して
います。
インサイダー情報の管理

株主・投資家の皆様との面談に際し、未公表の重要情報を

コミュニケーションの充実に向けた取り組み

IR活動は、情報取扱責任者である取締役財務経理本部長を
責任者として、担当部署であるIR部が実施しています。株主・
投資家の皆様との面談については、可能な限り、責任者自らが
対応しています。

■個別面談 （件）

2025年度 国内 海外 合計
上期 57 11 68
下期 60 31 91
合計 117 42 159

※電話・メールでの照会分除く
　相手先は、アナリスト（セルサイド・バイサイド）、ファンドマネージャーほか 

■SR面談 （件）

2025年度 国内 海外 合計

合計 10 – 10

※相手先は、スチュワードシップ対応セクション（責任投資部等） 

また、アナリスト・機関投資家を対象とした決算説明会を年
2回開催し、説明会の様子については当社Webサイトなどで配
信しています。海外の機関投資家に対しては、重要情報の英語
でのタイムリーな情報提供に努めるほか、北米・欧州・アジア
地域において海外IRを実施しています。なお、決算説明会およ
び海外IRは、株主・投資家の皆様と建設的な議論を促進する
ため、原則として代表者自らが説明を行うこととしています。

保有している場合は、「内部者（インサイダー）取引規制に関す
る規程」に則った適切な情報管理を行うことを徹底しています。
沈黙期間の設定

当社は、決算情報の漏洩を防ぎ公平性を確保するため、決算
（四半期決算を含む）発表日前の４週間を沈黙期間とし、この

期間内は、決算に関連するコメント、ご質問等に関する回答は
差し控えています。ただし、沈黙期間中に発生した業績予想と
の差異が適時開示規則に該当する変動幅となることが明らか
になった場合には、適宜、プレスリリース等により情報開示を
行うこととします。
※ディスクロージャーポリシーについてはWebサイト

（https://ir.mirait-one.com/disclosure/index.html）もご覧ください

■アナリスト向け決算説明会

２Q決算

開催日 2025年11月21日

参加者 38名

アーカイブ視聴者
日：839名

英：98名

期末決算

開催日 2026年5月15日

参加者 51名

アーカイブ視聴者
（2026年7月31日現在）

日：674名

英：51名

■個人投資家向け説明会

上期

開催日 2025年9月24日

参加者 924名

アーカイブ視聴者 877名

下期

開催日 2026年3月13日

参加者 2,096名

アーカイブ視聴者
（2026年7月31日現在） 894名

加えて、当社事業への理解を深めていただけるよう、個人投
資家を対象としたネットライブを活用したオンライン会社説明
会や、証券会社などが主催する個人投資家向け説明会にも適
宜参加しています。

株主総会運営の工夫と議決権行使の
円滑化に向けた取り組み状況

株主総会の運営については、招集通知のカラー化や映像を
利用した事業報告を行うなど、株主にわかりやすい運営を目指

ステークホルダーとの対話

みらいドメインである「街づくり・里づくり／企業DX・GX」
や「グローバル事業」等での成長を加速させている足元にお
いては、お客様がこれまでの通信キャリアから自治体・一般
企業へと広がっているほか、西武建設（株）、国際航業（株）
のグループ化により共創パートナーの数も増えていることか
ら、Purpose（存在意義）と、各ステークホルダーに向けて
当社の姿勢を明文化したMission（社会的使命）への取り組
みを軸に、ステークホルダー・エンゲージメントを強化してい
ます（→P2「Purpose/Missionと意識するステークホルダー」
参照）。

■ コーポレート・ガバナンス、コンプライアンスとリスクマネジメント ―公正・透明な企業グループをつくる、まもる―

しています。招集通知、参考書類および報告書は、当社Webサ
イトにも掲載しています。

2026年6月24日開催の第16回定時株主総会の招集通知は
19日前の2026年6月5日に発送しました（法定期日は6月9日）。
招集通知発送前の2026年5月27日（株主総会開催日の28日前）
には東京証券取引所および当社Webサイトにて電子提供措置
を開始（法定期日は6月3日）し、議決権行使のための時間と情
報の十分な確保に努めました。

総会会場では、車椅子エリアを設置するなど、障がいを理由
とする差別の解消の促進に関する法律（障害者差別解消法）に
配慮した環境整備を行いました。

また、出席されなかった株主の皆様等にも理解を深めてい
ただけるよう、当社Webサイトで事前に事業報告の動画を掲
載するとともに、株主総会当日は総会模様の映像をライブ配信
し、事後においても、ライブ配信をご視聴できなかった株主様
向けに総会模様の動画を掲載しています。

株主・投資家の皆様との対話における主な関心事項
投資家との対話により、業績や中期経営計画、事業動向など

さまざまなテーマについてご意見・ご質問を頂いています。

■ステークホルダーエンゲージメントにおける共有価値と
　コミュニケーションチャネル

　 顧客 株主・投資家 パートナー 社員

共有価値
時代の変化
や社会課題
への対応

企業価値
向上

人財成長・
事業拡大と
持続的成長

会社の成長
と個人の
成長

コミュニ
ケーション
チャネル

国内外の
事業拠点／
ビジネス
現場

株主総会／
決算説明会／
各種ミーティ
ング

ミライト・ワン 
パートナー会
／国内外企
業拠点

各種対話会
／1on1ミー
ティング

（株）ミライト・ワン

内部情報等所轄部門
（財務経理本部、経営企画本部、総務人事本部等）

情報取扱責任者
（財務経理本部長）

重要な会議
（取締役会・グループ経営会議 等）

適時開示 リリース

IR部 広報部

財務情報・経営情報等報告

連携

連携

連携

開示指示

ヒアリング

決定事実・
発生事実等連携

連携
事業トピックス等

報告
報告

ミライト・ワン グループ 各社

■適時開示体制

なお、株主・投資家の皆様からいただいたご意見などは、取
締役会・グループ経営会議において経営陣にフィードバックし、
株主との対話についても、当社Webサイトで公開しています。
このほか、全ての株主の皆様宛に業績やトピックスをまとめた
冊子「ミライト・ワン レポート」を年2回送付しています。
※株主・投資家の皆様との対話についてはWebサイト
    （https://ir.mirait-one.com/dialogue/index.html）もご覧ください
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Pt.2 企業価値向上戦略 Change 5  ESG経営基盤強化

経営陣へのフィードバックの状況
定期的にグループ経営会議・取締役会にて経営幹部宛てIR

実施状況、投資家の関心事項、ご意見についてフィードバック
を実施するとともに、適宜議論を重ねて経営に反映しています。
2025年度は、データセンター事業拡大による今後の成長期待
を踏まえ、2026年度計画値を増額修正のうえ開示しました。

■主な関心事項とご意見・ご質問
2025年度上期

項目 ご意見・ご質問

事業の状況と評価

● 実績の評価、年度の進捗状況、販管費の今後の見通し
 ▶通期計画に対する進捗評価
 ▶不採算案件の有無 
● 足元の受注状況・受注時採算、ビジネス環境

中期経営計画
事業戦略

● 中期経営計画最終年度目標数値の達成の道筋
● 人財成長戦略（人財の採用、育成、流動）
● 株主還元方針（総還元性向のターゲットレンジ、追加還元

の考え方

環境・社会
イノベーション事業

● 足元受注状況、利益率の状況、今後の見通し
 ▶西武建設（株）、国際航業（株）の実績評価（受注状況、利

益貢献）

ICTソリューション
事業

● 足元受注状況、利益率の状況、今後の見通し
 ▶ データセンター関連ビジネス（グローバル事業含む）の状

況、今後の見通し
 ▶ NEXT GIGAスクールの利益貢献
 ▶ （株）Y2Sの連結子会社化

通信基盤ドメイン

● 実績の評価、今後の見通し
 ▶  受注増（ドコモ）の要因、他の通建会社との違い
 ▶  利益率の状況、今後の見通し
 ▶  キャリア別の足元受注状況と見通し（キャリア動向）

その他

● 西武建設（株）、国際航業（株）のシナジー効果（のれんの
金額・償却期間） 

● 今後のＭ＆Ａ戦略(ターゲット先) 
● ビジネスリスク管理室の運用状況
● 決算補足資料のサマリー記載

項目 ご意見・ご質問

ICTソリューション
事業

● 足元受注状況、利益率の状況、今後の見通し
 ▶ データセンター関連ビジネス（グローバル事業含む）の状況
 ▶ データセンター以外で注視すべき事業分野
 ▶ ソフトウェア開発やAI（AIコーディング含む）の自社活用
 ▶ （株）Y2S買収によるO＆Mやマネージドサービスの進捗

通信基盤ドメイン

● 実績の評価、今後の見通し
 ▶  通信キャリア別の足元受注状況と見通し
 ▶  利益率の状況、今後の見通し
 ▶  NTT事業の好調要因
 ▶  楽天事業浮上の見通し
 ▶  メタルケーブル撤去工事の今後の見通しと対応方針

その他

● 社長就任後の手応えと課題、想定との違い
● 3社シナジー効果（のれんの金額・償却期間）
● のれんを除いた今後の利益率の見通し
● 労働力不足の課題（キャパシティ、新卒採用、グループ内

シフト）

※株主・投資家の皆様との対話についてはWebサイト
    （https://ir.mirait-one.com/dialogue/index.html）もご覧ください

2025年度下期
項目 ご意見・ご質問

事業の状況と評価
● 実績の評価、次期見通し
 ▶4Qへの業績偏重の認価 
● 足元の受注状況・受注時採算、利益率改善の要因

中期経営計画
事業戦略

● 中期経営計画最終年度目標数値達成への道筋
● ROE目標（10％以上）やEPS成長への道筋、資本効率改善策
● 人財成長戦略（人財の採用、育成、流動）
● 株主還元方針（総還元性向のターゲットレンジ、追加還元

の考え方）
● データセンター事業（ビジネス状況、事業規模）
● M&A戦略
● 今後の成長ドライバー
● 今後成長していくうえでの最大のリスク要因

環境・社会
イノベーション事業

● 実績の評価、今後の見通し
 ▶西武建設（株）、国際航業（株）の実績評価（受注状況、利

益貢献）

■ コーポレート・ガバナンス、コンプライアンスとリスクマネジメント ―公正・透明な企業グループをつくる、まもる―

―マテリアリティ― 

リスクマネジメントの徹底

リスクへの対応

当社は、「リスク管理規程」により、ミライト・ワン グループ
のリスクに関する必要な事項を定め、事業を取り巻く様々な
リスクに対して的確な管理の実践が可能となるように対応し
ています。当社のコンプライアンス担当役員を委員長とする「コ
ンプライアンス・リスク管理・人権委員会（年2回開催）」を設
置し、リスク発生状況、対応策の情報共有・議論を通じて、グ
ループ全体のリスクの顕在化の防止を図っています。また、
社会情勢を踏まえたリスク管理項目の設定を検討していきま

す。更に、内部監査部門によるモニタリングを実施し、リスク
管理の実効性を確認しています。加えて、2024年度からは「ビ
ジネスリスク管理室」を設け、個別案件に関するリスクチェック
の徹底と新たな事業分野へのチャレンジにおける最適なリス
クマネジメントによる不採算案件の再発防止に向けて定期的
なモニタリングを実施しています（→P43-46「CFOメッセージ」
参照） 。こうした新分野での事業リスクへの対応を含め、2026
年3月末現在、当社が経営成績および財務状況等に影響をお
よぼす可能性があると認識している主なリスクとその対応策に
ついては、次ページの表をご参照ください。

リスク 

リスク顕在化による業績悪化・企業価値低下
機会 

中長期的な成長阻害要因の軽減による
資本コスト低減と企業価値向上

リスク 

コンプライアンス違反による信頼低下・事業機会減少
機会 

法令遵守徹底への取り組みを通じたビジネスプロセスの強化

―マテリアリティ―

コンプライアンスの徹底

企業文化の基礎としてコンプライアンスを徹底

Mission（社会的使命）のひとつとして「サステナビリティとコ
ンプライアンスを重視し、社会の信頼に応える」を掲げ、マテリ
アリティのひとつとして「コンプライアンスの徹底」に注力する
当社は、「ミライト・ワン グループ 安全・コンプライアンス憲章」

適正な納税

当社グループでは、事業活動を行う各国・各地域について
の税務関係法令やBEPS※行動計画等の国際課税ルールを遵
守し、納税コンプライアンスの維持・向上に努め、適切に納税
しています。
※BEPS（Base Erosion and Profit Shifting）：税源浸食と利益移転

（１）研修
　会社の事業推進におけるコンプライアンスの重要性の高
まりを踏まえ、役員向け研修、階層別研修やパートナー会
社向けの研修のなかでコンプライアンスの重要性を伝え、
更なる意識の向上に取り組んでいます。
（２）内部通報制度の整備

　当社では、当社、グループ会社およびパートナー会社の
役員、社員、嘱託、派遣社員など就業する者（退職後1年以
内の者）からの申告・相談を受ける体制を構築しています。
➀「コンプラ目安箱」
 不正、不祥事、不適切会計、横領、贈収賄、談合、汚職な

どのコンプライアンス違反等を扱う内部通報窓口として
社内のリスクを早期に探知し、リスクの低減や違反防止
につなげています。

➁「なんでも相談室」
 労働環境や人権（ハラスメントを含

む）など様々な相談を扱う窓口と
して意見・提言に積極的に耳を傾
け、問題解決に取り組んでいます。

➂「外部相談窓口」
 弁護士による社外窓口を設置し、

社内で相談しづらい場合の対応を
行っています。

また、「コンプライアンス規程」により、当社のコンプライアン
ス担当役員を委員長とする「コンプライアンス・リスク管理・人
権委員会（年2回開催）」で個別課題について検討するとともに、
コンプライアンスに関わる事案やコンプライアンス意識に更な
る向上施策の検討を実施しています。

加えて、内部監査部門によるモニタリングを実施し、コンプラ
イアンス推進活動の実効性を確認しています。なお、当社グルー
プでは、業務監査だけでなく、各組織でコンプライアンス推進
員を指名し、贈収賄を含め自組織の不正や不備事項のチェッ
クを行うことで、各組織の自浄能力を高め、早期発見・迅速対
処につなげることで不祥事撲滅を目指しています。

更に、毎年、従業員が日ごろの業務を行ううえで、見聞きした
り発生が懸念されるようなリスク、自身や各組織におけるコン
プライアンス意識を把握するための調査を実施し、課題抽出と
対応策の検討に役立てています。

を改定し、コンプライアンスの徹底は企業経営の要との認識に
基づき、全役員、全従業員に周知しています。

憲章では「倫理観醸成等の取り組み」「公正かつ適正な取引」
「情報開示」「反社規制力との関係断絶と犯罪行為への不関

与」等に関する基本方針を定め、最優先課題として取り組むこ
ととしています。

■コンプライアンス徹底に向けた主な取り組み
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Pt.2 企業価値向上戦略 Change 5  ESG経営基盤強化

■リスクマネジメントの徹底

主なリスク 概要 対応策

➀特定取引先への
 依存

当社グループの主たる取引先は、NTTグループをはじめとする通
信事業各社であり売上高に占める割合が高く、通信事業各社の
設備投資動向や技術革新等によっては当社グループの業績に影
響を及ぼす可能性があります。

通信キャリア事業からソリューション事業への事業構造の転換と
新たな成長分野として位置づける「みらいドメイン」へのシフトを
加速し、従来の事業分野や技術の枠組みを超えた新たな事業機
会の創出に向けた取り組みを進めております。

➁新たな分野への
 取り組み

新たな分野へのチャレンジにより想定外の重大なリスクが発生し
た場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは個別案件に関するリスクチェックの徹底とリス
クマネジメントの円滑な推進、及びリスクをマネジメントするため
の事例とノウハウの共有を図ることを目的として、「ビジネスリス
ク管理室」を設置して最適なリスクマネジメントに努めております。

➂安全・品質
重大な事故等による不測の事態や品質に重大な問題を発生させ
た場合、取引先からの信用を失うとともに営業活動に制約を受け
るなど当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは安全や品質に関する統合マネジメントシステム
等を活用し、お客様に信頼、評価される高品質なエンジニアリン
グとサービスをお届けできるよう安全・品質管理にグループ一体と
なって取り組んでおります。

➃重要な情報の
 管理

事業活動を通して、取引先からの技術データ・個人情報等の重要
な情報を入手することがあります。予期せぬ事態により情報が流
出や悪用された場合には、取引先からの信用を失うとともに損害
賠償責任の発生等により当社グループの業績に影響を及ぼす可
能性があります。

当社グループではISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）
を活用し、グループ一体となって情報漏洩防止を徹底しております。

➄取引先の
 信用不安

取引先の信用不安が発生した場合は、工事代金の回収不能や工
事の施工遅延等が生じ当社グループの業績に影響を及ぼす可能
性があります。

当社グループは外部調査機関等を利用した取引先の与信管理と、
法務担当による契約書審査を行う等により信用不安リスクの回避
に取り組んでおります。

➅資材の調達・
 価格上昇

自然災害、戦争やテロ、新型の感染症の流行などにより、資材の
供給が困難または納入遅延の発生のほか、原材料や資機材、エ
ネルギーの価格高騰や為替変動等により建設コストが上昇した場
合は、工事が中断または遅延するなどの影響のほか、発注者によ
る投資抑制や判断の先送りなどにより、当社グループの業績に影
響を与える可能性があります。

当社グループでは物品不足が生じていない工程を優先的に進め
るなど、工期延伸を最小化するための工程管理を綿密に行ってい
ます。また、建設コストの上昇については、原材料価格上昇時の
条件の契約条項への盛り込み、工事価格への転嫁等の対策を実
施し、リスクの低減に努めております。

➆保有資産
事業運営上の必要性から有価証券等の資産を保有していますが、
著しい時価の変動等により当社グループの業績に影響を及ぼす
可能性があります。

定量的・定性的検証を通じ保有意義が希薄と考えられる有価証
券等は段階的に縮減し、時価変動リスクの回避に取り組んでお
ります。

➇自然災害等
大規模災害や感染症の大流行等により当社グループの従業員、
協働者、設備等への直接被害のほか、ライフラインの停止、燃料
の不足等、不測の事態が発生した場合は、工事が中断または遅延
するなど当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは地震等の自然災害や感染症が発生した場合に
備え、BCP（事業継続計画）の策定、社員安否確認システムの構
築、防災訓練や新しいワークスタイルへの移行等各種対策を講じ
ております。

➈海外事業

当社グループでは、アジア、オセアニアを中心とした諸外国で事業
を展開しており、進出国での政治・経済情勢、為替や法的規制等
に著しい変化、感染症の大流行や資材価格の高騰及び労務単価
の著しい上昇等が発生した場合は、当社グループの業績に影響を
及ぼす可能性があります。

グループ内での情報収集、進出国の適度な分散等により、その予防・
回避に努めております。

➉気候変動

地球規模での気候変動による問題が顕在化してきており、企業に
おいても温室効果ガス排出量の削減、産業廃棄物の低減等、環境
に対する配慮が求められています。このような配慮は、自社のみ
ならず、サプライチェーンを構成する企業群に亘って要請される傾
向であり、当社グループ、パートナー企業等が適切な対応を行え
ない場合、取引先各社との取引が制限される等、当社グループの
業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは重要課題（マテリアリティ）において「環境にや
さしい社会をつくる、まもる」ことを明確にしており、「気候関連財
務情報開示タスクフォース（TCFD）」提言への賛同、そのフレーム
ワークに沿った当社グループの事業におけるリスクと機会の分析
や、事業活動を通して排出する温室効果ガスの把握とその低減に
向けた取り組み、産業廃棄物の一層の低減に向けた取り組み等
を進めております。

⑪M&A

当社グループは、事業領域の拡大およびビジネスモデルの変革に
向けて、シナジー効果が期待できるM&Aを実践していくことでグルー
プの企業価値向上を目指していますが、M&A対象会社に期待す
る利益成長やシナジー効果等が実現できなかった場合、当社グルー
プの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループではM&Aの実施の際に当社グループの成長戦略
と整合しているか、また今後の市場動向の見通しや事業計画、当
社グループとのシナジ－効果を慎重に検討するとともに、買収
後の統合プロセスにおいては、実施すべき事項とその達成時期
を定めモニタリングを強化し、シナジー効果の最大化に取り組ん
でまいります。

⑫法令遵守

当社グループは、建設業法、電気通信事業法、電波法等の法令に
基づく許認可等を受けるとともに、事業の遂行に関連する各種の
法令に則り事業活動を行っていますが、万一これらにおいて違反
が発生した場合は、当社グループの業績と信用に影響を及ぼす可
能性があります。

当社グループでは社内関係部署において法改正等の動向を注視
し、速やかにグループ内への共有を図り必要に応じて社内規程の
見直しを行うと共に、当社グループおよびパートナー企業の社員
へ向けた啓発活動の実施と実効性のある内部監査や相談体制を
構築することにより、法令遵守に継続的に取り組んでおります。

■ コーポレート・ガバナンス、コンプライアンスとリスクマネジメント ―公正・透明な企業グループをつくる、まもる―

内部統制システムの整備

当社は、グループの業務の適正性を確保する体制として「内
部統制システムの基本方針」を取締役会で決議しています。また、

「子会社管理規程」を制定し、グループ子会社の内部統制の

具体的な運用体制を整備することにより、グループとしての内
部統制システムを確立し、適切なグループ運営に努めています。

なお、企業集団全体に大きな影響をおよぼす重要な案件
については子会社から報告、協議を受けてその管理を行うと
ともに企業集団として必要な取り組みを行っています。

82統合報告書 2026

O
ur Focus

デ
ー
タ

人
間
中
心
経
営

事
業
成
長
加
速

利
益
性
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス

デ
ー
タ
イ
ン
サ
イ
ト 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

E
S
G
経
営
基
盤
強
化

企
業
価
値
向
上
戦
略

81 株式会社ミライト・ワン

会社情報/株式情報

（株）ミライト・ワンの概要 （2026年3月31日現在）

設立 2010年10月1日

本社 東京都港区虎ノ門2丁目2番3号

代表者 代表取締役社長 CEO 菅原 英宗

資本金 70億円

格付 格付投資情報センター（R&I） A

 日本格付研究所（JCR） A+
決算期 3月31日

従業員数 3,589名（ミライト・ワン グループ 17,709名）

株主の状況 （2026年3月31日現在）

最新の情報はWebサイト（https://ir.mirait-one.com/stock/status.html）をご覧ください。

上場証券取引所 東京証券取引所 プライム市場
  （コード番号：1417）

発行可能株式総数 330,000,000株

発行済株式総数 91,325,329株（うち、自己株式の数2,215,874株）

株主数 33,191名（自己株式除く）

所有者別株式分布状況 （自己株式除く）

所有者別株式数 株式数（株） 比率（％）
金融機関 29,478,278 33.1
金融商品取引業者 1,786,890 2.0
その他の国内法人 9,614,379 10.8
外国法人等 25,059,374 28.1
個人・その他 23,170,534 26.0
合計 89,109,455 100.0

所有者別株主数 株主数（名） 比率（％）
金融機関 54 0.2
金融商品取引業者 36 0.1
その他の国内法人 346 1.0
外国法人等 283 0.9
個人・その他 32,472 97.8
合計 33,191 100.0

大株主 （上位10名）

株主名 持株数（百株） 持株比率（％）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 124,753 14.00
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 57,244 6.42
住友電気工業株式会社 36,687 4.12
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 23,737 2.66
ミライト・ワン従業員持株会 22,132 2.48
住友電設株式会社 19,910 2.23
GOVERNMENT OF NORWAY 15,043 1.69
株式会社みずほ銀行 13,005 1.46
JP MORGAN CHASE BANK 385781 11,770 1.32
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 11,705 1.31

※1 持株比率は当社所有の自己株式（2,215,874株）を控除して計算しています
※2 持株数は百株未満を切り捨て、持株比率は小数点第２位未満を四捨五入して表示しています
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